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は じ め に

EDI推 進協 議 会(JEDIC:JapanElectronicDataInterchangeCouncil)は 、

業種 横 断的 なEDI推 進 の組織 と して 関係4省 庁(通 商産 業省 、大 蔵省 、 運輸 省 、

建 設省)の 後 援 の下 に平成4年10月 に設 立 され ま した。EDI推 進 協議 会 は、我 が

国 にお け るEDI(ElectronicDataInterchange:電 子 デ ー タ交換)の 普及 ・啓 蒙、

業 種横 断的 な共 通 課題 の検討 及 び幅広 い情報 交換 等を通 じて 、EDIの 業 際化 、 国

際化 を 円滑 に推 進 す ると と もに、各業界 にお け るEDIの 普及 に寄 与 す る ことを 目

的 と して い ます 。

本 資料 は、EDI推 進協議会 の活 動概 要 を理解 して頂 くた め に と りま とめた もの

で あ り、EDI推 進 協議 会 の設 立趣 意 、会 員 の活動概 要及 びNewsletterで 構 成 され

て います。

本 資料 が 当分 野 に関心 を持つ多 くの方 々の参 考 とな り、EDIの 発展 の一 助 とな

れば幸 いです。

平成6年3月

財団法人日本情報処理開発協会

産業情報化推進セ ンター
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設立趣意

iil灘;雛難[灘llll難1

i　騨1;驚li灘 欝欝 曇議論 講;撫ii
欧米諸国におけるEDIは 、近年、オープンな環境のもとで急速に拡大 しつつあ り、そのための国際標準の制定のiii

iiii;欝欝蕪 驚 鱗羅撫;響灘1
………巖 ㌶ 耀跳 躍 灘:き三耀 え:鷲㌶ 欝 灘 よ:三iii
……i㌶霊 鑑 ㍑ 難 皇竺 標準化の調和ある推進といっ襯 の蜘 こ向けて'縦 断的な推進体………

ii難灘i騰i羅 竃懲1議 畿 蹴 ㌫=ii
EDI推 進協議会

会 長 米 倉 功
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活動方針

EDI推 進協議会(以 下 「協議会」 という。)は 、関係省庁 お よびEDI推 進 に係 る関係 諸機 関 と'

の緊密 な連携 の下 に、当面 以下 の活動 を行 います。

1.EDIの 普及 ・啓蒙 に関する活動

業界団体 等が実施 するセ ミナー、研 究会等 に対す る支援 、EDI導 入の状 況 に関する会員 間の

情報交換等 に よりEDIの 普及 ・啓蒙 を図 ります。

2.EDIの 標準化 に関す る活動

EDIの 業際化 、国際化 におい て必要 となる標準化 について、内外 の状況 の把握 と業界団体等
'
へ の周知、標準化 における課題 の検 討、業界団体等 か らの要望 の把握 、関係諸機 関への提言等 …

を行 います。

また、EDI導 入 に伴 う法 的諸 問題等 、業種横 断的な課題 について検討 します。

、3.EDIの 国際化 に関する活動

国際EDI取 引 におけるUN/EDIFACTの 導入 に関する検討 、国内標準 と国際標準の間の変換 シ'i

ステ ムのあ り方、ISO-TC154の 活動へ の対応等 を行い ます。

また、UN!ECEバVP.4お よびアジアEDIFACTボ ー ドの活 動 を支援す る とと もに、内外 の関係'
'国際機関等 との交流 を促 進 します

。

4.そ の他、 目的 を達成す るため に必 要な活動 を行います。

事 業 計 画,,",

EDI推 進協議会は、規約および活動方針に沿って、企画委員会、普及 ・啓蒙委員会および国

・際委員会 を設置 し、以下の ような活動 を行 います。

1.企 画委 員会

①マスタプランおよび長期計画の策定 ②各年度 における事業計画の策定

.2.普 及 ・啓 蒙委 員 会

①普及 ・啓蒙誌の発行 ②普及研修会の開催 ③EDI関 連教材の開発

3国 際委員 会

①EDI関 連機関との交流 ②EDI関 連情報の収集 ③EDI関 連会議への参加および支援 ・
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規 約,

i(名 称)

'第1条 本 会 の 名 称 は
、 「EDI推 進 協 議 会 」(以 下 「協 議 会 」 と い う。 英 文 名:JapanElectronicDatalnterchangeCouncil

:JEDIC)と す る 。

(目 的)

第2条 協 議 会 は 、 わ が 国 にお け るEDI(ElectronicDatalnterchange:電 子 デ ー タ交換)の 普 及 ・啓 蒙 、 業種 横 断 的 な

共 通 課題 の検 討 お よび 幅広 い情 報交 換 等 を通 じて、EDIの 業 際化 、 国際化 を円 滑 に推 進す る と と もに 、各 業界 にお け る

EDIの 普 及 に寄 与 す る こ と を 目的 とす る。

(事業)

第3条 協議会は、前条の目的を達成するため次の活動を行 う。

(1)EDIの 普及 ・啓蒙に関する活動

(2)EDIの 標準化に関する活動

(3)EDIの 国際化に関する活動

(4)その他前条の目的を達成するために必要な活動

(会員)

第4条 協議会は、第2条 の目的に賛同する業界団体等を会員 とする。

2関 係行政機関その他協議会が特に認める機関は、オブザーバ■一一として協議会に参加することができる。

(総会)

第5条 協議会に総会を置く。

2総 会は、会員をもって構成する。

3総 会は、事業年度終了後、原則 として3カ 月以内に開催し、会長がこれを召集する。

'(役員)

第6条 協議会に会長1名 、副会長2名 を置 く。

2会 長および副会長は、総会において選任する。

3会 長および副会長の任期は、2年 とする。ただし、再任を妨げない。

(委員会等)

第7条 協議会の下に、必要に応 じて普及 ・啓蒙、標準化および国際化に関する委員会等を設置することができる。

2協 議会は、協議会活動の円滑な運営に資するため、会長の諮問機関として、会長が指名する有識者で構成する企
'画委員会を設置することが

できる。

(運営費)

第8条 協議会運営のための費用は、財団法人日本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター(皿PDEC/CII)の事業費

の内から充当する。

(事務)

第9条 協議会の事務 は、財団法人 日本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センターが行う。
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EDI推 進協 議 会役 員 …翻"灘 撫'

会 長: 米 倉 功 (伊藤忠商事(株)代 表取締役会長)

副会長: 佐々木 喜 朗 (新日本製鐵(株)代 表取締役副社長)

副会長: 関 本 忠 弘 (日本電気(株)社 長)

会 員(会 員数44、 平成6年3月1日 現在)

財団法人家電製品協会

機工VANセ ンター

社団法人軽金属協会

財団法人建設業振興基金i

財団法人国際情報化協力センター

財団法人国際ロボット・FA技術センター{

写真業界流通情報システム協議会

財団法人住宅産業情報サービス

社団法人情報サービス産業協会

財団法人情報処理相互運用技術協会

石油化学工業協会

社団法人セメン ト協会

繊維工業構造改善事業協会

全国電機卸商組合連合会

全日本電設資材卸業協同組合連合会

鉄鋼ネットワーク研究会

電気事業連合会

社団法人日本アパ レル産業協会

日本化学繊維協會

社団法人日本ガス協会

日本紙商団体連合会

社 団法人 日送広告業協会

社 団法人 日本 自動車工業会.

社 団法人 日本情報システム・ユーザー協会

日本製紙連合会

日本チェーンス トア協会

社 団法人 日本電機工業会

社 団法人 日本竜気 制御機器工業会

日本竜気専門大型店協会

社 団法人 日本電子機械工業会

社 団法人 日本竜手工業振興協会

社団法人 日本竜線工業会

社 団法人 日本ノ"一ソナルコンヒ'ユ一夕ソフ}ウェア協会

日本百貨店協会

日本 フォーム印刷協議会

社団法人 日本貿易会

財 団法人 日本貿易関係手続簡易化協会

日本紡績協会

日本優良家具販売協 同組合

社団法人 日本 ロジスティクスシステム協会

ユニ ックス ・ビジネス ・アソシエーシ ョン.

物流EDI研 究会

財団法人流通システム開発セ ンター

財団法人 日本情報処理 開発協会 産業情報

化推進センター

EDI推 進協議会への参加に関するお問い合わせ等につきましては下記事務局までご連絡下さい。

事務局(連 絡先) 財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開発 協 会(JIPDEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン ター(CII)総 括 推 進課

〒105東 京 都 港 区 芝 公 園3-5-8機 械 振 興 会館

TelO3-3432-9386FaxO3-3432-9389

19931110
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2.EDl推 進 協 議 会 名 簿





EDI推 進協議会名簿

委員会 氏名 連絡先 (順不同)

EDI推進協議会 会長 伊藤 忠商事(株)〒107港 区北青山25.1

米倉 功 代 表取締役 会長TdO3 -3497'2023F眠03.3497-4177・

EDI推 進協議会 副会長 新 日本製 餓(株)〒100・71千 代 田区大手 町2与3

佐々木喜朗 代 表取締役 副社長TdO3 '3242-4111F眠03.3275.5610

EDI推進協議会 副会長 日本 電気(株)〒10801港 区芝5ユ1M℃ 本社 ピル

関本 忠弘 社長TdO3 -345牛1川F眠

〒

TdFax

EDI推 進協議会企画委員会委員長 東京電力(株)?100千 代 田区内幸 町1・1・3

窪田 芳夫 理 事 情 報 システム部 長TelO3
・3501,8111F自xO3-3592.1570

委員 (財)流 通汲テム開発センヂ 〒141品 川 区西五反田工23-1第3TOCピ ル

浅野 恭右 常務 理 事TdO3 ・349牛4073FaxO3.3494-4080

委員 昭和電工(株)〒105港 区芝大 門1-3.9

石井 満之 情 報 システム部 部 長TdO3
・5470・3140FaxO3-3459.7504

委員 東芝物流(株)取 締役 〒105港 区新橋3↓9阪 急交通社ピル

大久保 秀典 物流合理化 推進 部長TdO3 -3502-3223FaxO3-3501_3058

委員 伊藤忠商 事(株)取 締 役 〒107'77港 区北 青山25-1

北畠 光弘 情 報 シ ス テ ム 統 轄 部 長TdO3
・3497-7544FaxO3-3497.4106

委員 日本 郵船(株)〒100千 代 田区丸 ノ内2 -3-2

下村 純央 業務企 画部長TdO3 ・328牟5282F畝03.328十6368

委員 (財)建 設業振興基 金 〒105港 区虎 ノ門牛}12虎 ノ門4丁 目ピル

2号館3階

冨田 宏 建 設産 業情報化 推進センター次長TdO3 .5473.4573FaxO3-5473.1593

委員 (社)日 本 電機 工業会 〒100千 代 田区永 田町2415
"

府川 泪 重 電 部 長TdO3
-3581-0396FaxO3・3581・4859

委員 日本鋼管(株)鉄 鋼事業 部 〒100千 代 田区丸 ノ内1 .1-2

堀内 好浩 情 報 化 推 進 部 長TdO3 ・3217-2100F餌03.3214.8414
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委員会 担当組織 氏名 連絡先 (順不同)

EDI推進協議会企画委員

普及 ・啓蒙 委員会委員 長 大久保 秀典

東芝物流(株)取 締役 甲105港 区新橋339阪 急交 通社 ピル

物 流合理化推 進部長TdOふ350}3223FaxO3 -3501.3058

副委員長

(社)日 本電線工業会

産業情報化対応委員会
委員長

三橋 博

古 河電気工 業(株)甲100千 代 田区丸 ノ内2与1

CIM推 進部 システム企 画部長TdO3 .3286.3094FaxO3-328ふ3920

委員

(財)住 宅産 業情報サ ー ビス 松本 治男

(財)住 宅産 業情報 サー ビス 〒105港 区虎 ノ門1・23-7第23森 ヒ'ル

業務 第2部 長TdO}35伽541撫0㌻350エ1339

委員

(社)情 報 サー ビス産業協会 関根 直弘

(株)日 立情 報シス テムズ 甲105渋 谷 区道 玄坂1-16-3

情 報処 理事業部 副 技師長TdO3 -34仏5110F叙03.34醐913

委員

石油化学工業協会 中村 雅明

油化 情報 システム(株)〒103中 央 区 日本橋小伝 馬 町15-12第2野 口

ピル

SI事 業本 部担当部長TdO3 .36●6544FaxO主366"44g

委員

電気事業連合会 遠藤 典夫

電気 事業連合会 〒100千 代 田区大手 町1・94経 団連会館ピル

情 報シス テム部長TdO3 .327ダ3744F8xO㌻327ぴ8085

委員

(社)日 本電機工業会

EDI推進委員会委員長

平 省治

(株)東 芝 ぷ'一 事業本部 〒100千 代 田区 内幸 町1-1δ

Wギ ー情報 システム部長TdO主359工2573FaxO3 .35922006

委員

(社)日 本電子機械工業会 種部 信夫

(社)日 本電 子機械 工業会 〒105港 区西新橋2・8-11東洋海事ピル

EDIセ ンター 事務局長TdO工3593 ,8323FaxO3-3593.8324

委員

(社)日 本貿易 会 戸田 清

丸紅 情報システ胡'(株)〒104中 央 区新川1・28-25東 京 グイ牝'昭 号館

企 画部長TdO3 .35527425FaxO3.3553.6125

委員

物流EDI研 究会 橋本 恒

(財)物 流技術 情報センター 〒103中 央 区 日本橋 人形 町2・15・16

物流EDI研 究会 調査役TdO3 -3663,6286FaxO3-3663-3814

普及 ・啓蒙委員
教材作成WG主 査

(社)情 報サ ー ビス産業協会 関根 直弘

(株)日 立情報 システ ムズ 甲105渋 谷 区道玄 坂1-163

情 報処理 事業部 副技6帳TdO3.346+5110撫03-346牛1913

委員

電気事業連合会 西野 克彦

電気 事業連合 会 〒100千 代 田区大 手町1・9-4経 団連 会館

情 報シス テム部 委員TdO3.327ダ3744FaxO玉327α8085

委員

(社)日 本電機工業会 岩島 和雄

(社)日 本 電機工業会 〒100千 代 田区永 田町2-1牛15

重電部EDI担 当課 長TdO3 -3581.4842FaxO3.3581-485g

委員

(社)日 本電子機械工業会 神戸 誠

日本電気(株)〒108-01港 区芝5-7-1NEC本 社 ピル

資材管理部情 報システム企 画担当課長TdO3.37986973F叙03.3798.9261

委員

(社)日 本 電線工業会 石原 元

(社)日 本電線工 業会 甲104中 央 区築 地1・12・22コンワ ピル

調査 部長補佐TdO3-35426031F8xO3-35426037

委員

鉄鋼 ネ ッ トワーク研究 会 伊勢 輝一

(社)鋼 材倶 楽部 甲103中 央区 日本橋茅 場町3・2-10鉄 鋼会館

情 報開発部TdO3.3669.4811F飢03.363B5249
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会員(業界団体等)代表著名 代表者所属 連絡先.担 当者 (順不同)

(財)家 電製品協会
〒105港 区 虎 ノ門1-1-3磯 村 ピ ル4F

(財)家 電製品協会
三輪 積

専務理事 岡藤 榮助 竃03・3595・1861

流 通部 主査Fロ03・3595-2320

機 工VANセ ンチ (株)ト ミ タ
▼108港 区芝5-14-15機 械工 具会 館

機工VAN⇔ ヂ

会長 富田 正男 会長
田畑 三 郎TdO3 ・3456・5756

事務 局長F"03・3456-5798

・(社)軽 金 属協会 〒105港 区新 橋5・11・3新 橋住 友 ピル

専務醒 籔 庄作

住 友軽金属工 業(株) 鈴 木 和 夫

田03・3436・9757

シス テム部 次 長F"03・3436-9968

(財)建 設業振興基金
〒105港 区虎ノ門4・2'12虎ノ 門4丁 目ピル

専務理事 大森 敬介

(財)建 設業振 興基金 冨 田 宏

田03-54734573

建設産 業情報化推進センター 次 長pロ03・5473・1593

*(財)国 際情報化 協力 セ ン ター 〒108港 区 三 田3・13・16三 田43森 ピル

専務理事 ふ林 正和

(財)国 際情 報化協力 セ ン

タ_黒 澤 兵 夫1uO3.3457.og41

普及 部長F眠03.3457・og44

(財)国 際 咋 ◆ット・FA技 術 センター
▼101千 代 田区岩本 町2与10第1中 野ピル

専務理事 林 秀行

(財)国 際ロボッ}・FA技術センター 安 武 昭彦

聰03・3861'5601

技術部 長F"03-3861・5635

.写真業界流通情報システム協議会 近江屋写真用品(株). 甲102千 代 田 区一番 町25

会長 蛤 幸義 社長

日本 写 真 機 工 業 会 国 内 中 村 達

事 業 部 頂」03'5276-3891

次 長F"03・5276・3893

(財)住 宅産業情報十ビス
〒105港 区虎 ノ門1・23・7第23森 ピ"F

専務理事 江夏 弘

(財)住 宅産業情報 トピス 松 本 治 男

1uO3・3502・8541

業務第2部 長F"03・3503.1339

(社)情 報トピス産業協会 (株)三 菱総合研究所 〒105港 区虎ノ門H4-1郵 政互助会琴平ピル

情報通信委員会

委員長 山崎 英蔵 常務取締役

(社)情 網 一ビス産業 協会 佐 藤 厚 夫

1uO3・3595-4051

調査 企 画部F眠03・35954055

(財)情 報処理相互運用技術協会 〒160新 宿区大京町24住 友外苑ピ昭F

専務理事 田中達雄

(財)情 報処理相互運用技術

協会 丹 羽 忠夫 個0333582721

事務局F眠03・3358・4753

石油化学工業協会 旭化成工業(株) 〒100千 代 田区内幸 町2・1・1飯野ピル

情報通信委員会 石油化学工業協会

委員長 武谷 信義 常務取締役 飛 田 利 雄1uO3 ・3501・2151

総曲 部F"03・3501-3895

(社)セ メ ン ト協 会 秩父セメント(株)
〒104中 央 区京橋1・1(ト3服 部ピ純F

情報推進専門委員会

委員長 松井 惇夫 常務取締役

(社)セ メン ト協会 吉 田 豊

1uO3・3561-8633

調査 部次長F"03'3567-8570

.は平成5年度新会員 ⇔ は同様に新代表者
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会員(業界団体等)代表著名 代表者所属 連絡 先.担当者 (順不 同)

繊維工業構造改善事業協会

理事 幾原 敏行

〒105港 区西新 橋1尋21大 和銀行 虎ノ門ピル

α繊維工 業構造 改善事業協会

茂 木 保 一 田03 -3503-0931

繊維情報センター 主任研 究員F"03-3503.ogg3

全国電機卸商組合連合会

会長 緬 辰造

▼113文 京 区湯 島3与1全 う連会館 内

全国電機 卸商組 合連合会 月 橋 慶 隆

瑠03・3832・4295

常 務理事F"03.3831.3034

全日本電設資材卸業協同組合連合会

会長}11上 稔

丸新照明(株)

会長

〒104中 央 区築地34・1蝿 気 工事会館ピル3F

全 日本 電 設 資材 卸 業 協 同 井 関 博 道

組 合 連 合 会 陶03・3541・5011

電材VANセ ンター システム部長F"03・3546-3838

鉄鋼ネットワーク研究会

本委員会委員長 三村 明 夫

新日本製鐵(株)

取締役 販売総括部長

〒103中 央 区 日本橋 茅場 町3・2-10鉄 鋼 会館

4F鉄鋼ネ外
1"研 究会 日 塔 英 明

1uO3・3669・4811

専 門委 員F"03・3669・5798

電気事業連合会

情報高度化推進委員会

委員長 川崎 弘

東京電力(株)

常務取締役

甲100千 代 田区大 手町1・94経 団連会館

電気事 業連合会 情報システム部 深 津 欣 也

田03・3279・3744

副部 長F"03・3270・8085

(社)日 本アパレル産業協会

情報化問題専門委員会

須 賀 秀雄

(株)け)ン

汲テム本部東京システム部 長

〒107港 区北 青 山2・11・10青山野末 ピル301

(社)日 本〆 レル産業協会 市 川 駿

胞 。337963956

拝F"03-3796-3958

日本化 学繊維筋書

システム研究会

副幹事 緬 忠夫

(株)ク ラ レ

情報システム室企画部長

〒103中 央区 日本橋 本町3-1-11繊 維 会館6F

日本化 学繊維 協會 業務部 上 西 正 通

●03-3241・2312

業務グ1←プ担当部長代 理F"03-3246-0823

(社)日 本ガス協会

情報化委員会

委員長 大野 義長

東京ガス(株)

常務取締役

〒105港 区虎 ノ門1-15-12

(社)日 本 ガ ス協 会 技 術 部 情

報 企 画グ ループ 松 浦 弘 道 頂03.35020113

ク◆ル→フ・マネシ◆ヤーF■ 瓦03-3502-0013

日本紙商団体連合会

会長 関 章

日本細"仰'商 事(株)

代表取締役会長

甲104中 央 区銀 座3-9-11脚 ・'」げ 会館

日本洋紙 代 理店 会連合会 八 島 栄 一
1uO3・3248-4866

専務 理事F"03・3248-4868

・(社)日 本 広告業協 会

情報システム小委員会

委員長 爾崎彌太郎

(株)博 報 堂

耳蹴 システムフ・ラニンク・センター担 当

〒104中 央 区銀座4-8・12コ チ ワビル

(社)日 本広告 業協会 桜 井 英 二 郎

田03・3562・0876

専務 理事F"03・3562-0889

(社)日 本自動車工業会

常務理事 香川 勉

〒100千 代 田区大 手 町1与1大 手町ピル

(社)日 本 自動車工 業会 嶋 田 徳

宿03・3216-5766

企 画 ・環境対 策部 次 長F"03.3287.2072

(社)日 本 情 報 システム・ユFサ㌔協 会

●■

常勤参与 今村 弓夫

〒103中 央 区B本 橋 小 伝馬 町15-17ASK日 本

㈲ 躰 情動 、.。ザ 協ぎ 跡
神 保 祐 一 瑠03 ・3249・4101

事務局 長F"03.3249.4104

・は平成5年度新会員 ⇔ は同様 に新代表者
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会員(業界団体等)代表著名 代表者所属 連絡 先.担当者 (順不同)

日本製紙連合会

理事長 星野 省也

〒104中 央区銀座3・9-11

日本製紙 連合会 高 橋 勇 士

田03・3249-4803

常 務理事F"03'3249・4827

日本 チ ェーンス トア協会

情報化推進委員会

委員長 青 井 忠雄

(株)丸 井

代表取締役社長

〒105港 区虎ノ門5・13・1虎ノ門第40森 ピ八柳

日本ト ンストア協会 笠 原 政栄

1uO3'3433・1290

調査 ・広報 部長F"03-3433-1297

(社)日 本電機工業会

常務理事 大門準一郎

〒100千 代 田区永 田町24・15

(社)日 本電機工 業会 府 川 滑

TdO3・3581・0396

重 電部長p"03・3581・4859

(社)日 本電気制御機器工業会

副会長 西田 行延

松下電工(株)

代表取締役専務

〒105港 区浜松 町2・1・18大門光ピ%F

(社)日 本電気 制御 機 器工業会 青 木 邦 夫

有03・3437・5727

事務 局長 』03-3437・5904

日本電気専門大型店協会

常務理事 清水 智雄

〒101千 代 田区外神 田1-114ミ ツワピ妬F

日本電気 専門大型店 協会 清 水 智 雄

陶03・3251・0146

常務 理事 』03・32510145

(社)日 本電子機械工業会

●■

日)皆痴会長 高嶋 繁裕

(株)村 田製作所

取締役副社長

甲105港 区西新橋2-8・11東 洋海事 ピル10F

(社)日 本 電子機械 工 業会 種 部 信 夫

瑠03-3593・8323

皿 ンター事務 局長F"03.35g3-8324

(社)日 本電子工業振興協会

総務委員会委員長 水野 幸男

日本電気(株)

副社長

〒105港 区芝公 園3・5・8機械振 興会館

(社)日 本電 子工業振 興協会 古 沢 章

1uO3-3433・1941

情報 産業部長F"03・3433・6350

(社)日 本電線工業会

専務理事 伊木 宏

〒104中 央 区築地1・12・22コンワピX6F

(社)日 本 電 線 工 業 会 石 原 元

情 報 化 対 応 委 員 会 事 務 局 陶03-3542'6031

調査 部長補佐p口03.3542.6037

(社)日本ハ●一ソナルコンヒ・二C－夕ソフトウェア齢

ネットチ ク協議 会

㍑ 会長兼臨 会 浮川和宣

(株)ゾ ヤストシステム

取締役社長

〒101千 代 田区神 田司町2'2新倉 ビル

㌶ 会r㍍ 鶴:潮 トウ 松本r_.1。9、
事務局次長F"03.3253.1095

日本百貨店協会

情報化推進委員会

委員長 増田 喬志

(株)大 丸

取締役本社財務部長兼システム

企画室長

〒103中 央 区 日本 橋2・1・10柳屋ピ仰F

日本百貨 店協会 菊 地 慎 二

陶03-3272'1666

調査 室長F"03・3281・0381

日本フ+ム印刷協議会

技術委員会委員長 瀬戸 恭平

(株)昇 寿堂

代表取締役社長

甲104中 央 区新 富1・16-8

日本 フ+ム印刷 協議会 山本 茂 雄

"03-3551・8615

事務局 長 』03-3555・8466

(社)日 本貿易会

代表委員 長野 　

丸紅(株)

専務取締役

甲100千 代 田区大 手 町14・2

丸紅(株)情 報通信 システム部 大森 洋 一
陶03・3282・2356

部長 』03.32824140

・は平成5年度新会員 ⇔ は同様 に新代表者
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会員(業界団体等)代表著名 代表者所属 連絡先.担当者
o頂不同)

(財)日 本貿易関係手続簡易化協会
・

理事長 江尻宏一郎

甲105港 区芝大 門2'KH第 一大 門ピ岬

(財)日 本 貿易 関係 手続 簡易

化協 会 伊 東 健 治1uO33437覗35

理事p眠03-3437・6136

日本紡績協会

情報化委員会

中浦 真一

(株)東 洋紡システム列工ート

常務取締役

甲541大 阪市 中央 区備 後 町2-5・8綿 業会館

日本紡 績協会 真

弓 喜 代 教1uO6 '203・5161

業務部長p"06・229・1590

日本優良家具販売協同組合

専務理事s 柴田善二郎

▼564大 阪府 吹 田市江 坂 町1・20・26

日本優 良家具販 売協 同組 合 柴 田 善 二 郎

個06-339-2230

専務理 事pロ 【06-339-0302

(社)日 本ロゾスティクスシス恒協会

常務理事 稲 束 原 樹

〒105港 区芝大 門2-12'7秀 和 第2麦 沢づピル

(初 日本圃ジスティク欲 テム協会 石 井 徹 郎

宿03-3432・3291

事 務局次 長F"03'3432・8681

*ユ ニ ッ ク ス ・ビジ ネ ス ・ア ソ シ エ ー

シ ョ ン

会長 東條 巌

(株)数 理技研

代表取締役 '

●

甲160新 宿 区 西新 宿7-%寿 ピル

ララ梁 ㌶ ネス'工 藤 文雄胞。,御抱,
事務 局 宮"03-3367-2731

物流EDI研 究会

幹事長 長岡 日出雄

(財)物 流技 術情報センター
,

理事長

・ 甲103.中 央 区 日空橋 人形 町2'15・16大 森ピル

(財)物 流技術情 轍 ンター 橋 本 恒

田03-3663-6286

物流別)1研 究 会 調査役F"03.3663.3814

(財)流 通システム開発センタご

常務理事 浅野 恭右

〒141品 川 区西五 反田7・23-1第31℃Cピ ル10F

(財)流 通システム開発センター

.古 川 久 夫TdO3.34g44073

情報 システ ム部主任研 究員p眠03'3494・4080

(財)B本 情報処理開発協会

産業情報化推進センター

所長 中西 英夫

`

甲105港 区芝公 園3つ・8機械振興会館

(財)日 本情 報処理 開発 協会

産 業情報化推進センター 浜 中 栄 治1uO33432幻86,

総括 推進 課長p"03・3432'9389

$は平成5年度新会員 口 は同様 に新代表者1

連絡先 (順不同)

オブザーバ 通商産業省 機械情報産業用
〒100千 代 田 区 霞 ケ 関1-3・1

.: TelO3-3501-1511FaxO3・3580-6403

オブザーバ 大蔵省 関税局 甲100千 代 田 区 霞 ケ 関3-1・1
'

T・10335814111Fロ03δ2514122

オブザーバ` 運輸省 運輸政策局情報管理蔀 ?100千 代田区霞ケ関213

TelO335803111F眠033『80ワ841

オブザーバ〕
建設省 建設経済局 建設業課 〒100千 代 田 区 霞 ケ 関2ご13

Te103-5251-1841Fax・03-5251.1935

甲

㌣

TelFax
'

事務局' (財)日 本情報処理開発協会 〒105港 区 芝公 園3・58機 械 掘 興 会館 .・

産業情報化 推進センター総 括推進課 Te103-3432-9386FaＬxO3・3432-9389
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3.EDI推 進 協 議 会 会 員 紹 介





【掲 載 会 員】

1.㈱ 家電製 品協会

2.機 工VANセ ンター

3.㈱ 軽金属協会

4.㈲ 建設 業振興基金
オ

5.㈱ 国際情報化協力センター

6.翻 国際 ロボ ット・FA技 術センター

τ 写真業界流通情報システム協議会

8.助 住宅産業情報サービス

9.㈲ 情報サー ビス産業協会

10.㈱ 情報処理相互運用技術協会

11.石 油化学工業協会

12.㈱ セメント協会

13.繊 維工業構造改善事業協会

14.全 国電機卸商組合連合会

全 日本電設資材卸業協同組合連合会

15.鉄 鋼ネットワーク研究会

16.電 気事業連合会

㈹ 日本アパ レル産業協会

17.日 本イヒ学績系佳協會

18,㈲ 日本ガス協会

19.日 本紙商団体連合会

20.㈲ 日本広告業協会

1

21.㈹ 日本 自動車工 業会

22.㈹ 日本情報 システム・ユーil-tit会

23.日 本製紙連合会

24.日 本チ ェー ンス トア協会

25.閣 日本電機工業会

26.㈹ 日本電気制御 機器工業会

27.日 本電気専門大 型店協会

28.㈱ 日本電子機械工 業会

29.㈱ 日本電子工業振 興協 会

30.閲 日本電線工業会

31.(社)日本{一ソナルコンビュ一夕ソフトウェア膿 ネットワーク協説法

32.日 本百貨店協会

33.日 本 フォーム印刷協議会

34.㈹ 日本貿易会

35.側 旧 本貿易関係 手続簡易化協会

36.日 本紡績協会

37.日 本優良家具販売協 同組合

38.㈲ 日本ロジスティクスシステム協会

39.物 流EDI研 究会

40.ユ ニ ックス・ビジネス・ア ソシエ ーシ ョン

41.㈱ 流通 システ ム開発 セ ンター

42.働 日本「青報処理開発協会 産業情報化推進センター

〈番号が付与 されていない会員は未掲載です 〉

本 資料 は、JEDICNewsletter(Na1～Na8)と 平成5年 度EDI推 進協議会総会(平 成5年7月 開

催)資 料 を もとに事務局で編集 した ものです(原 則、原文の ままです)。
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1.㈲ 家 電製 品協 会(AEHA)

㈲家電製品協会は、既に昭和48年 設立された家電製品協議会 と昭和49年 設立された働)家電製品等再資源化

促進協会の2つ の団体が合体 して、昭和55年6月 に設立認可された公益法人です。

主たる目的は、廃家電製品の有効利用、家電製品の安全性、電力の効率的利用等の研究を通 じて一般消費

者への便益の確保、家電製品の健全な生産、流通及 び利用に寄与 し、国民生活の維持、向上に貢献す ること

で、つまり、家電業界と消費者の間にあ って良きパイプ役としての責務を担 うということです。

昭和56年 には、通商産業大臣の告示に基づ く 「家庭用電子 ・電気機器修理技術審査制度」が発足 し、家電

販売店が主体 とな った家電製品の修理技術の向上 という面か らも貢献 しております。

また、平成2年12月 には 「消費者相談室」を開設、平成3年6月 には 「回収支援セ ンター」を設立 し、販

売店ルー トによる大型廃家電品の回収支援事業 を実施 してお ります。さらに、家電流通EDIの 国際標準化や

JANコ ー ドに関 して調査研究などを行なって きま した。

平成5年4月 現在の賛助会員数は、33社 、10団 体 の合計43社 ・団体で構成 されて います。

また、現在の事務局体制 は、総務部、海外事業者相談室、消費者部、消費者相談室、流通部、環境部、技

術部、回収支援セ ンター、認定センターであります。

連絡先 ㈲家電製品協会 総務部

〒105東 京都港区虎の門1-1-3磯 村 ビル

TelO3-3595-1861FaxO3-3595-2320

【平成4年 度活動実績】

(平成4年 度流通BA委 員会事業実施項 目)

1.オ ンライ ンリアル タイム在庫問合せ、受発注 システムの研究、普及促進

2.JANコ ー ド利 用 実 態 を踏 まえ た コー ド体 系 全 般 の 研 究 、 普 及 促 進

① コ ー ド伝 達 シス テ ム の バ ー ジ ョ ン ア ップ(JICFS及 び プ ラ ネ ッ ト対 応)

② コ ー ド体 系 の 検 討(色 コ ー ド、ITFコ ー ド、 価 格 情 報 、 商 品 情 報 、 発 売 日 、 保 証 期 間 等)

③ 共 通 分 類 コ ー ドの 再 検 討

3.家 電流通EDIの 国際標準化に関する調査研究

① 「流通情報ネッ トワーク標準化調査研究委員会」への対応(通 商産業省商政課委託事業)

② 欧州家電流通EDI調 査(平 成4年10月 ～ll月)

4.家 電業界の標準化のPR

【平成5年 度活動予定】

LJANコ ー ドの普及促進

① 商品情報伝達 システムのバージョンアップ

②JICFSへ のデータ配信(業 際間EDIの 促進)

2.統 一伝票E様 式の改定研究

3.オ ンライ ン ・リアルタイム在庫問い合わせ

受発注 システムの研究、普及促進

4.関 連団体 との連携、共同研究

① 「流通情報ネ ットワーク標準化調査研究委員会」への対応
一通産省商政課の委託事業:事 務局 流通 コー ド開発セ ンター一

② 家電流通情報化 システム研究会への対応
一共同研究会の開催一

5.家 電業界の標準化のPR

① 関連業界 メデ ィアの積極的活用

② 流通企業に対す る説明会の開催
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2.機 工VANセ ン タ ー

で鵡 三≡ぱ 糠 騰 露㌶ 曇欝 議 鑑 鑑 翻竃㌶・魏あ饗
メ ー カ ー95社 、卸 商83社 、 販 売 店280社 、 合 計458社 で 、 増 加 傾 向 に あ り ま す 。機 械

工 具 業 界 の イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャー と して の 「機 工VANシ ス テ ム 」 を 運 営 す る 当 セ ン タ ー は
、 取 引

6開 運)ド鷹 巣霧㌶ 繁 歎 ステム発展のための調査・研究・啓蒙活動(全 国規模の説明会を・
データフォーマッ ト、各種データコー ド、運用方法などのビジネスプロ トコルを標準化 し、平成2年7月

にサービスを開始 しました。プ ロ トコル変換可能な初めての 「汎用VANシ ステム」 として高 く評価 されて

婁瓢 ㌫ 鑓 無 題 漂 丁謬1号 ユーザーとして・業界VANと しては初めて ・異機種間のリ

裏籔 辮 聯羅欝欝 難1璽劃縄㌶ 罐
のξ号ぽ 濡 躍 ㌶ 還 芸煕 て1㌶蒜 麟 熱 筆灘 艦 薄 墨騨

9煙9鑑 こコンビ・一夕化が遅れており・中堅卸商の・ンピ・一夕管理の・べ・レァ・プが当面の課題と

蓼㌶ 嶽 響欝 三聖;、鍾三豊綴 簾ご薯纏 縫 警鐘≧ 蓼
連 絡 先 機 工VANセ ン タ ー

〒108東 京 都 港 区 芝5-14-15機 械 工 具 会 館

TelO3-3456-5756FaxO3-3456-5798

【平成4年 度活動実績】

L機 工VANシ ステムの機能追加

売㌫ 三欝 欝 穿 話 工 事魏 認 、.「支払い明細データ・「違算データ」「販
機能追加に伴い、東京、名古屋、大阪で説明会を開催。

2.仕 様書増補版の発行

1ぴ;鵠 望 ㌶ 仕様書を見直 し・ 「運用説囎 」 「システム仕糖 ・(各 ・増補版・セ・ト頒価
3.会 員 拡 大 キ ャ ンペ ー ン

曜 鑑 ㌶ 叙 ξ樫 具商連合会(全 機工連)の 協力のもと・キ・ンペーンを行ない・… 社
4.全 機工連情報化への支援

全機工連が販売店向け販売管理 システム 「機工メイ ト」の開発を企画 したので、委員を派遣するなど協力

5.機 工VAN・ 機工メイ ト説 明会

全機工連各地区組合と協賛で全国38会 場で説明会を開催 し858人が参加。6
.機 工 ・管財－VAN連 絡委員会

管財業界のVAN検 討が一定の段階に達 したので、端末の共同利用などを検討 した。7
.EDIの 研究

EDI推 進協議会のセ ミナー等を利用 して、特に法的問題、業際EDIを 研究。

【平 成5年 度 活 動予定 】

1.機 能改善検討

利用者対象のア ンケー ト調査などで利用状況 ・問題点を把握 し、機能改善を検討。2
.利 用事例集の発行 ・PR

、.難 ㌶ 甥 ゑ竺 ロ商の利用カミ遅れているので・利用事例集を発行・説明会を開催(秋 ・東名阪)
4.全 機工連情報化への支援

5.説 明会開催 前年通 り

6.機 工 ・管材 －VAN連 絡委員会

7.EDIの 研究
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3.㈲ 軽金属協 会(JLMA)

当協会は、1947年12月10日 に、アル ミニ ウムやマグネ シウムなどの軽金属に関する総合的な調査研究機関

として設立されました。会員は、地金,圧 延(板,箔),押 出 し,三 次加工,鍛 造,鋳 造な らびに流通業者か

ら成 る186法 人(内 団体8)で 構成 しています。

事業内容は、会員構成の特長を生か した委員会組織を主体 に運営 しており、ISO,JIS,業 界規格等の国内

外標準化をはじめ、土木 ・建築,鉄 道車両,自 動車等の関連を主体とした基礎 ・応用 ・開発に関する調査研

究事業の推進を図 るとともに、表彰奨励事業,統 計事業,海 外交流事業等、幅広い活動を展開 しています。

また、軽金属学会ならびに日本マグネ シウム協会の運営 にっいて支援 しており、業界 と学界 との交流 ・協

調の促進を図 り、技術水準の向上と相互の健全な発展 に努めています。

当協会の情報 システム化活動 としては、アル ミ圧延業に携わ る会員によ り構成 している 「転圧8社 コン

ピュータ利用研究会」があ り、調査 ・研究 ・情報交換等の活発な活動を進めています。

平成4年 か らは、この活動の一環 としての標準構築の準備活動を開始 しま した。標準化に当たっては、業

界の枠を超えた需要家業界,流 通業界等を巻き込んだ検討が必要 と考えており、今後はそうした方向への発

展を図る考えです。

連 絡 先 ㈲ 軽 金 属 協 会

〒103東 京 都 中 央 区 日本 橋2丁 目1番3号 日本 橋 朝 日生 命 館

Telo3-3273-3041(代 表)Faxo3-3213-2918

【平成4年 度活動実績】

1.軽 金属協会 コンピュータ利用研究会の下にEDI作 業部会を設置 し、

① 業界EDI標 準化動向の調査

② 軽圧業界での標準化の必要性、進め方

を検討

2.作 業部会 は軽金属圧延8社 の システム部門の代表で構成、毎月1回 を開催

【平成5年 度活動予定】

1.EDI作 業部会を継続

主要テーマ

「軽金属圧延業と してのEDI標 準原案」の検討 ・作成
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4.働 建設業振 興基金(Cl-NET)

1.GNPの20%を 占める重要産業

建設業の92年 度市場規模 は87兆 円、国民総生産(GNP)の20%近 くを占め る重要産業で、就業者数 も
600万 人を超え、全産業の10%に 当たります。また、建設業の許可業者数 は、52万 社を数えます。 しか し
なが ら、単品ごとに現場でっ くること等 に起因する建設業特有の効率の悪 さ等か ら、建設産業の労働生産性

は製造業平均を下 まわ り、近年その較差がますます開 く傾向にあります。
2.構 造改善施策 の一環

こうした問題認識か ら、現在官民一体 となって種々の対策 に取組んでお りますが
、その施策の一環とし

て建設産業界のEDI化 が挙げ られ、現在当セ ンターを中心に粛々と開発 ・推進が進められています
。5年間

の検討3.

昭和63年 に研究会が発足 して以来、ユーザーである総合建設業者、専門建設業者、資材納入業者に、サ
ポー トにあたるVAN会 社やソフ トハウスが加わ り、有志のボランティア会員60数 社によって

、EDIの 建設産業標準(
CI-NET)の 策定作業が行われて来ました。この会員構成は産業全体の意向が反映するバランスの

良い構成 になるよう留意され、52万 社にあまね く利用されることを想定 した、公平で使い易い標準案の策
定が進んでいます。

4.CI-NET標 準の概要

(1)CIIシ ンタックスルール準拠

CとNETは 当初からCIIシ ンタックスルール準拠を前提に開発 して来てお りますが、最近、図面(CA
D)ア 一夕伝送のニーズが急速 に高まったため、これを可 とする改訂版の検討 をCIIに 依頼 してお りま

す。

② 標準 メッセージ

見積、注文、納入、出来高、請求、支払 についての開発を終わ り、 「標準 ビジネスプ ロ トコルVer .1.
1」(15,450円)と して平成5年2月 公表いた しま した。なお、CAD用 メッセージを現在策定中です。

(3) 運用ルール等

運用ルールその他のビジネスプ ロ トコル構成諸規約の策定 も終わり、上記Ver .1.1に 合わせて公表
してお ります。

5.働 建設業振興基金の役割

当基金は特定の企業(グ ループ)の 利害に片寄 らない中立的な立場で、標準の策定 に当たるのみならず、
これが広 く利用されて真に建設業界の構造改善に寄与するよう、広報 ・普及、実用化 ・導入支援の役割を
担 っております。歩みは遅 くとも、正面から取組み着実に実効を上げて行 く考えです。

6.今 後の展望

既に平成3年 に、自ら開発 した トランスレーターを使用 して、会員主体の25社 で実稼働試験(企 業間で

実際の取引データを伝送する実験)を 行い、 ここで得 られた成果を盛 り込んでVer .1.1と して公表 し、
また、実施上のノウハ ウを、平成5年2月 のCI-NETシ ンポジウムで参加企業 の代表か ら発表 してお り

ますが、今年度はこれを一歩進めて 「実験」ではなく、 「実用化を前提 とした試行」(ト ライアル)の 準
備に入 っております。また、広 く広報 ・普及を図るたあ、建設産業全体をカバーする45団 体を団体連絡会

として組織化 し、協力を仰 いでおりますが、今後の実用化の拡大について も、このルー トで組織的に展開
する計画です。

連絡先 働建設業振興基金 建設産業情報化推進センター

〒105東 京都港区虎 ノ門4-2-12(虎 ノ門4丁 目ビル)

Te103-5473-4573FaxO3-5473-1593

【平成4年 度活 動実績 】

●平 成5年2月:「CI-NET標 準 ビ ジネ ス プ ロ トコルVer
.1.1」 の 公 表

●平 成5年2月:「CI-NETシ ン ポ ジ ウ ムTOKYO'93」 開 催

●平 成5年2月:「CI-NET登 録 トラ ン ス レー タ ー(4社5種)」 公 表

【平 成5年 度 活 動 予 定 】

●実用化を促進す るための トライアルの実施

●導入マニュアルの策定

●CADデ ータ交換の検討
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5.側)国 際 情 報 化 協 力 セ ンター(ClCC)

財団法人国際情報化協力センター(略 称:CICC)は 、昭和58年6月1日 に、発展途上国の情報化協力事

業を推進す る目的で、我が国 コンピュータ産業界に指導的地位を占める企業によって設立されま した。先進

国における情報化の進展は目覚ま しく、経済社会の発展に大きく寄与 していますが、発展途上国の情報化は

著 しく立ち後れています。 この為、発展途上国の情報化の推進を図るため、次の様 な事業を行 って います。

(D情 報化の研修

●日本及び当該国における情報技術の研修(System/ApplicationEngineer)

(2)情 報化の促進と啓発

●当該国セ ミナーへの専門家の派遣及び展示会参加

●当該国よりの専門家の招聰

●情報機器の貸与

●情報化論文 コンテス トの実施 と表彰

㈲ 情報化の調査 ・研究 ・コンサルタン ト

●情報化技術協力プロジェク ト ・当該国 との二国間会議

(4)情 報化に関する資料の収集 と提供

●CICCラ イブラ リーの設置(23ヶ 国)・ 海外要人 との交流会開催 と人材登録

(5)近 隣諸国間の機械翻訳 システムの共同研究開発

●中国、イ ンドネ シア、マレーシア、タイ及び日本 との多言語機械翻訳 システムの共同研究開発

⑥ 国際交流の推進

●情報技術国際標準化事業の推進

●情報化協力と情報収集推進のため シンガポールへ駐在員の派遣

特に、EDIは 情報化の研修及 び普及 ・啓蒙事業において推進を図っています。

連絡先 働国際情報化協力センター 普及部

〒108東 京都港区三田3-13-16三 田43森 ビル15階

Te103-3457-0941FaxO3-3457-0944

【平成4年 度活動実績】

発展途上国へのEDI普 及及び啓発活動

(1)回 数:4回

② 対象国:中 国、台湾

(3)場 所:東 京

(4)内 容:日 本のEDIの 現状と課題、EDIFACTの 動向 等

【平成5年 度活動予定】

発展途上国へのEDI普 及及 び啓発活動

(1)対 象国:台 湾

(2)時 期:平 成5年/下 期

(3)回 数:2～3回

(4)場 所:東 京 等
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6.働 国 際 ロボ ッ ト ・FA技 術 セ ンター(IROFA)

IROFAは 、FA(フ ァク トリー ・オー トメーション)・CIMの 高度化に必要な研究開発の促進 と効率化

を 自指 し、活発な人材交流、共同研究、技術情報の収集と提供等を通 じて、企業、大学、国などわが国の力

を最大限に活用で きる体制を確立するための中核機関として、85年6月 に通商産業省および関係各位の積極

的なご支援により設立 され ました。また、90年4月 には、21世 紀を指向 した次世代高度生産技術の開発を行

うIMS国 際共同研究プログラムの推進を図るため、IMSセ ンターを付置機関 として設立 しま した。

現在行 っている主な事業は、

1.国 際共同研究の推進 として、①IMS国 際共同研究プログラムの推進、②MAP/ミ ニMAPの 開発 ・普及、

③ISO/TC184の 国内審議機関

2.基 盤技術の研究開発 として、①FAネ ッ トワークのオープ ンシステム環境の研究、②FA技 術高度情報

システムの開発

3.標 準化に関する調査研究 として、①統合化FAの 標準化、②FAシ ステムの信頼性 ・安全性、③FAに お

ける自動計測、検査技術、③FAに おけるプログラミング言語

4.そ の他の事業として、①FAの 動向および統計調査(FA指 標の作成)、 産業用 ロボッ トの技術研修、 メ

カ トロ税制の申請受付業務(AGV,POP)で す。

FAの 分野では、EDIに 関する検討 は始 まったばかりです。ISO/TC184(産 業オー トメーシ ョンシステム

とイ ンテ グレーション)委 員会で は、昨年か らEDIに 関する検討をア ドバイザ リグループの中で開始 しまし

た。また、IROFAで は、MAPで 代表されるFAネ ットワークのオープ ンシステム環境の検討を平成5年 度

より開始 しており、その中で今後FA分 野に適用するEDIに 関する調査を行 ってい くことが必要ではないか

と考えています。

連絡先 ⑱国際 ロボット・FA技術セ ンター 総務部

〒101東 京都千代田区岩本町2-6-10第1中 野ビル

TelO3-3861-5601FaxO3-3861-5635
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7.写 真業界流通情 報 システム協議会(CPTD

写真業界では、1987年2月 に ビジネスプロ トコルの標準化を検討することを目的とし、*写 真関係6団 体

により 「写真業界流通情報 システム化懇談会」が設立されました。

この懇談会で、とくに取引伝票、取引 コー ド、データ交換 フォーマ ッ ト及 び伝送制御手順 の4テ ーマにつ

いて標準化作業が開始されました。 この標準化作業はその後同懇談会か ら 「写真業界流通情報 システム協議

会」に受 け継がれ、今 日に至 っています。

この協議会でこれまでに標準化された事項は以下の9項 目です。

(1)伝 票の標準化(写 真業界統一伝票)

(2)商 品 コー ドの標準化(JANコ ー ド)

(3)取 引先コー ドの標準化(共 通取引先 コー ド)

(4)伝 送制御手順の標準化

(5)デ ータ交換フォーマッ トの標準化

(6)デ ータ交換規約の標準化

(7)デ ータ交換運用諸規則の標準化

⑧DP専 用イ ンス トアーコー ドの標準化

(9)JANコ ー ド等商品情報連絡用 フォーマ ットの標準化

また、現在は以下の3項 目を中心 に、活動 してお ります。

(1)写 真業界における 「業界VAN」 に関す る調査研究

② 写真業界商品型番導入に関する研究

③ ラボ関係に関する標準化作業

*写 真関係6団 体:

●全 日本写真材料商組合連合会

●日本写真映像用品工業会

●写真流通商社連合会

●写真感光材料工業会

●全 日本カラーラボ協会連合会

●日本写真機工業会

連絡先 写真業界流通情報 システム協議会(日 本写真機工業会 国内業務部)

〒102東 京都千代田区一番町25JCIIビ ル

TelO3-5276-3891FaxO3-5276-3893
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8.働 住 宅 産 業 情 報 サ ー ビス(HISS)

事業概要

当財団は昭和46年11月 に設立 されました。主な事業概要 は次の通りです。

(1)住 宅情報提供事業:住 宅生産、資材流通、経営管理に役立つ内外のカ レン ト情報、あるいは基礎的資

料を定期的に発行 します。(月 刊 「住生活」等)

(2)ハ ン ドブック作成等事業:最 近の内外住宅統計を収録 した住宅ハ ン ドブックを発行 します。

(3)工 業生産住宅品質向上対策事業:工 場生産住宅等品質管理優良工場等認定規程に基づ き、優良な工場

の認定を行います。(通 商産業大臣に登録 した認定事業)

(4)住 宅産業のあ り方に関す る調査研究事業:住 宅産業技術革新、高度情報化のめざましく進展す る国際

化社会の中にあ ってライフスタイルの変化に対応する諸問題を、学識経験者か らなる委員会を設置 し調

査研究を行います。

(5)HIIS-NET情 報事業:通 産省告示第172号(住 宅設備機器等流適業 における電子計算機の連携利用に

関する指針)の 実施体制機関として住宅産業界における電子情報 システムのネ ットワーク化による情報

事業を行います。

2.EDIに ついての取組状況

昭和62年 に委員会を発足 させ検討を進めて きた結果、平成年8月 標準 ビジネスプロ トコルVER1.0を 完

成 し、HIIS-NET情 報事業と して稼働を開始する段 階に入 り、加入企業の募集を進めています。 また企

業に理解 を広めるために主なメーカー及び問屋への説明会兼懇談会を通産省住宅産業課長 の出席を得 て

ll月 中旬に実施 しま した。実稼働 に当たっては第1グ ループ(5-10社)を 結成 し、12月 下旬には実務打

合せを行い、平成5年 早 々に実験を経て稼働する予定です。次に稼働開始後、その状況を実地検証 しなが

ら第2.第3グ ループを結成、稼働させていく予定です。

3.EDI推 進協議会に期待すること

(1)既 存の各企業垂直VANと 業界EDIの かかわ り合いについての研究体制確立 とその方向性の提示

(2)国 内の各業界 におけるEDIの 個別実施状況(事 例)の 提示 と普及促進

(3)EDI導 入費用に対す る特に中小企業向けの強力な支援策(PR、 助成等)の 実施促進

(4)CIIシ ンタックスルールにおける リアル タイム処理ルールの早期開発

連絡先 働住宅産業情報サー ビス 業務第2部

〒105東 京都港区虎の門1-23-7第23森 ビル

Te103-3502-8541FaxO3-3503-1339

【平成4年 度活動実績】

平成4年7月CADデ ータベース等で研究す るための 「平成4年 度住宅産業 に係わ る高度情報化委員会

(委員長:芝 浦工業大学教授 藤沢好一、委員32名)」 発足

8月 「HIIS-NET標 準 ビジネスプロ トコルVER1.0」 完成

11月HIIS-NETに 関す る 「流通関係企業懇談会」(参 加ll企 業)及 び 「メーカー懇談会」(参

加8企 業)を 開催。(上 記委員会参加企業の経営 トップに対する普及 ・啓蒙活動)

12月HIIS-NETの 具体的実施を目的 としたrHIIS-NET実 稼働検討会」(参 加8企 業)発 足

平成5年3月 「住宅産業情報ネ ットワークセ ミナー」を東京(参 加76名)、 大阪(参 加41名)で 開催

【平成5年 度活動予定 】

平成5年7月

7月

8月

12月

CADデ ー タベース等を研究す るための 「平成5年 度住宅産業 に係わる高度情報化委員会」

活動開始(平 成4年 度か ら継続)

HIIS-NET実 稼働開始にあたって疎通テス ト実施

HIIS-NET実 稼働開始

実稼働の実績をベースに第2回 目の 「住宅産業情報ネ ットワークセ ミナー」を開催(普 及 ・

啓蒙活動)
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9.㈲ 情 報 サー ビス産業協 会(JISA)

㈲情報サービス産業協会は昭和45年 に発足 した㈲ ソフ トウェア産業振興協会と(社)日本情報セ ンター協会が

昭和59年 に発展的に合併することにより設立 されま した。会員数は、平成4年11月 現在で正会員603社 、賛

助会員93社 の計696社 により構成されています。当協会 は、日本の有力なソフ トウェア企業や情報処理サー

ビス企業を網羅する情報関連団体として5つ の専門理事会議、21の 委員会、その他多 くの調査委員会や研究

会を通 じて①業界発展のための基盤整備②業界の高度化推進③業界の地位向上のための活動等を行 い、人と

環境に優 しい高度情報化社会確立のために努力を続けております。

当協会における情報通信関連の活動は、昭和62年 に情報通信委員会が設置され、現在に至 っています。情報

通信委員会では主 な活動として、情報通信に関わる様々な問題や政策に対応 してい くための情報収集や講師

を招聰 しての勉強会開催、検討会などを行 ってお り、委員会の下部組織として運営部会 と法制度分科会を持

ち、互いに連絡を取 りなが ら活動 しています。平成4年 は公 一専 一公接続に関す6問 題、オープ ンネ ッ ト

ワークに関する問題、VPNに 関す る問題について講師を招 いて現状調査を行 う等合計で8回 の会合を行い

ま した。

EDIに 関する業界内の動向については現在調査を進めている段階ですが、システム製作側の観点か らの参

加 と施策の実行にあたりま してはEDI推 進協議会に歩調を合わせた活動を展開 していきたいと考えています。

EDI推 進協議会には業界を越えた標準策定等 について大きな期待を寄せています。

連絡先 ㈲情報サービス産業協会 調査企画第一部

〒105東 京都港区虎の門1-14-1郵 政互助会琴平 ビル4階

TelO3-3595-4051FaxO3-3595-4055

【平成4年 度活動実績】

情報通信委員会(委 員長:山 崎英蔵)

委員会で開催 したセ ミナー

平成4年7月8日 「公事接続解禁の影響度」

10月28日 「オープンネ ッ トワークの現状と動向」

12月ll日 「VPNの 現状 と動向」

5年2月17日 「公事接続の現状 と動向」

29名参加

39名参加

12名参加

8名参加

EDI推 進協議会の研修会への参加実績

2月12日

3月10日

3月ll日

ll名

9名

170名 計190名

【平成5年 度活動予定】

情報通信委員会(委 員長:山 崎英蔵)

セ ミナー開催 にっいては現時点では未定

JISA会 報に、標準化委員会委員よりrEDIの 新 しい潮流」という原稿を掲載する予定
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10.働 情 報 処理相互 運 用技 術協会(1NTAP)

INTAP(lnteroperabilityTechnologyAssociationforInformationProcessing,Japan)は 、昭和60年

(1985年)に 通商産業大臣の認可を得て設立 された公益法人です。

主たる目的は、情報処理における相互運用技術(イ ンターオペラビリテ ィ)に 関 して、研究開発、調査研

究、普及啓発等を行 うことです。 これにより、情報処理技術の振興を図り、情報化社会の健全な発展に寄与

するとともに、わが国の産業、経済の発展および国際化への貢献に資す ることを 目的としています。

上記の 目的を達成するため、次の事業を行 っています。

(1)研 究開発

OSI実 装規約の研究開発 と維持更新及び実装規約に関する実証評価

OSI(OpenSystemsInterconnection開 放型システム間相互接続)

② 国際協調

国際標準 プロフィル(ISP)制 定を目的とするAOW(ア ジア大洋州 ワークショップ)の 主催等、国

際標準化推進活動

(3)OSI適 合性試験

適合性試験 システムの開発 と試験サー ビスの実施

(4)相 互運用性試験

INTAPnet参 加 メーカーのOSI製 品間での相互運用性試験の実施の推進及び試験結果の登録

(5)調 査研究

インターオペラビリティに関する国内外の技術動向調査研究 と報告書の発行

⑥ 普及啓発

インターオペラビ リテ ィに関する国内外への普及活動 として、機関誌(INTAPジ ャーナル)の 発行、

セ ミナーの開催等を実施

当協会の会員 は上記目的、事業に賛同いただいている企業団体で構成 され、平成5年8月 現在の賛助会員

数は48で す。

連絡先 ㈲情報処理相互運用技術協会 総務部

〒160東 京都新宿区大京町24住 友外苑 ビル3F

TelO3-3358-2721FaxO3-3358-4753

【平成4年 度活動実績】

●日本チ ェー ンス トア協会お よび働流通 システム開発セ ンター(DCC)の 開発 になるH手 順(JCA-H手

順)の 普及に関 し、DCC内 に設け られたrH手 順技術委員会」に参加 し、H手 順相互接続のための技術情

報交換に協力 した。

●㈲ 日本情報処理開発協会の 「OSIオブジェク ト識別子国内標準調整委員会」および 「OSIオ ブジェク ト識

別子登録管理運営委員会」に委員を派遣 し、H手 順、F手 順等のオブジェク ト登録を審議 した。

●INTAPSN委 員会では、鉄鋼業界 のEDIに 関する通信プロ'トコルの標準について調査研究 を行 った。

(委員長 浅野正一郎 教授 学術情報センター)

【平成5年 度活動予定】

●DCC「H手 順 技 術 委 員 会 」 に 参 加 。(前 年 度 継 続)

●INTAP内MHS専 門 委 員 会 に お い てEDI関 連 作 業 をMIS(MHSISPSPECIALGROUP)に よ り 開 始 し
、

1994年2月 にPedi原 案(PDISP/AMH3)を 作 成 す る予 定 。

●10月 ビ ジネ ス シ ョ ウ会 場 にて 、INTAP主 催INE'93に お い てF手 順 の デ モ ン ス ト レー シ ョ ンを 行 う
。

●前 年 度 に 引 き続 き 「OSIオ ブ ジ ェ ク ト識 別 子 」 に 関 す る委 員 会 に参 画 す る。

●前 年 度 に 引 き続 き、SN委 員 会 に お いて 鉄 鋼EDIの 調 査 研 究 を 行 う。
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11.石 油化学工 業協会(JPCA)

本協会 は昭和33年6月 に設立され、現在の会員数は32社 です。事業内容は、石油化学工業の調査研究、統

計の作成、資料及び情報の収集頒布、石油化学工業に関する知識の啓発及び普及宣伝、関連業界との連絡等

です。EDI推 進事業に取 り組むために、情報通信委員会の下部機関 として、 ビジネスプロ トコル小委員会を

昭和60年8月 に発足させ、石油化学メーカーと商社間の電子取引業務 に関する石化協標準 ビジネスプ ロ ト

コル(JPCA-BP)の 検討 を開始いた しま した。その初版を平成2年2月 に作成 し、その後CIIシ ンタック

スルールへの対応 と、日本貿易会 との試行結果の織込みを実施 レ 平成4年8月 に第2版 を完成 しま した。

また、先行企業(日 本触媒、昭和電工)が 総合商社とJPCA-BPを 使用 した電子取引を平成4年7月 から

開始 し、EDIの 実用化 に踏み出 しま した。 さらに、専門商社 とのEDIを 促進す るためにパ ソコンベースの

rJPCA－ 受発注パ ッケー ジ」を開発中で、平成5年6月 未完成予定です。今後の課題は検討か ら実用化の

時期を迎えた業界標準BPの 普及促進です。その手始めとして、平成5年1月 下旬に ビジネ スプロ トコル小

委員会主催 の事例発表会を開催予定です。各社 は、既存 システムとの整合性、導入費用の問題等のEDI実 施

の障害を数多 く抱えているので、短期間で普及 させ るの は困難ですが、先行企業の実施例が刺激 とな り、

EDI化 が加速 され ると期待 しています。本協議会が、EDI普 及に関す る牽引車となり、国内 ・海外にわたる

EDIが 早期実用化 されるよ う広 く関係省庁、団体等の意見交換の場 となることを切望 してお り、具体的には

関連業界 との意見交換を行いたい所存です。また、本協議会には金融、通信業界の参加を得 ること、国内外

のEDI動 向等の情報を広めることを期待いた します。

連絡先 石油化学工業協会 総務部

〒100東 京都千代田区内幸町2-1-1飯 野 ビル

Te103-3501-2151FaxO3-3501-3895

【平成4年 度活動実績 】

●情報通信委員会(委 員長 武谷信義 旭化成工業㈱常務取締役)

●情報通信委員会、下部組織の幹事会、 ビジネスプロ トコル小委員会を随時開催 したほか、会員企業向けE

DIセ ミナーを開催(EDI実 施会社による事例説明会)

● 「協会 ビジネスプロ トコル標準書第2版 」を刊行

●EDI推 進協議会の研修に会員数社が参加

●協会標準 ビジネスプロ トコルに基づ く、EDI会 社の拡大

●中小専門商社向受発注 ソフ トパ ッケージの開発を進ある

【平成5年 度活動予定】

●情報通信委員会(委 員長 武谷信義 旭化成工業㈱常務取締役)

●情報通信委員会を年1～2回 、幹事会を適宜開催予定、ビジネスプロ トコル小委員会を定例的に月1回 の

開催を予定

●会員企業向けセ ミナーの開催、関連団体への説明会の開催を予定

●協会標準 ビジネスプロ トコルに基づ く、EDI会 社の拡大

●中小専門商社向受発注 ソフ トパ ッケージの開発完了(本 年9月 頃)
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12.㈲ セ メ ン ト協 会(JCA)

1.事 業内容

㈲セメント協会 はセメン ト製造会社を会員として昭和23年(1948年)2月 に設立 された団体で、現在の

会員数 は22社 です。事業の目的は、 「セメン トの生産、流通及び消費の増進な らびに改善を図 り、わが国

産業の発展と国民生活の向上 に寄与すること」で主たる事業は以下のようにな っています。

① セメントの生産、流通及 び消費に関する調査及び情報提供

② セメント産業の合理化方策の推進

③ セメン トに関する広報普及活動

④ セメント及びコンク リー トに関する学術的 ・技術的調査、試験研究及 び技術的指導

⑤ 国会 ・政府等 に対する具 申または答申等

上記の業務を遂行す るため、理事会の下に10の 委員会を組織 し、さらにその下部組織 として各種専門委

員会を設け、数々の活動を行 っています。

2.情 報関連活動

当協会の情報化の活動は高度情報化に対応するため、昭和59年10月 に 「情報化研究会」を発足させたの

をきっかけに、昭和61年5月 に情報推進専門委員会を設置 し、 「セメン ト業界VAN推 進」の基本方針の下

に、昭和62年7月 より当協会 と加盟各社 との間に 「ネ ットワーク」を構築 し、セメン ト需要関係統計調査

を中心に、データの迅速かつ正確な集計処理等の活動を行 っています。

3.EDIと しての取 り組み

平成5年4月 より情報専門委員会と改称 したのを機 に、下部機関 として情報企画部会を設け、現在はそ

の中で、各産業界、業界団体のEDI動 向等の情報を収集、研究 し始めた端緒であります。 このため、今後

rEDI推 進協議会」には大いに期待す るところです。

連絡先 ㈲セメン ト協会 調査部

〒104東 京都中央区京橋1-10-3服 部 ビル4階

Te103-3561-8633FaxO3-3567-8570

【平成4年 度活動実績】

1.情 報 推 進 専 門 委 員 会

委 員 長:秩 父 セ メ ン ト㈱(常 務 松 井 惇 夫)

2.(i)EDI連 絡 会 と して 活 動

7/20,7/30,9/2,10/13,12/1,12/19

(li)11/12外 部 セ ミナ ー参 加 「エ グ ゼ クテ ィ ブネ ッ トワ ー クセ ミナ ー 」

3.EDI推 進 協 議 会 ・研 修 会

2/12「 第1回 普 及 研 修 会 」(実 務 者対 象)2人

3/10「 第2回 普 及 研 修 会 」(実 務 者 対 象)1人

【平成5年 度活動予定】

1

2

情報専門委員会

委員長:秩 父セ メン ト㈱(常 務 松井惇夫)

情報企画部会 として

4/27、7/29(予 定)以 降2～3カ 月に1回 予定
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13.繊 維工業構造 改善 事 業協会(TIRA)

当協会は、昭和42年9月1日 に特定繊維工業構造改善臨時措置法に基づき設置されました。そ して、設立

以来一貫 して繊維工業の構造改善の業務を担当 してお り、現在では構造改善事業の支援の他、繊維産業振興

のための需要開拓、取引の適正化、情報の収集 ・提供、情報 システム化に関する調査研究などの事業活動を

展開 してお ります。 このうち情報システム化 に関する事業は、平成元年か ら開始 したもので、川上から川下

までの関連業界32の 団体か ら構成された 「繊維産業情報 システム化推進協議会」を設 け、当協会はこの事務

局を担当 しております。

具体的活動 としては、協議会の下に部会等を設け情報ネ ットワークのあ り方、データベースの構築 ・活用、

標準伝票等 の作成等にっいて検討 してお ります。

EDIに 関 しては、大手の化学繊維 メーカーなどと染色業者との間で コンピュータ ・オ ンラインによるデー

タ交換の進展 とともにいろいろな問題が生 じたため、前記の協議会の中に関係者 による出荷指図伝送 フォー

マ ッ ト検討分科会を設 け検討 してお りますが、 この検討の過程で、出荷指図以外の伝送 フォーマ ッ トの作成、

伝送手順の標準化、固定フォーマ ットよ り可変長 とすべきであるなどの意見の広が りを見せています。今後、

繊維業界 において もEDI基 盤の整備を図る場合には、国際的な動向や全産業 レベルでの動向に対応 して進め

てい く必要があ ります。EDI推 進協議会の方針 として、各業種 ・業界固有の問題については、従来 どお り業

界団体が対応すべきとの ことですが、EDI推 進協議会或いは事務局か らのバ ックア ップを頂ければ繊維等

個 々の業種において もEDI基 盤の整備をより一層図 ることができるのではないかと期待 してお ります。

連絡先 繊維工業構造改善事業協会 繊維情報セ ンター

〒105東 京都港区西新橋1丁 目6番21号 大和銀行虎 ノ門ビル6階

TelO3-3503-4631FaxO3-3503-0993

【平成4年 度活動実績】

1.繊 維産業情報 システム化推進協議会(会 長 影山衛司)

●開催 した検討会の名称:出 荷指図データ伝送フォーマッ ト検討分科会

開催日及び参加者数 :平 成4年12月17日

平成5年1月6日

平成5年2月3日

平成5年3月8日

5名

5名

5名

5名

●EDI推 進協議会の研修会への参加実績(1名 参加)

2.当 協会主催の情報講演会

●開催 した検討会の名称:EDIの 業界標準化の進 め方

講 師 東芝物流㈱ 大久保秀典 氏

開催 日及び参加者数 平成4年9月29日40名

【平成5年 度活動予定】

繊維産業情報 システム化推進協議会(会 長 影山衛司)

●開催予定の検討会の名称 と開催 日

上記の出荷指図データ伝送 フォーマッ ト検討分科会を5年 度について も継続 して開催予定

開催 日は毎月第1水 曜日
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14.全 国電機卸商組合連合会

全国電機卸商組合連合会は、家電製品卸販売業者の全国46都 道府県単組を もって構成する全国組織体で、

家電製品の国内普及と共に年々過熱化する市場競争を憂い、昭和37年 に小売業の育成 と卸売業の健全なる経

営の確立、流通秩序の確立、家電業界の健全なる発展を 目的として設立 され現在 に至 ってお ります。会員数

は、46団 体、傘下組合員数は647社 で正副会長会議、常任理事会、理事会、専門委員会(流 通、経営、渉外、

弘報、組織)に 分かれ、家電業界にか 、わる様々の問題に取組んでおります。

現在の組合員企業 はメーカー系列の販売会社であり、関係友好団体である㈲ 日本電子機械工業会が実用化

した業界標準EDIを 取入れ、業務範囲を順次広げている企業 もあります。

当連合会 と致 しましても、EDI推 進協議会の活動を会員企業ばか りでな く電子部品流通業、小売業にも広

く周知 して行 きたいと考えてお ります。

EDI推 進協議会 には、業界を越えた標準策定を期待致 しますと共に各企業に対する普及等、一層の促進を

期待 しております。

連絡先 全国電機卸商組合連合会 事務局

〒ll3東 京都文京区湯島3-6-1全 う連会館内

Te103-3832-4295FaxO3-3831-3034

【平成4年 度活動実績】

平 成4年10月6日

10月8日

11月30日

12月10日

設立総会に出席

全国卸常任理事会でEDI推 進協議会とその設立主旨説明

賛助会員研究会に出席

賛助会員研究会に出席

平成5年2月3日 全国卸下部組織東京都電機卸の構成 メンバの電子部品会 にて電子業界のEDIの 推進状況

につ いてEDI推 進センター西事務局長より組合員への周知をはかる。

【平成5年 度活動予定】

全国電機卸商組合連合会としては電子部品等の商慣習にとってなじまぬ(メ ーカー販社が主たる構成 メン

バのため)が 関連の全国電子部品流通連合会の構成員にとっては将来的に不可欠 と考える。

平 成5年10月6日

を は か る 。

全国電子部品流通連合会総会にて、電子取引を含めEDIは 推進協議会事業の紹介と推進

10月 発行の全国部会報でEDIの 推進協議会事業の周知徹底をはかる。
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15.鉄 鋼 ネ ッ トワー ク研 究会

(研究会の概要)
鉄鋼業界では、高炉 メーカーと商社間における受発注 ・出荷請求等の基幹情報についてのEDI化 は既にほ

ぼ整備を終Kた 段階にあ りますが、当研究会では、需要家 も含めた鉄鋼関連業界全体でのEDI化 という視点
か らの調査/研 究 ・標準原案の策定を行 うことを目的に平成2年10月 に通商産業省/鉄 鋼業務課 ・製鉄課、
高炉 メーカー6社 および総合商社7社 を構成 メンバーとして設立 されました。
(EDIに つ いての取組状況)
平成2年10月 か ら平成3年9月 までを 「基礎的調査研究段階」として位置づ け、鉄鋼業界におけるEDIの

実現のためには何をや るべ きか、何をや らなければな らないのか、鉄鋼業界におけるEDIは ど うあるべきか
等の鉄鋼EDI全 体構想策定 に向けた基礎調査 ・海外標準化動向の調査/研 究 ・他産業の標準化状況 の調査を
実施致 しました。

平成3年10月 よ り平成4年9月 まで は 「標準モデルの作成段階」と して位置づけ、これ までの調査結果を
踏まえた鉄鋼EDI(含 、バーコー ド)の 取組の考え方を鉄鋼業界内のコンセンサスを確立することを主目的
に 「鉄鋼EDI取 組の考え方(基 本構想)」 として取 り纏める一方、業界を越えた公正な標準化を関係業界 と
協議 ・調整の上進めるとの基本方針のもと、共同研究のための タタキ台としてのモデル、標準原案を 「鉄鋼
EDI標 準書(Ver.0)」 として取 り纏めま した。

平成4年9月 か ら平成5年9月 まではrEDI実 行準備段階」 として位置づけ、現在、需要業界 との標準化
・EDI化 にっいての合意形成へ向けた共同研究を開始するとともに鉄鋼業界内(メ ーカー ・商社 ・加工 セン

ター ・中継地 ・倉庫)に おける合意形成のための諸活動を行 う等実用標準化へ向けた活動を積極的に推進 し
ています。

連絡先 鉄鋼ネ ッ トワーク研究会事務局 「㈲鋼材倶楽部 ・流通情報課」
〒103東 京都 中央区日本橋茅場町3-2-10(鉄 鋼会館)

Te103-3669-5711FaxO3-3669-5798

【平成4年 度活動実績】

1.委 員会等の活動
●鉄鋼EDI実 行準備段階と位置づけ、 「鉄鋼EDI取 組みの考え方」、 「鉄鋼EDI標 準(Ver .0)」(自 動車
向け薄板 ・造船厚板を対象 とした標準モデル)を 取 り纏めた。

●日本自動車工業会、 日本造船工業会 と共同研究を開始 した。
●標準化実務の効率的推進のたあにタスクチームを11月 に編成、標準原案の作成を行った。
●委員会の開催

(4月 現在)
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(開催回数)
夫(新 日鉄)3回
彦(新 日鉄)2回浩

(NKK)9回
徹(三 菱)'21回
彦(川 鉄)16回
博(神 鋼)16回
久(川 鉄)35回
樹(住 金)22回
洋(NKK)(約2回/月/タ スク)

2.開 催 したセ ミナー、講習会等
●第505回 ㈲鋼材倶楽部理事会報告(4月24日)
●米国スチール ・メーカーの最新EDI事 情講演会(6月18日)
●第510回 ㈲社鋼材倶楽部理事会報告(10月27日)

3.EDI推 進協議会等の研修会への参加実績
●EDI推 進協議会第1回 普及研修会
●EDI推 進協議会第2回 普及研修会
●JIPDEC賛 助会員研究会: 電子取引の法的問題点(27名 参加)

4.取 り纏 め 資 料 名
● 「鉄 鋼EDI取 組 み の考 え 方 」(10月)

● 「鉄 鋼EDI標 準(Ver .0)」(9月)

5.そ の他EDI関 連事項
●EDICOM'92へ の参加

【平成5年 度活 動予 定】

1.委 員会等の活動
●日本自動車工業会との共同研究
●造船メーカー との業際EDIの 実施
●流通分野における実用標準化活動
●鉄鋼EDI標 準の開発等
● 「鉄鋼EDI標 準」(第1版)等 の刊行、標準の維持 ・管理
●啓蒙普及活動

2.開 催予定のセ ミナー、講習会等

,ご;6鑑 ㌫ 麟 『おけるコンビ・一タ利用実態調査および結果説明会・その他EDI関 醇 項
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16.電 気事 業連 合会(FEPC)

電力9社 で構成す る電気事業連合会では、情報高度化推進の一環として、EDI推 進活動に取 り組んでいます。

電力各社では、今後の情報化の進展、お客様サービスの向上等の観点か ら、独 自のプロ トコルによるオ ンラ

イン連携を図 って きま した。 しか しながら、今後のEDI拡 大への基盤整備として、業界内での標準が必要だ

との認識か ら、他業界の標準化動向を踏まえ、電力標準の作成に努めて きました。その結果、平成2年 には

「資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準」と 「電気料金収納業務 ビジネスプロ トコル標準」の2つ を作成 し

ま した。これは、昭和62年 に告示 された 「電気事業における電子計算機の連携利用に関す る指針」に沿 った

活動で した。そして、この電力業界標準をもとに、電気料金収納業務を委託 しているコンビニエンスス トア

との間で中部電力他3社 が、電線 メーカー10社 と東京電力との間でEDIを 実施 しています。また、電力業界

と して は業際EDIの 発展のために、平成3年 に告示されました 「4事業分野間(電 線、電子機器、電気機器、

電力)の 連携指針」に沿 って、CIIシ ンタックスルールを使用 した標準の作成を、電線、電気機器業界 と協

力 しなが ら進めています。今後 も、電力会社は扱 う物品、取 り引き先 も多いことか ら、 「開かれたEDI」 の

具現化に対 して応分な役割を果た していくつもりでおります。

今回設立されたEDI推 進協議会 には、経営者 を含めた各企業に対する普及 ・啓蒙活動 など、EDIの より一

層の促進のための活動を期待いた します。

連絡先 電気事業連合会 情報 システム部

〒100東 京都千代 田区大手町1-9-4経 団連会館

Te103-3279-3744FaxO3-3270-8085

【平成4年 度活動実績】

委員会

情報高度化推進委員会
(各社常務級で構成)

委員長:川 崎東京電力常務

情報高度化小委員会
(各社部長級で構成)

委員長:窪 田東京電力理事

EDI標 準検討専門委員会等

(各社課長級で構成)
委員会の下部 にWG設 置

●業界内で作成 した標準

EDIシ ステム運用ガイ ドライ ン、資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準等

この標準は、 「4事 業分野間(電 線、電子機器、電気機器、電力)に おける電子計算機の連携利用 に関

す る指針」に沿 って作成 した ものである。

●EDI推 進協議会の研修会への参加実績

電力からの参加26名

関係会社か らの参加7名

【平成5年 度活動予定】

委員会

情報高度化推進委員会 情報高度化小委員会 EDI推 進専門委員会

委員会の下部にWG設 置

主要活動計画

●EDI推 進のための活動全般

普及、啓蒙活動についても検討予定

●請負工事発注 ビジネスプロ トコル標準の検討等
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17.日 本化学繊維 協會(JCFA)

(協会の概要)

(1)設 立:1948年(昭 和23年)

② 会 員:正 会 員=化 学繊維製造会社および化学繊維紡績会社47社

賛 助 会 員=化 学繊維原料の製造および関連加工業者16社

(3)所 在地:(本 部)〒103東 京都中央区日本橋本町3-1-ll繊 維会館

(大阪事務局)〒541大 阪市中央区瓦町4-6-8大 阪化繊会館

(事業概要)

以下の組織編成によ り、それぞれの分野毎に専門的な叡知を結集 して化学繊維産業の健全な発展のための

活動を行っています。

(1)部 会(レ ーヨン/レ ーヨンステープル/ア セテー ト/ビ ニロン/ナ イロン/ビ ニ リデン/ポ リ塩化

ビニル/ア ク リル/ポ リエステルフィラメン ト/ポ リエステルステープル/ポ リエチレン/ポ リプ ロピ

レン/ス パ ンデックス/紡 績 以上14部 会)

(2)特 別委員会(企 画 ・運営/通 商/広 報/資 材/技 術/労 務/調 査/コ ンシューマーサービス/地 球環

境/産 業衛生/税 制対策 以上ll委 員会)

③ 専門委員会(特 許/物 流/市 場調査/商 標/動 力/イ ンテ リア/合 繊長繊維不織布 以上7専 門委員

会)

(情報 システム化への取組)

上記組織とは別に 「システム研究会」を設置 して、個別企業の枠組みを超える業界の共通問題についての

改善 に取 り組んでいます。

外部の情報 システム関連委員会(例 えば、 「繊維産業情報システム化推進協議会」など)に も同研究委員

会が業界を代表 して積極的に参画 してお ります。

EDI推 進協議会にも同研究会幹事が参加 して業界への繋ぎ役を担 っています。

(ED1推 進協議会への期待)

ビジネスプロ トコルの標準化について も、10年 来 「システム研究会」を母体に伝票の標準化を中心に進 め

て きました。ネッ トワークの対象範囲拡大か ら今後、一層プロ トコルの標準化の高まりを痛感 していますが、
多段階工程分断型の繊維業界にあって は、階層毎の個別事情を超えた標準化が望まれ ます。また、企業活動

の国際展開の拡大に呼応する視点か らも 「EDI推 進協議会」活動への期待が高まってお ります。
連絡先 日本化学繊維協会 業務部

〒103東 京都中央区日本橋本町3-1-11繊 維会館

Te103-3241-2312FaxO3-3246-0823

【平成4年 度活動実績】

システム研究会

1.共 同研究テーマ

● 「輸 出関係の商社とのデータ交換」推進のための基礎研究(実 態調査)

2.情 報交換

●合繊各社のデータ交換実施状況

●システム要点対策/生 産性向上策 について

●統合OA化 推進状況

3.そ の他

● 「繊維 ビジョン」関連事項の検討 など

【平成5年 度活動予定】

1.共 同 研 究

● 「対 商 社 輸 出 デ ー タ交 換 」

● 「出 荷 指 図 デ ー タ フ ォ ー マ ッ トの 標 準 化 」

● 「ア パ レル/テ キ ス タイ ル 仕 入 伝 票 の 標 準 化 」

2.情 報 交 換

● 「デ ー タ交 換 」 「シ ステ ム 要 員 ・教 育 」 「シ ステ ム リソ ー ス 」 「シス テ ム 開 発 ・運 用 」 「OA・FA

等 」 な ど に 関 す る各 社 対 応 の 実 態 に っ い て の 情 報 交 換

3.そ の 他 、 講 演 会 ・見 学 会 等 の 実 施
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18.㈲ 日本 ガ ス協 会(JGA)

日本ガス協会 は、 日本全国の都市ガス事業者の団体です。現在わが国では、私営 ・公営、大 ・小合わせて
244も の都市ガス事業者が、約2200万 件のお客様に都市ガスを供給 しています。この244の 事業者すべてが会

員 となっていますが、その規模 はお客様件数800万 件に近い事業者か ら800件 程度の事業者まで文字 どおり千
差万別であり、お客様件数1万 件以下の規模の小さい事業者が半数以上を占めています。

当協会では1988年 頃か ら都市ガス業界の情報化の推進方法の検討を開始 し、1990年 には情報 ・通信に係る
調査 ・研究、 「情報化」総合施策の企画立案 ・推進を ミッションとす る 『情報化委員会』 とその事務局 とし
て情報企画グループを組織 し、 その後

o事 業者間のコミュニケー ションツールとしてのパソコン通信システム(JGAネ ッ ト)の 構築 ・運営
○各事業者の情報化実態の把握、相互交流促進策の検討

○都市ガス事業用 ソフ トウェアの流通 ・利用促進
○衛星通信 システムの業界と しての利用検討

等の活動を行 ってきま した。EDIに 関す る取り組みもこの情報化委員会の下で行 っています。
都市ガス業界の電子(的)取 引への取 り組みは、 ファーム ・バ ンキングやガス料金の口座振替のための金

融機関とのデータ送受信から始 まりましたが、一部の事業者では、工事部材 あるいはガス機器やその部品関
連の取引データの送受信をメーカー等との間で実施 ・計画 しつっあります。これらは各々独 自の方式で実施
・計画されているため、将来の取引先企業あるいは実施事業者の拡大のためには業界 としての標準化が不可

欠であるという認識に立ち、1991年11月 に情報化委員会の下にrEDI標 準化 ワーキンググループ」を組織 し
標準化作業を開始 しま した。

その後、先行する㈲ 日本電子機械工業会、電気事業連合会等の事例を参考 にさせて頂き、産業情報化推進
セ ンターのご指導を得つっ、1992年10月 に資材発注業務 についての標準メ ッセージと標準データ項目等を定
めた試作標準を作成 しました。現在は、この試作標準に基づいて実施 トライアルを行 うとともに、EDIの 運

用等に関する標準を作成 してい くべき段階にさしかかっています。
rEDIは 時代の流れ』ではあ りますが、EDIは 組織の境界を越えた情報共有であ り、取引慣行の見直 しや

私利を越えた協調 も要求 され、その推進 には多 くの困難が伴 うもの と思われます。EDI推 進協議会が この多
くのハー ドルを低 くかっ少な くしていき、中小事業者で も導入 しやす い環境を提供 して下さることを切に期
待 しています。

連絡先 ㈲ 日本ガス協会 技術部 情報企画グループ
〒105東 京都港区虎の門1-15-12

e103-3502-0113FaxO3-3502-0013

【平成4年 度活動実績】

1.活 動母体

情報化委員会(委 員長 大野義長 東京ガス㈱常務取締役)の 下のEDI標 準化 ワーキ ンググループ
(リーダ 脇本健治 大阪ガス㈱資材部)

2.ワ ーキ ング活動
4～9月 の間 に5回 のワーキ ングを開催 し
●会員各社の資材発注業務の類型化、用語比較
●EIAJ標 準、電事連標準、CIIシ ンタックスルールの調査 ・研究
●ガス業界標準作成

等を行い、10月 に
r資材発注業務オ ンライ ン取引標準』(ト ライアルバージョン)

を完成させた。

3.研 修会等への参加
EDI推 進協議会 第1回 普及研修会5名 参加

第2回 普及研修会3名 参加
その他

JIPDEC賛 助会員研究会 ①EDIに おける新 しい標準通信手順の動向

② 電子取引の法的問題点
CI-NETシ ンポジウム東京'93、等

【平成5年 度活動予定】

1.活 動母体

平成4年 度に引 き続 き、情報化委員会EDI標 準化WGで 主として対応。

2.ワ ーキング等の活動予定

資材発注業務 トライアル実施(た だ し現在のところ候補社なし)
EDIに 関す る各種調査
内外の標準化の動向

先行他業界の動向
CIIト ランスレータ等の標準 ソフ トウェア
業界内の啓蒙 ・PR
都市 ガス業界の シンポジウムにおける講演
業界誌(新 聞、雑誌)等 でのPR、 等
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19.日 本紙商 団体連合 会(NPMAJ)

日本紙商団体連合会は、紙 ・板紙の一次卸、二次卸業者を もって構成す る全国的組織体で、昭和36年 に設

立され、現在会員は、54団 体1,353社 を数 えています。紙パルプ業界にお ける情報の システム化 はかなり古

く、電子計算機の連携指針の表現にある 「ビジネスプロ トコルの標準化」という言葉が使われるようになる

二昔 も前か ら、業界コー ドの統一を目指 した 「紙 ・パルプコー ドセンター」が業界団体支援の下に昭和46年

に設立され、先見性を もって問題点を把握 し、製造 ・流通一体となって対処 してきま した。以後、20年 の余

に亘 って営々とコー ドメイ ンテナンスの業務を続けてきていることが、その後の業界 における企業間高度情

報交換 システムの発展に大いに寄与 してお ります。また、昭和48年10月 には 「紙パルプ情報 システム研究

所」が発足いたしま した。

同研究所 は昭和55年 には、先駆的企業間情報交換 システムとしてのrP-DEX」 を稼働 させ、FDベ ース

なが ら物流情報を中心に、複数企業間のデータ交換業務が開始されました。

昭和61年12月 か ら、代理店有志 により、代理店 と卸商間の受発注 システムである 「紙パ流通VAN」 シス

テムの共同開発に着手 し、平成元年2月 より㈱カ ミネ ッ トによって本格的に稼働を開始 しま した。

平成2年7月 には、製紙メーカー、代理店、物流業者を結ぶrP-EDI」 システムが稼働 し、rP-

DEX」 システムの運用が終了 しま した。

平成2年12月 には、 「紙パ流通VAN」 と 「P-EDI」 が接続 し、物流情報の交換が行われ ることとな りま

した。 「紙パ流通VAN」 とrp-EDI」 は、いずれ も紙 ・パルプコー ドセ ンターの統一 コー ドを使用 してお

ります。

こう した一連の動 きと平行 して、昭和63年12月 には、 「紙流通業にお ける電子計算機 の連携 に関する指

針」が告知 されました。

当会は、rEDI推 進協議会」への加盟を契機に、 日本製紙連合会 と共に横断的な推進体制 を確立 してい く

ことになりますが、紙流通業界としまして も、今後 ともオープ ンなシステム作 りを推進 して参 ります。

連絡先 日本紙商団体連合会(日 本洋紙代理店会連合会)

〒103東 京都中央区日本橋久松町5-6

TelO3-3249-4866FaxO3-3249-4868

【平成4年 度活動実績】

1.活 動 機 構 一 一 紙 パ ル プ 情 報 シ ス テ ム研 究 所(P-EDI)、 ㈱ カ ミネ ッ ト(紙 パ 流 通VAN)、 紙 ・パ ル

プ コ ー ドセ ン タ ー(業 界 統 一 コ ー ド)

2.活 動一一通常業務の他、将来構想は運営委員会方式で検討。

3.EDI推 進協議会研修会への参加実績一 通算で10名 程度参加。

4.関 連 報 告 書 名

● 「紙 パ ル プ 業 界 統 ・一一一品 名 コ ー ドブ ッ ク第4版 」4年11月 、 紙 パ ル プ コー'ドセ ンタ ー 発 行

● 「紙 パ ル プ 業 界 の 情 報 処 理 の 共 通 基 礎 」4年5月 、 カ ミネ ッ ト発 行

● 「紙 ・パ ル プ コー ドセ ン タ ー の 紹 介 」4年12月 、 紙 パ ル プ コ ー ドセ ンタ ー 発 行

5.そ の他関連事項

「紙流通取引慣行の現状 と望 ましい方向」(4年11月)及 び 「紙パ ルプ産業の物流合理化 ガイ ドライ

ン」(4年12月)が 発表 され、企業間情報ネ ットワー クシステムの重要性が指摘された。

【平成5年 度活動予定】

1.活 動 機 構一4年 度に引き続 き、上記3機 構による業界共通基盤作 りを推進 し、相互運用性のある

システム作 りに努 める。

2.コ ー ド整 備一 生産 ・販売の観点だ けでなく、物流(貨 物)を 意識 した品名 コー ドの充実が重要課題

となっているので、特別委員会を設置 し、検討 していく。
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20.幽 日本 広告 業協会

戦前か ら広告業者団体 は存在 していましたが、任意団体 として協会が設立 されたのは、昭和25年 です。そ

の後、日本広告業協会 として通商産業省より昭和45年5月7日 に法人認可されました。設立の目的は、広告

業の健全な発達 と広告活動の改善向上を図 り、 もってわが国経済の発展と国民生活の向上 に寄与すること、

としてお ります。

会員社数 は150社 です(平 成5年7月 現在)。 平成4年 歴年の会員社の取扱高合計 は4兆2341億 円とな り、

日本の広告費[㈱ 電通の推計による]に 占める割合は、77.5%と なっています。国内には、広告業団体が当

協会以外に17あ り、その多 くは地方各地に所在 しています。 これ らの協会の会員社は当協会の会員社 と多 く

は重複 しています。

当協会の事業活動 は、主として会員社か らのメンバーによって構成される委員会を中心に展開 されてお り、

事業関係の基本 となる委員会は8つ あります。

EDIに 係わる委員会 は、 「情報システム小委員会」で、すでにあった取引合理化委員会の下部機関 として

平成4年 秋に新設 されました。当協会 には、約20年 程前 「電子計算機部会」が設 けられ、3年 間継続 しただ

けでその後廃止されたままになっていました。当時は会員各社の コンピュータ導入が積極的に行われていた

時期で した。

最近当業界で も、社内処理だ けでなく、取引先とのオ ンライ ン処理が始 まってお り、特に媒体社 との間で

活発になる徴候を見せはじめて います。取引決済、広告紙面の場所取 り、広告原稿の送稿などです。 これ ら

は個 々の広告会社 と個々の媒体社との話 し合いでシステムを作 られているのが現状で、今後拡大 してゆ くに

あたって標準化の問題など多 くの課題が予想されています。

情報 システム小委員会は、新設以来平均月1回 のペースで会合を重ねてお り、各委員社か ら現況報告を聞

いた り、専門家を招いた りして基礎的な研究に取 り掛か った ところであり、取引先である媒体関係団体 との

話 し合いも緒 につ いたばかりです。

連絡先 ㈲ 日本広告業協会

〒104東 京都中央区銀座4-8-12コ チワビル

Te103-3562-0876FaxO3-3562-0889

【平成4年 度活動実績】

●広告会社大手11社(電 通、博報堂、東急エー ジェンシー、大広、旭通信社、読売広告社、1&S、 第一企画、

マ ッキ ンエ リクソン博報堂、朝 日広告社、オ リコム)の コンピュータ部門担当責任者による 「情報 システ

ム小委員会」の設立 と月例定期会議の開催

●外部講師による 「EDI」 セ ミナーの開催

「外航海運業界におけるEDI利 用の現状」について

【平成5年 度活動予定】

●上記 「情報 システム小委員会」の月例定期会議の継続開催

●外部講師によるrEDI」 セ ミナーの開催

「コンピュータメーカー富士通におけるEDIソ リュー ションの現状 と今後の取組み状況」について

●その他EDIに 関す る外部情報の収集。

●広告会社、媒体社、データ会社間のデータ交換等の研究。
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21.㈲ 日本 自動車工業会(JAMA)

、ノ

㈲ 日本自動車工業会は、それまでの四輪車 メーカーを会員とす る自動車工業会 と小型車、オー トバイメー

カーを会員 とする日本小型自動車工業会が昭和42年 春 に合併 して設立された公益法人であ り、わが国製造業

の中核を成す団体であります。他の工業団体 と同様、当会もわが国自動車工業の健全な発達を図り、もって

経済の発展 と国民生活の向上に寄与することを目的としてお ります。会員 としては、 日本で乗用車、 トラッ

ク、バス、二輪車(含:原 動機付自転車)を 製造する企業13社 が加盟 しています。

主な事業 として① 自動車に関する内外の生産、流通、貿易及び消費に関す る調査 ② 自動車の生産の合理化、

生産技術の開発向上に関する施策の樹立及びその推進 ③自動車の貿易及 び国際交流に関する施策の樹立及

びその推進 等ですが、④最近 は特に、交通安全、省エネルギー対策、地球環境対策、 リサイ クル対策等の

推進策について熱心 に検討 しています。 これ らの事業は、17の 委員会、54部 会等により検討の上必要な対策

を推進 しています。

EDIに ついては、会員各社が十数年前より主 として取引先部品メーカーとの間で実施 しており、業界では

夫々効率化を目指 しEDI化 している状況にあ ります。

しか し、最近 におけるEDI標 準化の動 きに対 し平成元年11月 に 「情報 システムWG」 を常任委員会 ・企画

部会の下 に設け外部関連機関への対応にあたってきま したが、平成4年2月 にrEDI検 討会」を新たに設置

し、 自動車業界 としてEDI標 準化を導入する場合の問題点等に付 き検討を開始 しま した。

現在のところ業界標準を作成 した先行業界、コンピューター会社、主要な自動車部品 メーカーにおける標

準、作成推進状況とその成果或いは自動車業界における標準化への見解等をお聞 きしている段階です。

連絡先 ㈲ 日本自動車工業会

〒100東 京都千代田区大手町1-6-1大 手町 ビル

Te103-3216-5766FaxO3-3287-2075

【平成4年 度活動実績】

常任委員会の企画部会にEDI検 討会設置を決定(平 成5年2月)

【平成5年 度活動予定】

EDI検 討会の検討開始(標 準化先行業界の導入事情等を調査)
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22.㈲ 日本 情 報 シス テ ム ・ユー ザ ー協 会(JUAS)

社団法人 日本情報 システム ・ユーザー協会(略 称JUAS、 会長=久 米豊 ・日産 自動車㈱会長)は 、昭和37

年に当時情報 システムのユーザ ーの有志が中心 となって発足 した日本データ ・プロセシング協会(昭 和56年 、

社団法人化)を 母体とするもので、発足以来30年 にわたり一貫 してユーザーの視点と立場か ら、コンピュー

タ等の情報 システムの高度利用 に資する研究交流 ・調査 ・コンサルテ ィング等の普及 ・啓蒙活動 に専心 して

きま した。昨今、ダウンサイジングやオープン化などの新 しい技術パラダイムの台頭や、景気停滞下で企業

の情報化投資の見直 し等が盛ん に行われるなど産業界の情報化が大きな転換点を迎えるにあたって、情報化

推進 に占めるユーザーの見方や考え方 に従来以上の重きが置かれるようにな りま した。 こうした背景か ら我

が国の情報 システム ・ユーザーを真に代表 しうる団体の必要性を叫ぶ声が高まり、平成4年7月 に現在の姿

で再 スター トを切 ることとなりました。

中立なユーザー団体 としての責任と使命は、新協会移行後、ますます重要度を増 しつつあ り、行政をは じ

め海外を含む標準化関連団体や情報産業関連各団体諸機関からの期待は大きなものがあ ります。これ ら関係

各位の期待にどこまで応えていくことがで きるかが、将来的な協会発展のカギとも言えます。

現在、各産業界を代表する大手企業200社 をメンバーの中核とし、以下の10の 委員会が活発な活動を展開

しています。

-

り
乙

O
O

4

に
」

6

7.

8.

9.

10.

政策企画委員会(委 員長:丸 田芳郎 ・花王㈱会長)

広報委員会(委 員長:伊 藤正雄 ・新 日鉄情報通信 システム㈱特別顧問)

経営問題研究委員会(委 員長:荒 木裏 ・東京海上火災保険㈱副社長)

●情報化投資研究部会 ●人材育成研究部会 ●経営 ・業務革新研究部会

国際交流委員会(委 員長:荒 木浩 ・東京電力㈱社長)

標準化推進委員会(委 員長:宮 津純一郎 ・日本電信電話㈱副社長)

●標準化動向調査部会

技術交流委員会(委 員長:引 地藤蔵 ・日立情報ネ ッ トワーク㈱顧問)

●オープ ンシステム導入研究部会 ●オープンシステム事例研究部会

●オープ ンシステム技術研究部会

調査委員会(委 員長:大 島眞 ・川鉄 システム開発㈱副社長)

情報化推進対策委員会(委 員長:小 西一生 ・花王㈱理事)

コンサルタン ト委員会(委 員長:茶 谷達雄 ・東京経営短期大学教授)

関西委員会(委 員長:川 上哲郎 ・住友電気工業㈱会長)

ユーザーが自ら抱え、一企業では解決 しえない諸問題を中心に、業界横断的な広い視野か ら問題解決のた

めの ノウハ ウを探 り、その成果をユーザー企業の情報化に役立てて もらうとともに、必要 に応 じ、行政や情

報産業界への積極的な提言を行ってい く計画です。

EDI推 進協議会においては、業界の枠組みを越えた共通の目標の中で、産業情報化を牽引すべ くリーダー

シ ップを発揮 していただ くことに期待 します。

連絡先 ㈲ 日本情報 システム ・ユーザー協会

〒103東 京都中央 区日本橋小伝馬町15-17ASK日 本橋 ビル5F

TelO3-3249-4101FaxO3-3249-4104,03-3249-5314

【平成4年 度活動実績】

標準化推進委員会(委 員長 宮津純一郎)

平成4年10月 に同委員会を発足させ月1回 のペースで委員会を開催

平成5年2月 に標準化動向調査部会を設けて具体的な活動準備にとりかかった。

【平成5年 度活動予定】

標準化推進委員会(委 員長 宮津純一郎)及 び標準化動向調査部会(副 会長 宮部博史)で 具体的な事業

を企画する計画になっている。
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23.日 本製紙 連合会(JPA)

[目的 ・事業]

日本製紙連合会 は、昭和21年 に紙及びパルプ工業会が設立 されて以来、幾多の変遷を経て、昭和47年 紙
・パルプ連合会と板紙連合会が合併 して設立された事業者団体です。
わが国紙 ・板紙 ・パルプ製造業の健全なる発展を図 ることを目的として、わが国主要紙 ・パルプ会社に

よって構成されており、委員会活動を中心に次のような事業を行 っています。

紙 ・板紙 ・パルプ製造業に関する

(1)内 外の調査、研究

(2)情 報、統計資料の収集および提供

㈲ 広報活動

[会 員]

紙 ・パルプ製造業者及びその団体である正会員 と、流通業者、商社く海外法人企業の日本支社等の賛助

会員によって構成 されており平成5年7月31日 現在の会員数 は正会員58社 、7団 体、賛助会員83事 業所 と

なっています。

[組 織]

総会、理事会、部会(総 務 ・紙 ・板紙 ・パルプ ・林材 ・古紙)、 各種委員会があります。

[紙 ・パルプ業界における情報 システム]

《紙 ・パルプコー ドセ ンター》

昭和46年 に紙 ・パルプ業界の総合的流通合理化 に寄与す ることを目的として、業界4団 体(日 本製紙

連合会、 日本洋紙代理店会連合会、 日本板紙代理店会連合会、 日本洋紙板紙卸商業組合)の 支援の下に

紙 ・パルプコー ドセ ンターが設立 されま した。

センターは、業界統一 コー ドの整備、維持、管理、普及にあたって きてお り、業界 における企業間高

度情報交換 システムの発展に大いに寄与 してきま したが、引き続 き統一 コー ドの充実に努めています。

《紙 ・パルプ情報 システム研究所》

昭和48年 に、紙 ・パルプ情報 システム研究所が発足 し、'情報 システムの研究を進めて きましたが、昭

和55年 には、データ交換共同 システムとしては先駆的なrP-DEX」 を稼働させ、複数企業間のデータ

交換業務が開始 され ました。その後平成2年 に、 この 「P-DEX」 に替わ って、 システムの拡張性 と効

率性 にすぐれた 「P-EDI」 システム(製 紙 メーカー、代理店、物流業者間を結ぶ)を 稼働 させ、既存
の 「紙パ流通VAN」 システム(代 理店 と卸商間の受発注 システム)と の接続が行われ、物流情報の交

換が行われ ることになりました。

《EDI研 究会》

平成5年3月 よりEDI研 究会を設け、EDI標 準化について研究を進めています。

連絡先 日本製紙連合会

〒104東 京都中央区銀座3-9-11TelO3-3248-4803FaxO3-3248-4827

【平成4年 度活動実績】

平成4年3月3日

平成4年2月12日

EDI研 究会発足(研 究会メンバー会社19社)

EDI推 進協議会の研修会に日本製紙連合会事務局他が参加

同研修会資料をEDI研 究会メンバ ーに配布

【平成5年 度活動予定】

平 成5年4月8日 第2回EDI研 究 会:外 部 講 師 に よ る セ ミナ ー 、 我 が 国 に お け るEDIの 現 状 に っ い て

5月14日 第3回EDI研 究 会;紙 パ 業 界 に お け るEDIの 現 状 －P-EDI、 カ ミネ ッ ト、 コ ー ドセ ン

タ ー の概 要 説 明 。

EDIビ ジ ネ ス プ ロ トコル 標 準 化 作 業 の た め のW.G.設 置 を 決 定(W.

G.メ ンバ ー 会 社9社)

EDI研 究会W.G.作 業部会を開催(6/3、6/18、7/1)、 現在、唯一実運用 にあるP-EDI仕 様をベースに ビ

ジネスプロ トコル標準化案の作成作業を進めている。今後引き続 き作業を進めるとともに、将来の業際間
EDIへ の展開 も視野に入れたCIIシ ンタックスルールの研究 も行 うこととしている(EDI研 究会W .G.主 査:
荻原正常(王 子製紙㈱情報 システム部長))。
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24.日 本 チ ェー ン ス トア協 会(JCA)

当協会は、チェーンス トアの健全な発展と普及を図ることにより、小売業の経営の改善を通じて、我が国流通機構
の合理化、近代化を促進するとともに、国民生活の向上に寄与することを目的に、1967年8月 に設立 した。1993年3
月現在会員企業数は140社、7946店舗が加盟。年間販売額は15兆3千 億円(速 報ベース)と なっている。

らご藤澱 茂霧㍊麓鍵で薮獣麗夕肇警 語麟 ㌔灘顯 艦 齢意識 う離か
これまでに、 システム化促進のための統一伝票やオ ンライ ン通信手順、伝送 フォーマ ッ ト等、小売業と取

引先間での商取引に必要な ビジネスプロ トコルの標準化を行った。(下 表)

制 定 時 期 内 容

チェー ンス トア統一伝票
手書 き用(B様 式)

1975年3月 オフライン用仕入、及び返品伝票で手書 き用、
タイプ用、OCR用 の3種 類を制定。

JCA(J)手 順 1980年7月 BSCを 中心 とした通信手順。

標 準 デ ー タ 交 換 フ ォー マ ッ ト 1982年7月 オ ンライ ン発注データの標準データ伝送フォー
マ ッ トで、発注仕入伝票発行用 とピッキ ング リ
ス ト発行用の2種 類の標準 フォーマ ッ トを制定

ターンアラウン ド用
発注仕入伝票

1984年3月 オ ンライ ン発注用発注仕入伝票で、伝票明細行
数によって、1型 、2型 、3型 、4型 の4種 類
をB様 式伝票と して追加制定。
発注 コー ドとして、POS用JANコ ー ドが使
用可能になっている。

請 求 デ ー タ標 準 フ ォ ー マ ッ ト 1985年4月 請 求 デ ー タの 標 準 フ ォ ー マ ッ トを定 め た もの で磁 気
テ ー プ 、 フ ロ ッ ピ ー デ ィス ク、 及 び オ ン ラ

イ ン伝 送 フ ォ ー マ ッ トの3種 類 が あ る 。

発 注 コ ー ドと して 、POS用JANコ ー ドが 使

用 可 能 に な って い る。

請 求 デ ー タ標 準 フ ォ ー マ ッ ト 1985年4月 請 求 デ ー タの 標 準 フ ォー マ ッ トを 定 め た もの で

磁 気 テ ー プ 、 フ ロ ッ ピー デ ィス ク、 及 び オ ン ラ

イ ン伝 送 フ ォ ー マ ッ トの3種 類 が あ る。

オ フライン用仕入、
及び返品伝票

1987年10月 発注 コー ドとして、POS用JANコ ー ドを使
用可能とし、仕入 システムの 効率化を図 る為、
ターンアラウン ド用発注仕入伝票フォーマッ ト
との整合を図った。
仕入、返品伝票共、タイプ用、手書 き用の2種類を

B様 式伝票として追加制定。

JCA-H手 順 1991年4月 OSIの 一種であるMHSを ベースとした通信
手順で、現行のJCA(J)手 順に加え追加制定。

OCR用 ターンアラウン ド
発注仕入伝票

1992年3月 ターンアラウン ド用発注仕入伝票 と同一 フォー
マ ッ トで、入力処理のOCR化 を可能 にした伝
票。様式伝票 と伝票明細行数により、1型 、2
型、3型 、4型 をB様 式伝票として追加制定 。

引無 謬霧講 巌鞠硫 鍵ξ楕竃熱鰯 雰男習i煕 罐塞控2聖 賢
在は他業界にも幅広 く使用 されている。

。蒜ち麟 蹴 繍 鵠犠s溢蓮ξ与声 音こ理犠 潟曝 接臨
連 絡 先 日本 チ ェー ンス トア 協 会

〒105東 京 都 港 区 虎 ノ 門5-13-1虎 ノ門40森 ビル

Te103-3433-1290FaxO3-3433-1297

【平 成4年 度 活 動 実 績 】●㈱ 化縫 委競
セ鯵 ζ羅 覇 綿 織 藷誌 』膿 錆あ謬i漉 ぎ 業界'企業の主

●ハー ド及びソフ トメーカとJCA、H手 順の開発に関 して ヒヤ リングを実施
●DCCと 協力rH手 順検討委員会」に参加。技術的研究を実施。
●平成4年10月:JCA会 員を対象に 「EDIセ ミナー」を実施
●平成4年10月:DCCと 共催、ECに おけるEDIの 実態を探るためrEC流 通情報 システム化動向調査団」

【平成5年 度翻 薯定】
●情報 システム委員会、JCA手 順WG委 員会を 「EDI研 究委員会」に拡大 ・改称
●物流情報 システム標準化研究委員会を設置、QRSの 一環 として、出荷(納 入)デ ータ伝達 フォーマ ッ トの標準化研究を実施中

●DCCと 協力 「H手順(JCA・H手 順)ガ イ ドブック」を平成5年8月 に発行

:離 鵠 灘 撃難 鯉 攣 象+麟 路の委員が参加
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25.㈲ 日本電機工業 会(JEMA)

当工業会では、平成3年9月 に 「EDI推 進委員会」を設置 し、今や経営資源の一つの柱 となりつつある情

報資源の有効活用により、JEMA会 員及 び取引先双方の企業活動の合理化 ・効率化 に資することを基本理

念 として以下の基本方針 に沿いEDI推 進活動に取 り組んでいます。

(1)『4事 業分野間(電 線、電子機器、電気機器、電力)に おける電子計算機の連携利用に関する指針9

に基づき業際連携の推進を図る。

(2)上 記を踏まえ、まず電力事業及 び電線事業を対象に、重電機器に係わるEDIを 推進す る。

(3)次 に標準化の成果、経験等を基礎 として、JEMA会 員相互及びJEMA会 員が関与する他の事業分野

への適用拡大を図 る。

平成4年 度は、電力会社との柱上変圧器取引及 び電線 メーカーとの電線取引に関 して、それぞれ電事連標

準、EIAJ標 準に準拠 した形での ビジネスプロ トコルの検討を行いました。

ビジネ スプロ トコルにっいては、電機4業 界間における連携指針を踏まえ、少なくとも同業界間の標準 は

一つを指向 し、JEMA標 準として制定す ることは避 けました。 このため、先行標準(EIAJ標 準、電事連標

準)にJEMA固 有データ項目の追加が必要 な場合 は、両標準の修正を要請 し、それに基づ き トライアルを

実施する予定です。

rEDI推 進委員会」では引き続 き、EDI対 象業界、対象製品の拡大検討を行 ってい く予定です。

今回設立されたEDI推 進協議会 には、業界を越えた標準策定について期待を しております。

連絡先 ㈲ 日本電機工業会EDI推 進委員会事務局

〒100東 京都千代田区永田町2-4-15

Te103-3581-4842FaxO3-3581-4859

【平成4年 度活動実績】

当会で は、電気4業 界(電 力、電子、電線、電機)間 のEDI化 を目標に、平成3年10月 にrEDI推 進委員

会(委 員長:矢 野晴一)」 を設置 しま した。

平成4年 度は、電力会社との間で柱上変圧器を、また、電線メーカとの間で電線の取引に関するビジネス

プロ トコルの検討を行いました。

ビジネスプロ トコルについては、上記4業 界間における連携指針を踏まえ、少な くとも同業界間の標準 は

一つを指向 し、JEMAと して新たに制定することは避 けるべ く、柱上変圧器取引に関 しては、電気事業連

合会制定 「資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準」を、また、電線取引に関 して は、㈲ 日本電子機械工業会

制定rEIAJ取 引情報化対応標準」の適用検討を実施 しました。

【平成5年 度活動予定】

rEDI推 進委員会(委 員長:平 省治)」 では、以下の通 り対象製品を拡大 し、平成4年 度 に引き続 き、

ビジネスプロ トコルの検討を行ないます。

(1)当 会会員が売 り側の立場:電 力会社 との配電用貯蔵品

② 当会会員が買い側の立場:電 線を含む購入素材および購入部品など全資材品 目

加えて、電力会社 との柱上変圧器取引および電線 メーカとの電線取引の トライアルオペ レーションの

実施を予定 しております。
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26.㈱ 日本電気制御機器工業会

【平成4年 度活動実績】

1.EDI推 進協議会発行 啓蒙 ・情報資料

(JEDICNewsletter等)「 の会員への配布 と徹底(各 資料毎)

2.EDI推 進協議会設立総会 に参加。また、EDI推 進協議会の概要 と活動状況を当工業会会報(平 成4年12

月)に 掲載。

【平成5年 度活動予定】

1.EDI推 進協議会 平成5年 度計画関連事項の推進

2.EDI推 進協議会関係会議、及 び研修会参画

3.EDI推 進協議会発行、啓蒙 ・情報資料冊子の会員への配布
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27.日 本電気専門大型店協会

【平成4年 度活動実績】

1.家 電流通情報 システム研究会

(働家電製品協会主催、日本電気専門大型店協会(NEBA)と のEOS、VAN等 の構築、運営、改善、

普及に関する会議)

●平成4年2月4曰 く説明会>

NEBA会 員等に対 してJANコ ー ド伝達 システムのバージョンアップ、 リアルVAN(在 庫問合せ シ

ステム)の デモンス トレーション

●平成4年8月19曰 く情報 システム研究会〉

①JANコ ー ド伝達 システムのバージョンアップの内容修正

② 統一伝票E様 式ll型 の開発

●平成5年2月5日 〈情報 システム研究会 〉

③JANコ ー ド伝達 システムのバージョンアップの検討

④ 統一伝票E様 式ll型 の開発検討

●平成5年3月16日 〈商品情報伝達 システム説明会〉(対 束日本地区家電量販店)

●平成5年3月23曰 く商品情報伝達 システム説明会〉(対 西日本地区家電量販店)

2.家 電VAN検 討小委員会(NEBA主 催)

●平成5年5月12日

中小家電店向けカタログ情報システム(VAN)開 発の検討

●平成5年5月27日

同カタログ情報 システム(VAN)の 説明会 ・デモンス トレーション

【平成5年 度活動予定】

1.家 電流通情報 システム研究会

●平成5年8月27曰 く情報 システム研究会 〉

① 平成5年 度事業計画の説明

②VAN料 金体系の検討

③ 統一伝票E様 式ll型 の実施時期の検討

④JANコ ー ド伝達システムバージョンア実施時期の確認及び説明会開催の検討

以降、開催 日は未定

2.家 電VAN検 討小委員会

① カタログ情報システム(VAN)の 最終的内容の検討 ・確認

② 料金体系の確認

③ 実施時期の検討

④ 説明会開催の検討

開催 日は未定
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28.㈲ 日本 電子 機械工業会(EIAJ)

㈲ 日本電子機械工業会(民 生用産業用電子機器、電子部品 ・デバイスのメーカ等600社 による業界団体)

では会員企業間の電子取引の標準化を推進するため、昭和63年 にEDI推 進セ ンター(平 成5年4月1日 より

rEDIセ ンター」と改称)を 設置 しま した。平成元年5月 、rEIAJ取 引情報化対応標準1A」 を発行 し、業

界標準EDIが 実用化 しま した。以来、対象 とす る業務範囲を順次広げ、現在の 「1C」版で は受発注に当面

必要な業務をカバー しています。

EDI推 進セ ンターは正会員191社 、賛助会員72社 で構成 され、EIAJ標 準を利用するために登録 された統一

企業 コー ドは約1000社 に及びます。

EIAJ-EDI標 準の開発 ・維持のたあに、EDI推 進セ ンターでは情報化対応運営委員会の もとに13の ワー

キ ンググループを作 り、それぞれ月1回 以上の活動を続けています。

現行のEDI標 準を一層使いやす くするバージョンアップと並行 して、下記の課題に取 り組んで います。

① 標準納品荷札 とその補完のための標準納品書の制定、新バーコー ドラベルの開発

② 業際EDIと しての物流EDIの メッセージ開発

③EDIに 係わる法規問題への対応

④CIIシ ンタックスルールへの対応

⑤ 国際EDI標 準(EDIFACT)へ の対応

EDI推 進セ ンターでは公開の原則に従い、規約類の刊行な らびにセ ミナーによる解説なども今後続けます。

EDI推 進協議会には普及啓蒙活動、EDIを 利用できる情報イ ンフラ基盤の整備 などを通 じて指導性の発揮

を期待 します。

連絡先(社)日本電子機械工業会EDIセ ンター

〒105東 京都港区西新橋2-8-11第7東 洋海事 ビル

TelO3-3593-8323FaxO3-3593-8324

【平成4年 度活動実績】

●委 員 会 名 情報化対応運営委員会(委 員長:大 久保秀典(東 芝物流 ・取締役))

●開 催 した セ ミ ナ ー 国 際EDIセ ミナ ー

EDIセ ミナー

平成4年9月4日 参加者数217名

平成4年12月8日 参加者数565名

●EDI推 進協議会の研修への参加(参 加者数は不明)

●刊 行 物.EIAJ標 準納品書(ト ライアル版)

EIAJ標 準納品荷札

EIAJ標 準納品書 運用ガイ ド(暫 定版)

●そ の 他 ①
②

③
④

業際EDIパ イロッ トモデル調査開発研究(物 流EDI)実 施

次期バージョンへ向けての検討

EDIに おける法的問題点の検討

日欧米電子業界団体による電子業界用国際EDI標 準の開発

【平 成5年 度活 動 予定 】(平 成5年4月1日 ～平成6年3月31日)

●委 員 会 名

●開 催 予 定 の セ ミナ ー

情報化対応運営委員会(委 員長 小野塚英信(NEC・ 資材管理部長)

EDIセ ミナ ー 平 成5年6月22日

1994年 版EIAJ-EDI標 準 セ ミナ ー 平成6年2月 予定

●そ の 他 ①

②
③
④
⑤

CIIシ ンタックスルール導入への検討

新通信手順導入の検討

EDIと 法的問題点の検討

国際EDI対 応

普及推進活動
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29.㈲ 日本電子工 業振興協会(JElDA)

(初日本電子工業振興協会は、1958年 に電子工業に関す る技術の向上、生産の合理化、利用の高度化ならび

に普及の促進などにより、電子工業の振興を図り、もって日本経済に寄与することを 目的に、わが国電子工

業界に指導的地位を占める有力エ レク トロニクスメーカによって設立され、現在では情報産業の中心団体と

して、情報関連産業に係わる種 々の課題等にっいて取 り組んでお ります。会員数は、正会員120社 、賛助会

員80社 により構成されております。

当協会では、平成元年度にEDI研 究会を設け、標準化の動向等について調査を行うとともに、情報技術の

立場か ら標準化活動に積極的に協力 してまい りま した。また、昭和60年 には異機種コンピュータ間の相互接

続、相互運用の要求増大に対処 し、国際的な協調を図 るためOSI推 進協議会(POSI)を 設立 して、ネ ット

ワーク ・アーキクテ クチャの標準化の推進に努力 してまいりま した。 さらに、昭和62年 には日欧米のOSI推

進機関であるCOS(CorporationforOpenSystemsInternational)、SPAG(StandardsPromotion&

ApplicationGroup)、MAP/TOPお よび、POSI(PromotingConferenceforOSI)で フィー ダーズ ・

フォーラムを結成 し、世界的に統一のとれたOSIに 基づ く実装規約の開発等について検討 してまいりました。

これ らの活動 は、EDI推 進のための基礎 となる通信規約の標準化に大いに貢献するものと考えております。

近年 は、最近欧米で注 目をあつめているCALS(Computer-aidedAcquisitionandLogisticSupport)

にっいて、研究会を発足させ活動を実施 してお ります。CALSと は標準化および情報統合化技術を用いて、

装備品等 の設計、開発、生産、取得、管理および後方支援 といったライフサイクル全般に係わる経費の削減、

リー ドタイムの短縮及び品質の向上を行 うための戦略的アプローチであり、EDIも 大きな役割を担 っていま

す。

EDI推 進協議会が、わが国産業の情報化に果たす役割は非常に重要だと考えてお り、当協会 といた しま し

て も情報技術と言 う立場か らEDIの 推進に努力 してい く所存であります。

連絡先 閲日本電子工業振興協会 情報産業部

〒105東 京都港区芝公園3-5-8機 械振興会館

TelO3-3433-1941FaxO3-3433-6350
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30.細 日本電線 工業会(JCMA)

㈲ 日本電線工業会は、電線製造業者をもって構成する全国的組織団体で、昭和20年 に日本電線協会 として

戦後の電線事業の再建、復興を図るたあに創立 し、その後昭和32年 今の名称に改組 し現在に至っています。

会員数 は163社 で、理事会 の下、20以 上の特別委員会、委員会、技術専門委員会 に分かれ、電線事業にかか

わ る種 々の課題に取 り組んでお ります。

EDIに 対する取 り組みは1984年 に発足 した産業情報化対応委員会で、高度情報化への対応の一環 として活

動 してお ります。1988年 以降はEDIに 焦点を絞 って取 り組んでまいりま した。当委員会のEDIの 取 り組みは、

取引関係 の強い電力業界、電子機械業界がそれぞれ業界標準 として発行された 「資材業務 ビジネスプ ロ トコ

ル標準」rEIAJ取 引対応標準」を電線取引に利用 した場合の問題点を、実際に使用 している伝票 とか各社

の処理内容をもとに要望事項、質問事項に整理 し、それを業界に投げかけるという方法を取 って きました。

昨年か らは電機業界 とも検討を進めてお ります。

今後の活動 としては、CIIを ベースに、これまで各業界 と検討 してきた内容を加味 し電線業界と しての標

準にまとめて普及を図 っていきたいと考えてお ります。

EDI推 進協議会の発足により、業際に発展 してきた標準化活動が一層加速 され、促進されていくことを大

いに期待 したいと思 います。

連絡先 ㈲ 日本電線工業会 調査部

〒104東 京都中央区築地1-12-22(コ ンワビル)

TelO3-3542-6031FaxO3-3542-6037

【平成4年 度活動実績】

●委 員 会 名:産 業情報化対応委員会(委 員長 三橋 博)

●開催 したセ ミナー等:平 成4年 度は実施 していません。

●EDI推 進協議会普及研修会への参加実績:11名

●活 動 内 容 要 旨:電 機4業 界連携指針に沿 い、 これまでのEIAJ 、電気事業連合会との検討 に加え、

日本電機工業会と標準化を中心 に検討を行ってきた。

【平成5年 度活動予定】

●委 員 会

●開催予定セ ミナー

●活 動 内 容 要 旨

産業情報化対応委員会 く委員長 三橋 博)

当工業会会員対象 に入門、EDIの 実施手順、電線 としての実施事例紹介等実践的

な研修会を計画 してお ります。

平成5年 度はこれまでの検討をもとにCIIを 基本に置いた実施 の年 と位置づけた

活動を計画 しています。
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31.㈲ 日本 パ ー ソナ ル コ ン ピ ュー タ ソ フ トウ ェア協 会

ネ ッ トワー ク協 議 会(JPSA)

㈲ 日本パーソナルコンピュータソフ トウェア協会は、1986年 にパーソナルコンピュータソフ トウェアに係

る権利保護、開発及び流通の動向等に関す る調査研究並びに流通に係る規格化及び統一化を推進すること等

により、利用者の利便性の向上を図 り、 もって我が国の産業の健全な発展と国民生活の向上に寄与す ること

を目的として設立 され、現在会員 は、正会員278社 、賛助会員54社 、特別賛助会員17社 により構成 されてい

ます。

またネ ットワーク協議会は、1991年 に㈲ 日本パーソナル コンピュータソフ トウェア協会を母体に、ネ ッ ト

ワークビジネ スに関わ る企業が公平 な立場で一堂に会 し、統一的でオープ ンな討議の場を提供 し、 もって

ネ ットワーク業界の健全なる発展と産業の育成に寄与することを 目的に設立されました。

ご承知のよ うに米国におけるネ ッ トワークビジネスは巨大な市場を形成 し、すでに産業構造の根幹をなす

までに重要となっているのに対 し、わが国においてはネ ットワークでの運用はごく僅かです。 こうした状況
の中、国内では各社が独 自の普及促進及び啓蒙活動を行っていますが、マルチベ ンダーシステムによ り形成

されてい るわが国のパー ソナルコンピュター市場 は、米国のそれ と比べ環境が はるかに複雑です。そ こで

ネ ットワーク協議会では、ネッ トワーク業界の健全な発展 と産業の育成のために、ハー ドウェアメーカー、

周辺機器メーカー、 ソフ トウェアベンダー、OSベ ンダー、ディス トリビューター、イ ンテグレー ター等の

ネ ットワークビジネスに関わる企業が横断的な機構と してオープ ンな検討の場を提供 しています。

現在81社 の会員 による活動には、ネ ットワーク時代の技術者育成についての研究、 コンピューターウイル

ス動向と対策の研究、インターオペラビリティーに関する研究。ネッ トワークテステ ィングセンター設立準

備、業界 として利用環境への提案。ネ ッ トワーク対応 ソフ トウェアの知的所有権保護活動、使用権許諾契約
・ライセンス等法的問題に関す る検討。ネ ッ トワーク市場の調査 ・分析。情報の収集と会報(NETWORK

NEWS)・ 協議会BBSを 通 じた会員への情報提供。更 にはユーザーに対 して ビジネスソリュー ションを提

案する為の大規模 な展示会 ・カンファレンス(NETWORK92,93)の 開催を始め各種イベン ト、セ ミナーを

実施 し、ネ ットワークコンピューティングの普及 ・啓蒙活動、広報活動を行っています。

連 絡 先 ネ ッ トワ ー ク協 議 会 事 務 局

〒101東 京 都 千 代 田 区 神 田 司 町2-2新 倉 ビル7F

㈲ 日本 パ ー ソ ナル コ ン ピ ュ ー タ ソ フ トウ ェ ア協 会 内

TelO3-3252-1094FaxO3-3253-1095

【平成4年 度活動実績】

1.㈲ 日本パーソナル コンピュータソフ トウェア協会
く委員会〉法的保護委員会、国際交流委員会、地域情報化委員会、技術委員会、総務委員会、企画広報

委員会、知的財産権特別委員会、 ビジネスソフ ト専門部会、CAD専 門部会、ゲームソフ ト専門部会、教

育 ソフ ト専門部会、流通専門部会、オープンシステム専門部会、マルチメデ ィア研究会

2.ネ ットワーク協議会

テスティングセンター設立委員会、法的検討委員会、市場調査委員会

3.両 協 会 に か か わ る活 動

ネ ッ トワ ー ク支 援 セ ン タ ー(仮 称)設 立 準 備 、NETWORK'92(イ ベ ン ト)開 催

【平成5年 度活動予定】

1.㈲ 日本 パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ ソ フ トウ ェア協 会

ソ フ トウ ェア 違 法 コ ピー対 策 プ ロ ジ ェ ク トを 実 施 。 企 業 内 に お け る違 法 コ ピー を 追 放 し、 よ り健 全 な社

会 と産 業 の 構 築 に取 り組 む 。

2.ネ ッ トワーク協議会

技術委員会(ネ ットワークのSEに 必要 と思われ るカリキュラムを検討)

広報委員会(会 員への情報提供、ネ ッ トワーク普及 ・啓蒙活動)

3.両 協会にかかわる活動
●ネ ッ トワーク支援セ ンター(仮 称)設 立準備

ネ ッ トワークコンピューティングの時代に対応 した各種試験及び研究開発のためのマルチベ ンダー環境

を備えた本格的な施設づ くりの推進母体。
●NETWORK'93(イ ベ ン ト)開 催
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32.日 本 百貨店 協会(JDSA)

【平成4年 度活動実績】

標準化推進委員会を中心に以下のような活動を展開

(当委員会 は百貨店業界における情報 システム等の推進、調査研究を行 う機関)

1.基 盤 整 備 に関 す る 活 動

●平 成5年1月22日 「買 掛 支 払 デ ー タ フ ォ ー マ ッ ト」 を 標 準 化

2.百 貨店の情報 システム化促進に関する活動

●情報 システム研究会の開催

平成5年1月29日 「店舗におけるローコス トオペ レーションとシステム支援」をテーマに研修会を開催

【平 成5年 度活動 予定 】

1.情 報化促進のための支援活動

情報 システム関連事項に関する 「研究会」の開催

2.情 報化基盤整備のための活動

① 共通取引先 コー ドの利用促進

② バーコー ド値札の標準化

③ 受発注等データフォーマ ッ トの標準化

④ 物流合理化等に関するシステム化支援研究

3.共 同 ・共 通 シス テ ム の 研 究

4.そ の他 第6回 「百貨店における情報処理基本実態調査」の実施
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33.日 本 フ ォー ム 印刷 協 議 会(JBFA)

日本 フォーム印刷協議会(JapanBusinessFormsAssociation)は 、 ビジネスフォーム印刷業者の自主

団体で、北海道フォーム印刷協議会 ・東北フt－ ム印刷協議会など全国10地 区の組織 と専門フォーム印刷協

議会の11団 体で構成 されています。昭和40年 に通商産業省、工業技術院、コンピュータユーザ団体等の支援

の もとに、全国単一組織の 「フォーム印刷協議会」として設立され、その後昭和49年 に現在の連合会型組織

に改組されました。日本 フォーム印刷協議会の会員は、11団 体ですが、ll団 体に加盟 している企業数 は、約

300社 、さらに製紙 ・イ ンキ ・機械等の関連企業約50社 が特別会員 として加盟 しています。

印刷産業界は、昭和60年 に設立 された㈲ 日本印刷産業連合会のもとに、日本 フォーム印刷協議会 ・印刷工

業会 ・全 日本印刷工業組合連合会 ・日本軽印刷工業会 ・日本写真製版工業組合連合会 ・全 日本製本工業組合

連合会 ・全日本 シール印刷協同組合連合会 ・全国グラビア協同組合連合会 ・全 日本 スク リーン印刷協同組合

連合会 ・全 日本光沢化工紙協同組合連合会の10団 体が加盟 し構成されています。

「ビジネスフォーム」の定義 は、広義に狭義にいろいろと説明されていますが、基本的には 「電算機の入

出力に関連する諸帳票および応用製品」ということがで きます。また別の観点か ら、 ビジネ スフォームとは

「文字 ・数字 ・画像による情報伝達の道具」ともいわれています。航空券、宅配伝票、お買物明細表、公共

料金の案内状など、 日常生活の中にも数多 くの ビジネスフォームをみることがで きます。

ビジネスフォームの年間売上高は、定義の解釈により、また兼業メーカーが多 いためその把握が難 しく算

出 しに くいのですが、印刷産業全体(8兆 数千億円)の 約1割 と考えてそう大 きな違 いはないと思 います。

日本フォーム印刷協議会 は、資材委員会 ・技術委員会 ・国際委員会など6つ の委員会が軸 となり、業界発

展のための調査 ・研究 ・情報交換 ・国際交流などを行 っていますが、高度情報化が進展す るなかで、ビジネ

スフォーム産業が情報の処理 ・加工のサービスを行 う産業として、また、あ らゆる産業 との接触 を有する産

業 として、その役割は大 きく、より一層の ソフ ト・サー ビス化、情報化、技術の高度化に向かって事業の推

進 に努力 しているところです。

連絡先 日本フ ォーム印刷協議会 事務局

〒104東 京都中央区新富1-16-8

Te103-3551-8615FaxO3-3555-8466

【平成4年 度活 動実績 】

EDI推 進協議会研修会に参加(2回)

【平成5年 度活動予定】

今年度はより積極的に取 り組みたい と考えている。

㈲ 日本電子機械工業会のご協力を得て、当協議会技術委員会のメンバ ーによる勉強会を行い、広報誌に連

載する予定である。これを手始めに、会員の意識を高あて行 く様な行動を計画する。
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34.㈲ 日本 貿 易 会(JFTC)

㈲ 日本貿易会は日本の貿易に関する民間組織 として広 く企業 ・団体等を会員 に1947年 に設立された団体で、

その後1986年 に、わが国の貿易及び貿易業界の健全な発展により一層寄与す る事を目的に、商社を中心 とす

る貿易業界の団体に改組、今日に至 ってお ります。

日本貿易会には、.貿易に関す る企業 ・団体等約300社 が加盟 し、正会員として100余 の貿易業者 ・団体 ・個

人が、賛助会員 として計200余 のメーカー ・銀行 ・造船 ・鉄鋼等の貿易関連業者 ・団体 ・個人がそれ ぞれ参

加 しています。

日本貿易会は貿易業界の当面する諸問題に対 して会員の意見を取りまとめ、相協力 して、その改善を図 り、

必要に応 じて政府関係当局に も働 きかけるなど、厳 しい国際環境への適応を図 りなが ら、わが国貿易の発展

と業界繁栄の基礎固めに努力 しております。

そのよ うな状 況の下、現在およそ20の 部会がそれぞれの目的を持 ち活動を実施 してお りますが、今回の

EDIに つ きま してはその中の 「情報 システム部会」が対応いた してお ります。

日本貿易会と しましては、物の流れの中間にある立場且つあらゆる業界団体 と協調関係にある立場で もあ

り、独 自の活動 ということではなく各業界 と歩調を合わせた活動を進めてまいります。昨年は、石油化学工

業協会の依頼により合同作業部会 という形でそのEDIの 推進に参画/協 業 させて頂 き、現在 は鉄鋼 ネ ッ ト

ワーク研究会の商社部会として日本貿易会のメンバーがその活動に参画させて頂 いてお ります。

今回あ らゆる業界の参画を得て設立 された 「EDI推 進協議会」は私共にとって新たな協調の場を得 られた

ものであり、その活動への期待と共に日本貿易会 としても応分の役割を果たす所存であ ります。

連絡先 ㈲ 日本貿易会 調査部

〒105東 京都港区浜松町2-4-1世 界貿易セ ンタービル6階

Te103-3435-5966,5967FaxO3-3435-5969,5979

【平成4年 度活動実績 】

1.情 報 シ ス テ ム部 会(部 会 長:石 野 典 二)

1)平 成4年9月10日 開 催(参 加22名)

テ ー マ:「 国 内/国 際 ネ ッ トワ ー ク化 の 状 況 」

2)平 成4年11月12日 開 催

テ ー マ:「 情 報 通 信 ネ ッ トワ ー ク ビ ジ ョ ン につ い て 」

2.そ の他関連活動
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ISO/TC154国 内審議委員会

OSI準 拠による新手順検討 ワーキンググループ

EDIFACT日 本委員会 ワーキンググループ

石油化学工業協会BP開 発推進合同作業部会

データ項 目タグ番号委員会

M手 順検討 ワーキンググループ(CII新 手順検討委員会)

EDI推 進協議会及び同協議会普及啓蒙委員会活動参加

【平成5年 度活動予定】

1.情 報 システム部会(部 会長:北 畠光弘)

講演会開催予定

テーマ:「ISDNの 市場動向と今後の展望」

2.そ の他関連活動

平成4年 度の活動に加え 「電子化取引標準化研究委員会」への参加を予定。
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35.㈲ 日本貿易 関係手続 簡易化協 会(JASTPRO)

当協会は、貿易に関する複雑多岐にわたる手続 きを簡易化 し、貿易関係業務の効率化に資することを 目的
として、1974年 、大蔵 ・通産 ・運輸の三省のご指導を得て貿易関係の団体 ・業界および企業 により設立され

た法人であります。

世界貿易の拡大を目指 して貿易手続簡易化運動を推進 している国連の我が国における唯一の窓 口と して関

係国連機関や諸外 国の簡易化機関 と密接な提携を とり、国際的な簡易化活動に参加 してまい りま した。
1990年9月 には、国連欧州経済委員会の貿易手続簡易化作業部会の活動 により積極的に協力するという国の

方針の もとにJASTPROが 母体 とな り我が国か らラポ一 夕ーを派遣 し、その支援組織 として 日本/シ ンガ
ポールEDIFACTボ ー ド(以 下JS/EBと いう)を 設立いた しま したが、JASTPROは ラポ一夕ーとJS/EB
の事務局を引受け今 日に至 っています。その後JS/EBは 韓国、中国、台湾(公 式名称はChineseTaipeiと

称 している)、 マ レーシアおよびイン ドが正式 に加盟 し、ラポ一夕ーはUN/EDIFACTア ジア地区担当ラ

ポーターに、JS/EBは 、アジアEDIFACTボ ー ド(以 下AS/EBと 称す)と 名称を変更 しています。

また、国内的には、従来か ら書類作成の合理化、貿易手続の円滑化、貿易拡大等のお役に立つべ く努めて

参 りま したが 、国 際的 な動 向を踏 まえ、三 省 の ご指導 を いた だ きAS/EBの 日本 側支援 組 織 と して
EDIFACT日 本委員会(以 下JECと 称す)を1990年7月 に設立運営 し、日本の実情に即 した意見を国連に反

映できる体制を整備 してまいりました。

今後は、中長期的視点 に立 って、現行手続 きや使用 され る書式類が貿易業務の円滑化、合理化にマッチす

るか否かの見直 しを行い適切な改善を行ってい くとともに、当協会か らラポーターを国連に派遣 しているこ

とに鑑み、国連で進 めている貿易手続 きにおける電子データ交換(EDI)の 国際標準であるUN/EDIFACT
による標準 メッセージの開発作業等に積極的に参加 し、その啓蒙 ・普及により国際協力に貢献 していくこと

が強 く望まれていると思われます。

当協会は、以上のように、貿易関係手続簡易化のプロモーターあるいはコーディネーターとして国際的な

簡易化運動に歩調を合わせつつ、 この運動を推 し進めるとともに、我が国の貿易制度、手続の改善、簡易化
にたゆまぬ努力を重ねてまいります。

尚、EDIFACT関 連の規格、ガイ ドライ ン等の資料は、一括 して当協会で実費 にて頒布 していますので下

記 にFaxに てお申 し込み頂ければ幸いです。
また、我が国の輸出入通関 システムであるSea-NACCSやAir-NACCSやSHIPNETS等 で使用され る輸

出入者標準 コー ドも、当協会で付番、維持、管理いた しておりますので、輸出入者標準 コー ド表の必要な方
および標準 コー ドの取得を希望 され る方 も当協会宛お申 し込み下さい。

連絡先 働 日本貿易関係手続簡易化協会
〒105東 京都港区芝大門2-10-1第 一大門 ビル7階

EDIFACT関 係TelO3-3437-6135コ ー ド関係TelO3-3437-6137

Fax(共 通)03-3437-6136

【平成4年 度活動実績】

●UN/EDIFACT輸 送関係標準 メッセージ特別委員会(委 員長 鬼頭吉雄)

輸送関係標準 メッセージ特別委員会報告書(Na92-14)
●EDI制 度手続簡易化特別委員会(委 員長 朝岡良平)

EDI制 度手続簡易化特別委員会報告書(Na92-15)

●日本輸出入者標準 コー ド表出版、頒布事業(含 コー ド登録事業)

●EDIFACTガ イ ドブ ック(第2版)(92年5月 出版)

●EDIFACT関 連規則集ll(メ ッセージ設計ガイ ドライ ンおよび規則)〈92年12月 出版)

●その他EDIFACT関 連ディレク トリー、メッセージ集の頒布事業

●EDI推 進協議会研修会への参加(2人)
●UN/EDIFACT関 係(ASEB、JEC)事 務局

【平成5年 度活動予定】

●EDI制 度手続簡易化特別委員会(委 員長 朝岡良平)

●日本輸出入者標準 コー ド関係事業
●UN/EDIFACT関 係事業

ラポ一夕事務局
アジアEDIFACTボ ー ド事務局(ASEB)

日本EDIFACT委 員会事務局(JEC)
●EDIFACTセ ミナー開催
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36.日 本 紡 績 協 会(JSA)

【平成4年 度活動実績】

●情報化委員会幹事:河 原 元 博(倉 敷紡績㈱ システム部長)

●繊維業界 におけるビジネスプ ロ トコル統一化作業の一環 として
、化繊、織布、ニ ッ ト、

染色等の各業界 との共同作業の下、帳票類の標準化を進めている。平成4年 度では糸 ・綿出荷案内書標準

様式を作成す るとともに、その説明会の開催や、説明書、パ ンフレットの配布等、普及活動を実施 した。

【平成5年 度活動予定】

●編物出荷案内書標準様式の作成

●出荷指図伝送 フォーマ ッ トの標準化

●EDI関 連講演会等の開催

(第1回 を6月10日 に実施、演題rEDIと 情報ネッ トワークの動向」)
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37.日 本優良家具 販売協 同組合(JEFSA)

日本優良家具販売協同組合(略 称、JEFSA=ジ ェフサ)は 、日本全国の各地を代表す る大型有力家具専

門店が協業 し、家具 ・ホームファッション ・生活用品を巾広 く販売する、ボランタ リーチェー ン機構です。

1961年 に設立 され、現在加盟企業数42社 、加盟店舗数ll6店 、総年商1500億 円。 「家具イ ンテ リアを通 じて

より豊かな人間生活の向上につねに率先、力強 く奉仕す る」活動を続けてお ります。

主事業は、

1.ネ ッ トワーク事業……加盟小売店舗 ・ジェフサ本部 ・有力仕入先(現 在加入=234社)の 三者を結ぶ

JNS(ジ ェフサ ・ネ ッ トワーク ・システム)は 、通商産業省 「家具業界における電子計算機の連携利用

に関する指針」(1987年12月 制定)に 基 き、1988年10月1日 稼働。わが国では珍 しい協業型ネ ッ トワーク

として評価 され、業界全体の流通合理化に取組んで います。ネ ットワーク取引高 は年間で450億 円を こえ

るレベルに達 しました。

2.マ ーチ ャンダイジング事業…… 「よ りよい品をより安 く」供給 しうるための、商品開発、物流システム

開発 としてモァ ・ニ ューα ・ムスタ リングのブラン ド開発とホームファニ シング業態店 ビビホーム(現

在:全 国24店 舗)へ のホームファッション商品の調達供給を しています。

その他、3.メ ンバーサポー ト事業4.新 業態開発事業5.店 舗運営事業6.店 舗開発事業7.セ ールスプロ

モーシ ョン事業8.教 育指導事業9.情 報 ・企画事業10.金 融 ・福利厚生事業です。

私共、家具インテ リア業界にとって も、仕入先、物流業者、小売店、消費者への流通合理化問題は山積 し

てお ります。EDI推 進協議会には切実なる期待を寄せております。相互の無駄、重複を除き、より安 く、消

費者に供給 しうるしくみを構築 したいと切に願 っております。

連絡先 日本優良家具販売協同組合 チ ェー ンシステム開発室

〒564大 阪府吹田市江坂町1-20-26

Te106-384-0002FaxO6-338-1400

【平成4年 度活動実績】

1.JNS仕 入 先 研 究 会(第18回)平 成4年7月16日65名

(1)シ ス テ ム改 善

(2)仮 発 注 ・別 注 商 品 受 発 注 ル ー ル

2.JNS仕 入 先 研 究 会(第19回)平 成4年9月24日77名

(1)廃 番 商 品 ル ー ル

(2)売 価 変 更 ル ー ル

(3)返 品 処 理 ル ー ル

3.JNS仕 入 先 研 究 会(第20回)平 成4年11月12日75名

(1)受 発 注 締 時 間 調 査 報 告

(2)多 営 業 所 へ の 受 発 注FAX送 信 処 理

4.JNS仕 入 先 研 究 会(第21回)平 成5年3月18日94名

(1)ソ ー ス マ ー キ ン グ実 態 調 査 報 告

【平成5年 度活動予定】

1.JNS仕 入 先 研 究 会

(1)4回 の 予 定

2.ネ ッ トワ ー ク政 策 に 関 す るWG

(1)毎 月1回

(2)電 子 決 済 取 引 の構 築

(3)ペ ーパ ー レ ス納 品 の 構 築
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38.㈲ 日本 ロ ジス テ ィク ス シス テ ム協 会(JILS)'

㈲ 日本 ロジスティクスシステム協会 は、1992年6月10日 、通商産業省 と運輸省の共管による公共法人とし

て設立されたロジステ ィクスの専門団体です。わずか、1年 半の歴史 しかあ りませんが、実 は、1970年 に設

立された日本物流管理協議会と日本物的流通協会が母体 となっており、20年 余の活動実績を もっています。

会員 は750社 、荷主企業 と輸送業や倉庫業など物流事業者 とがほぼ半 々の割合です。

ロジステ ィクスについては、 まだ、学会で も意見が分かれており、決定的な定義はありませんが、当協会

は、 とりあえず、 「経済活動における物資流通の円滑化を実現するため、調達 ・生産 ・販売 と連動 して、輸

送 ・保管 ・包装などを総合的に管理す る機能」と考えています。

従来、生産か ら販売までに限定されていた物流の領域が拡大 し、資材 ・原材料の調達あるいは廃棄 ・回収

など、生産以前 と販売以後 も包含 した機能が求められるようになり、企業内において も、物流部だけの部門

管理か ら、生産 と販売を統合 し需給調整機能までを視野 にいれた経営課題 としての取 り組みが必要になって

きました。また、生産の多品種少量化に対応 した多頻度小口物流の進展 とともに、交通渋滞、大気汚染など

外部不経済の克服が課題となり、標準化、共同化の推進など、社会 システムとしての機能強化 も急務 とな っ

ています。このよ うな状況を背景に、物流を超えた新 しい概念 として、 ロジスティクスが主張されるよ うに

な りま した。

JILSは 、その ロジステ ィクスシステムに関す る調査研究 ・普及振興 ・人材養成 ・国際交流などを行 うこと

により、 ロジスティクスの生産性を高めっつ社会性との調和を図 り、わが国産業の発展 と国民生活および国

際社会 に貢献す ることを目的としています。

組織 としては、総会、理事会のもとに、運営委員会、会員活動委員会、政策委員会、調査研究委員会、国

際委員会、能力開発委員会、編集委員会、情報サー ビス委員会、の8委 員会が常設 され、担当分野の方針検

討 に当たっています。事務局は、管理部、会員部、調査企画部、普及振興部、国際部、教育研修部、関西支

部、で構成 されてお り、前記委員会の方針を受けて、研究会 ・大会 ・全国会議 ・国際会議 ・展示会の開催、

受託調査、出版活動、教育研修、 コンサルテ ィングなど、多面的な事業を推進 しています。

物流あるいはロジスティクスの効率化を図るには、発注か ら納品までを一貫 して管理する情報 システムの

構築が不可欠で、EDIの 推進はきわめて重要ですが、物流にかかわる取引においては、関係者が多様 な産業

分野にわたることなどか ら、各企業 レベル ・業種 レベルで情報ネ ッ トワーク化が進展 しつつあり、拡張性 の

ない局部的なネ ッ トワークが広が ることが懸念されています。こうした事態 になると、異業種 ・異業態にま

たがる物流分野における情報化が困難となる惧れがあり、物流取引で交換されるデータ項 目を整理分析 して、

業種 ・業態横断的に使用可能な ものとし、多数関係者の コンセ ンサスによる標準メッセージを開発する必要

があ ります。

当協会では、 このような状況をふまえ、物流EDI化 を促進するため、通商産業省産業政策局流通産業課の

委託 によ り、 「物流EDI標 準メ ッセージ開発基礎調査」の長期プロジェク トに取 り組んで います。 とはいえ、

まだ、業務フローの分析に着手 したばか りで、前途遼遠といったところです。

連 絡 先 ㈲ 日本 ロ ジ ス テ ィ ク ス シス テ ム協 会

〒105東 京 都 港 区 芝 大 門2-12-7秀 和 第2芝 パ ー ク ビル

TelO3-3432-3291FaxO3-3432-8681

【平成4年 度活動実績】

●平成4年6月10日 ㈹ 日本 ロジステ ィクス協会設立

●平成4年10月6日EDI推 進協議会設立と同時に入会

●平成4年ll月19日 ～平成5年3月31日

側)産業研究所よ りの受託調査実施:

「物流EDI標 準メッセージに関する調査研究」

【平成5年 度活動予定】

●平成5年8月1日 ～平成6年3月31日

通商産業省産業政策局流通産業課よ りの受託調査(予 定)

「物流EDI標 準メ ッセージ開発基礎調査」
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39.物 流EDl研 究 会

物流EDI研 究会 は、物流分野におけるEDI標 準化の促進及び効率的な物流EDIネ ッ トワークの整備に資す

ることを 目的として、平成4年6月 に勧物流技術情報セ ンターを事務局 として設置されました。

本研究会は、海運業、港湾運送業、倉庫業、 トラック運送業、鉄道運送業等の物流関連業者か らなる一般

会員97社 、荷主、金融機関及び情報サービス業等の団体 ・企業か らなる賛助会員20、 学識経験者及 び関係官

庁か らな る特別会員8(平 成5年3月1日 現在)に より構成 されてお り、現在、総会、幹事会の下 に

EDIFACT作 業部会、港湾貨物情報ネ ッ トワーク作業部会及び国内物流EDI標 準作業部会の3つ の作業部会

を、また、さらに詳細な検討を進めるために、それ らの下に7っ の小作業部会(デ ータモデ リング小作業部

会、ベイプラン小作業部会、IFTM(追 い回 し)小 作業部会、ネ ットワーク問題作業部会、海上運送状普及

小作業部会、 トラック ・倉庫小作業部会及 び鉄道貨物小作業部会)を 設け、EDIFACT関 連国際会議への対

応、EDI導 入に関 しての問題点の整理、望ましいデータフロー図の作成、運輸関係標準 メッセージの開発等

を精力的に行 って います。

本研究会は、平成5年4月 までに、平成4年 度における検討結果を中間報告書 としてとりまとめました。

今年度以降もこの報告に引 き続き、我が国物流分野におけるEDIの 円滑な導入を目指 した研究を積極的に進

めていくこととしています。

連 絡 先 ㈲ 物 流 技 術 情 報 セ ン タ ー 物 流EDI研 究 会

〒103東 京 都 中央 区 日本 橋 人 形 町2-15-16

Te103-3663-6286FaxO3-3663-3814

【平成4年 度活動実績】

●国内物流を トラック ・倉庫SW/Gと 鉄道通運SW/Gに 分け基本 メッセー ジによる情報フローの洗 い出 しと

情報項 目の整理を し、EDI標 準業務への検討。

●アンケー トによるEDI普 及実態調査

【平成5年 度活動予定】

●モデル情報 フロー案と標準メッセージの定義化推進

●地方都市でのEDIの 入門講座開設で普及啓蒙(年2回 予定)

上記に伴 う入門書の作成等、予定

●シーウェイビルのアンケー ト調査
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40.ユ ニ ッ ク ス ・ ビ ジ ネ ス ・ア ソ シ エ ー シ ョ ン(UBA)

UpixBusinessAssociation(ユ ニ ッ ク ス ・ビ ジネ ス ・ア ソ シエ ー シ ョ ン)(略 称UBA)は1991年9月 に

ソ フ ト企 業 や 先 進 的 ハ ー ドベ ン タ ー の加 入 も得 て設 立 さ れ ま した 。 創 立 以 来1年 で100社 の 参 加 を 得 る こ と

が で き、 現 在120社 の 会 員 を 擁 す る協 会 で す 。 基 本 的 な活 動 方 針 は 以 下 のrUBA憲 章 」 に 示 さ れ て お りま す
。

●UBAはUNIXを 中心 と す るOpenSystemを ベ ー ス に
、 会 員 各 社 の ビ ジ ネ ス チ ャ ンス を 拡 大 し、 情 報 化

社 会 の 発 展 に貢 献 しま す 。

●UBAは 、 社 会 情 勢 の 変 化 や 最 新 テ ク ノ ロ ジ ーを 先 取 り し
、 新 た な 文 化 や ビ ジネ ス環 境 を 創 造 し ます 。

●UBAは 、 技 術 特 化 した ソ フ トウ ェ アハ ウ ス が 中心 とな り、 情 報 産 業 の 担 い 手 た る べ く質 的 向 上 を め ざ

しま す 。

しか し、UBAは 、UNIXビ ジネスに備えた協会であ りつつ も、その原点 は日本の ソフ トウェア産業その

ものの未成熟性についての危機意識 に発 しているものです。UNIXと いうこの先進技術を、産業 システム、

社会 システムの構築に結び付けることのできる本当の力を、業界 としてど う形成 してゆけるかという課題の

現実に向け、広 く社会に対 し問いかけつつ影響力を行使するなかで、産業 としての成熟をめざ したいと志向

しています。

さて現在UNIXを 中心と したオープ ンシステムは、その高いネッ トワーク機能を生か し一社内、業界内の

コンピュータシステムにとどまらず、 ワール ドワイ ドの ビジネス基盤に発展 しつっあります。その中にあっ

てEDIの 今後の発展は、情報化社会にとって益 々重要になるものと思われます。当協会としまして もrEDI

推進協議会」に参加 し、標準化の問題等にも積極的な支援活動を していきたいと考えてお ります。

なお当協会の組織 は以下 の通 りですが、各委員会の下部組織として研究会があ り近々研究テーマとして取

り上げてい く予定です。

1.政 策委員会2.導 入推進委員会3.技 術委員会4 .ツ ール整備委員会

5.UBAネ ッ トワーク運営委員会

EDI推 進協議会が、業界の枠 を越えた標準化を行い普及させ ることは、情報化社会に果たす役割が非常に

大 きい と考え られ、当協会 と致 しま して も新たな文化、新たな ビジネス環境を創造するという立場か ら、

EDIの 推進には積極的な協力を惜 しまないつもりでおります。

連 絡 先 ユ ニ ッ ク ス ・ビ ジ ネ ス ・ア ソ シエ ー シ ョ ン事 務 局

〒160東 京 都 新 宿 区 西 新 宿7-9-6寿 ビル5階

TelO3-3367-2721FaxO3-3367-2731
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41.㈲ 流 通 シス テ ム開 発 セ ンタ ー

当財団は、通商産業省の流通施策 「流通 システム化基本方針」(昭 和46年7月)に 基づいて、昭和47年4

月に設立されました。その後、情報化の研究と各種統一 コー ド等の管理 ・普及機関 として、流通 コー ドセ ン

ターが昭和52年9月 に当財団の1部 門 として発足 しま した。流通 コー ドセンターはベルギーに本部を置 く、

世界的な共通商品 コー ド管理機構のEAN協 会に加盟 して、共同歩調をとっています。

主な事業内容は下記の とおりです。

1.POSシ ステムの研究開発と普及推進

流通情報システムの基本であるPOSシ ステムの研究開発 と指導、普及促進

2.JANコ ー ドの登録管理と活用研究

①JANバ ーコー ド(JISXO501)の 登録、管理 と多角的活用のための啓蒙、普及

②JANコ ー ドの関連テーマである標準物流 シンボルコー ド(JISXO502)の 活用研究(ITF)

3.POSデ ータ活用、流通データベース研究

① 小売業、卸売業、メーカーなどにおけるPOSデ ータ活用 と業界流通データベースのあ り方の研究

②POSコ ー ドマスター(JICFSデ ータベース)の 開発運用と普及推進

4.オ ンライン受発注 システムの研究

①EOS、VAN、EDIな ど企業間データ交換 システムの調査、研究、開発、指導

② 地域標準EOSのVAN「 ベンサム」の普及、推進

5.各 種 カー ドシステム研究、開発

① 「商店街 ・総合 ・標準 ・POSカ ー ド」等カー ドシステムと顧客情報管理 システムの調査、研究、

開発

② クレジッ ト企業 コー ドの登録、管理

6.卸 売業の情報 システム化研究 と卸研事務局

卸売業の情報 システム化、ネ ッ トワーク化、物流 システム化、得意先支援等 に関する研究。また、情報

志向型卸売業研究会(略 称:卸 研)の 事務局

7.統 一伝票の研究 と推進

百貨店、チェーンス トア、問屋、業種別など各種統一伝票の制定 とその推進。現在、業際統一伝票の研

究と推進 も図 っています。

8.共 通取引先 コー ドの登録 ・管理

統一伝票など企業間取引で使用す る事業所 コー ドの登録、管理

9.海 外流通情報システム化調査、研究など

年数回の海外調査団派遣 と海外各国の流通情報 システム化、会合への参加 と指導

連 絡 先 ㈲ 流 通 シ ス テ ム開 発 セ ン タ ー 情 報 シス テ ム 部 ・シス テ ム開 発 部,

〒141東 京 都 品 川 区 西 五 反 田7-23-1(第3TOCビ ル)

Te103-3494-4073FaxO3-3494-4080

流 通 コ ー ドセ ン タ ー

【平成4年 度活動実績】

1.通 産省委託事業:CII標 準による 「業際EDIパ イロッ トモデルの調査委託開発」の実施

明治製菓㈱ と菓子大手卸の㈱サ ンエ ス間で、CII標 準による受発注 メ ッセージを開発 し、CIIト ラ ンス

レータを用いたオ ンラインデータ変換の実験を行 った。

2.卸 研 「流通EDI研 究委員会」

情報志向型卸売業研究会内の流通EDI研 究委員会にて、流通EDI実 施のための基礎研究 と して、流通業

の商取引と商慣行の研究を行 った。

【平成5年 度活動予定】

1.自 主事業:「 電子化取引標準化研究」

流通EDIの 方向性及びEDIの 前提である商取引ルールの標準化研究を行 いあわせて、国連を中心と した

電子化取引のための法制度の検討作業に対応する。

2.通 産省委託事業rCII標 準による業際EDIの 開発研究」

CII標 準による業際標準メッセージの開発を行 うとともに、地域流通VANに て開発 した標準 メッセージ

を利用 したオンラインデータ交換実験を行 う。

一52一



42.働 日本 情 報 処 理 開発 協 会

(JIPDEC/Cll)
産業情報化推進セ ンター

わが国の情報化は、産業界を中心 に着実に進展 してお り、そめ動勢はネ ッ トワーク化によ り企業間、業界

間、'さらには社会や家庭、そ して海外へと一層拡大 してきてお ります。

このように、情報化の中核的役割 に果たす産業の情報化を円滑に推進するには、ユーザー ・サイ ドに立っ

た研究と意見交換が極めて重要であります。

特 にネ ッ トワーク化 が、産業界全般に多種多様な広が りをみせつつある現在、 システム相互間やネ ッ ト

ワーク相互間のイ ンターオペ ラビリテ ィの確保及び、ネ ットワーク化の進展に円滑に対応できるような各種

基盤整備は緊急の課題であ り、業界内、業界間の連携 ・協調が不可欠であ ります。

そして、急速に進展す る情報 ・通信 システムの高度化 に対応 してゆくためには、ユーザー相互 の連携 とと

もに、ハー ドウェア ・ベ ンダ、 ソフ トウェア ・ベ ンダ、電気通信事業者など情報産業 との連携 ・協調 もます

ます重要になりつつあ ります。

当セ ンターは、産業の情報化 にあたって このような関係者相互の協力の場を提供す るとともに、中立的 ・

専門的立場か ら環境の変化 によって生 じる様々な課題の検討、業界内あるいは業際間の情報ネ ッ トワーク構

築 ・運営が効率的に行われるためのビジネスプロ トコルの標準化、通信網の利用方法や法制度等 の調査研究

に取 り組んでおります。 また、 これ らの標準化等をベースとしたEDIの 普及にっいて も、関係業界 と協力 し

っっ推進 してお ります。

産業の情報化に対するニーズと問題点、 ビジネスプロ トコルの標準化や共同ネ ッ トワーク化を進める意義

と必要性などについて、皆様のご理解とご協力を得て調査研究を行い、社会に貢献 してゆくことが大切 と考

えています。

主要事業

(1)ビ ジネスプ ロ トコルの標準化等

●ビジネスプ ロ トコルの標準化に関する調査研究(CIIシ ンタックスルール等の開発)

●ビジネスプ ロ トコルの確立、普及、啓蒙、管理

●業界共同システム等の構築 に関する支援及びコンサルテ ィング

●製造業を中心 とする取引先企業 コー ドの登録 ・管理

② ユーザーシステムに関する調査研究

●ユーザーの情報 ・通信 システム高度化に関する調査研究

●OSI等 の情報 ・通信 システムに関する各種セ ミナーの開催

(3)産 業界の情報化に関する調査研究

●産業界の情報化に関す る各種動向調査

●産業界の情報化を円滑に推進するための法律、制度に関す る調査研究

(4)OSIオ ブジェク トの登録 ・管理

●ISO系 の国内登録機関 として、組織及び国内標準の登録 ・管理

(5)産 業の情報化に係わる普及 ・広報

●シンポジウム、講演会の開催

●各種出版物の頒布

⑥ 国際標準化への対応

●ISO/TC154国 内審議委員会 の運営

●UN/ECE(EDIFACT活 動)へ の協力

【平成4年 度活動実績 】

1.EDIの 標準化等 に関する開発研究

① 新 しいEDIの 検討

②CIIシ ンタックスルールの普及と拡張規格

③OSI新 手順の開発

④CII-EDIサ ービス運用ガイ ドラインの検討

2.取 引 先 企 業 コ ー ドの 登 録 ・管 理

3.OSIオ ブ ジ ェ ク トの 登 録 ・管 理
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4.産 業情報化に関する国際協調

①ISO/TC154へ の参加および協力

②UN/ECE/WP.4へ の参加 ・協力

③EDIの 国際シンポジウム(EDICOM'92)開 催

5.産 業界における情報 ・通信システムの高度化 に係 るユーザー問題調査

① ユーザ問題に関わ る基礎調査

②OSI導 入の促進

③EDI推 進協議会の運営

6.産 業界のシステム構築のあり方に関する調査研究および支援

① 産業界における情報化動向の調査

② 業界のシステム構築支援

③ 業界の情報ネ ッ トワーク調査

7.産 業界の システム化 に係る制度問題の調査研究

① 電子取引に関わる法的問題の検討

② 情報ネ ッ トワークサービス事業に関す る調査等

8.業 際EDIパ イロッ トモデルの調査研究開発

9.産 業情報化 に関する普及啓蒙

[平成4年 度作成報告書 ・資料]

① 自動車部品販売業界情報システム化調査研究報告書

②EDICOM'92Proceedings(会 議録)

③ 紙流通業界の情報ネ ットワーク化調査研究報告書

④CIIシ ンタックスルール1.10

⑤ ファイル転送用手順(F手 順)概 説書Ver,2.0

⑥ 電子計算機の連携指針の概要 一連携指針の実施状況 と情報化の現状一

⑦ 中小流通業の情報 システム化調査研究報告書
一中小流適業の戦略的情報 システム事例 一

⑧ 情報ネ ットワークサービス事業実態調査報告書

⑨EDI推 進協議会普及研修会－EDI入 門一

⑩ ビジネスプロ トコルの調査研究報告書

⑪CIIシ ンタックスルール1.11及 び1.51

【平成5年 度活動予定】

●ビジネ スプ ロ トコル等に関する調査 ・研究開発

●産業界における情報 ・通信 システム高度化に係 るユーザ問題調査

●産業界の システム構築のあり方に関する調査研究

●産業界の システム化に係る制度問題の調査研究

●OSIオ ブジェク トの登録 ・管理

●取引先企業 コー ドの登録 ・管理

●EDI推 進協議会の運営

●産業の情報化に係 る広報

●産業の情報化 セ ミナーの開催

●業際EDIパ イロットモデルの調査研究開発

●中小企業向け物流EDIパ イロッ トモデルの調査研究開発
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4. JEDIC News一etter





JEDI() NewsZetterNo.1

JapanElectronicDatalnterchangeCouncil

事務局'財 団法 人 日本情報処理 開発協会(皿)DEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(CII)

105東 京都 港 区芝公 園3-5-8機 械振興 会館 内

Tel:03-3432-9386Fax:03-3432-9389

EDI推 進協議会設立

業種横 断的 なEDI推 進 の組織 と して通商

産 業省等 関係省 庁 の後援 の下 に、「EDI推 進

協 議会(略 称JEDIC:JapanElectronic

DatailterchangeCouncil)」 が設立 され ま

した。10月6日 、東 海大学校 友会館(霞 ケ

関 ビル)で 行 なわ れた設立総 会 には、会員

で ある39の 業界 団体等 とオブザーバ ー と し

て 関係4省 庁(通 商産業省 、大蔵 省 、運輸

省 、建 設省)が 出席 した。

総会 では、JEDICの 規約 、会長 ・副会長

の選任 、平成4年 度 の事 業計 画 の3つ の議

案 につ いて審 議が行 なわれ、すべ て満場 一

致 で承 認 され ま した。

業際化 と国際化の推進
JEDICは 、わが 国 におけ るEDI

(ElectronicDatalnterchange:電 子 デ ー タ

交換)の 普 及 ・啓蒙 、業種横 断 的 な共通 課

題 の検 討及 び幅広 い情 報交換 等 を通 じて、

EDIの 業際化 、 国際化 を円滑 に推 進す る と

ともに、各業界 におけるEDIの 普 及 に寄与

す る ことを目的 と してい ます(規 約 第2条

よ り)。

また、 この 目的 を達成 す るため に、

(1)EDIの 普 及 ・啓蒙 に関す る活 動

(2)EDIの 標準化 に関す る活 動

(3)EDIの 国際化 に関す る活 動

等 を行 ないます(同3条)。

1992.11.10

会長に米倉氏就任

会長および副会長には次の3名 の方々が選

任 されました。

会 長:米 倉 功 氏

(伊藤忠商事(株)代 表取締役会長)

副会長:大 歳 寛 氏

(TDK(株)代 表取締役会長)

副会長:佐 々木 喜朗 氏

(新日本製鐵(株)代 表取締役副社長)

企画委員 会 の設置 ・開催

規約 に基づいて、会長の諮問機関 として企

画委員会が設置 されま した。10月26日 に第1回

委員会が開催 され、委員長に窪田芳夫東京電

力(株)理 事(設 立準備委員会委員長)が 就

任 されま した。そ こでは、マスタプラン、長

期計画及び平成5年 度事業計画の策定等に関す

る検討を行ないま した。

普及 ・啓蒙委員会 を設置予定

11月24日 に、企画委員会 と合同で第1回

普及 ・啓蒙委員会 を開催 し、本年度実施予定

の普及研修会のテーマ等について検討する予

定です。

なお、委員 につ きま しては、現在調整中で

すので、ご関心のある会員は事務局までご連

絡下さい。
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第1回JEDIC会 員 ア ンケ ー ト結 果

22会 員 よ り回答(11月6日 現 在)

10月13日 付 けで、各会 員宛 お送 りいた し

ま したアンケ ー トの実施 に際 しま して は、

ご協力頂 きま して有 り難 うござい ま した。

なお、まだご回答 いただ いてい ない会 員 の

方 には、お手数 ですが、今 か らで もご返送

下 さいます ようお願 い いた します。今 回、

会員 の皆様 か ら寄せ られ ま した貴重 なご意

見 を今後 の活動 に反映 してい けます よ うに、

皆様 の ご協力 をお願 いいた します 。

ご提出頂 きま した回答 の 中か ら、 その一

部 をご紹介 いた します。

処理で密接に関連する他の業界(金 融、通信)

などの意見 をも取 り込めるような協議会会員

の組織拡大 を希望する。

・資料(海 外 を含む)の 入手、整備、公開を

希望する。
・海外活動のルール作 りと資金援助 を希望す

る。

2.普 及 ・啓 蒙 活 動 に つ い て

(1)普 及 ・啓蒙誌 につい て

1.JEDICに 対 して要 望 ・期 待 す る こ と

・業際標準を検討する業界毎の窓口となっ

てほ しい。

・各業界の情報交換 の場 として、また、業

種横断的な課題の解決の場 として期待する。
・会員全員が積極的に活動の出来る、有意

義な団体 としてほ しい。

・EDI導入に伴 う法的諸問題の整理に取 り組

んでほしい。

・不正介入防止 などセキュリティの確保 に

関するガイ ドラインを設置 してほ しい。

・業界特性や現状を踏まえて問題点 を把握

した上で、将来方向を検討 してほ しい。

・業界毎の標準化計画を公 開 してほ しい。

・対等な取引関係が出来るような空気 を醸

成 してほしい。

・CH標準化活動の促進 ・支援(方 向付 けの

早期 明確化)に 寄与 してほ しい。
・特に広報活動 に期待する。

・実際の電子取引業務処理 に当たっての意

見 を取 り込めるよう未組織業界へ の啓蒙、

意見の取 り込み と同時に電子取引上の実務

・EDIが 標準 化 されたや り方 で広 く普及す る

こ とが、個別 企業 自身の メ リッ トになる こと

を トップ に理解 させ たい。

・EDI導 入の メ リ ッ トにつ いて は、事例 紹介

を盛 り込 んで ほ しい。

・成功事例 だけでな く失敗例 について も取 り

上 げてほ しい。

・特 に業界動 向、導入事例 、標準化 動向技術

解説 、流 通 ソ フ ト情報 な どが知 りたい。

・国内外 でのEDI推 進状 況 を知 らせ てほ しい。

・EDIの 技術 面 での紹介 ・解説等 を して ほ し

いo

・経営者 ・技術者の両者 に役立つ内容 を希望

する。
・各業界毎の現在のEDIへ の取組状況、また

業界、各企業のEDI導 入 に際 しての トピック

ス的な経験、問題解決方法等 を紹介 してほ し

いo

・EDI関 係行 事 を掲 載 して ほ しい。
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(2)普 及研修会について

・JEDICが 実施 す る普及研 修 会 は、そ の対

象 を経営者 と実務担 当 に分 けては どうか。

・ 「国際取 引 におけ るEDIの 役割」等 につ

いて開催 して ほ しい。

・初 心者向 けで あれ ば利用 したい。

・講師派遣 を依頼 す る こ ともある と思 う。

・EDI実 施 に伴 う問題 点 を明 らか に し、そ

の解 決方法 、対 策 の事例 を盛 り込 んだ研

修 会 を開催 してほ しい。

・経営 トップ層 へ のEDIに 関す る理解促

進、実際 のEDI実 施 に関す る明確 なメ リッ

トを宣伝す るな どの テーマ を希望 する。

(3)普 及 ・啓蒙 委 員会 について

・参加 を希 望 す る

・検討 中

3.そ の 他

員

員

会

会

0
ノ

?
」

・金融機 関等 の参 加 に よ り、全 業界 が集

ま り、活発 な活 動 にな るこ とを熱望 す る。

・EDIの 採 用 は、導入費 用 が高 くつ くので、

取引相手 があ って の こと。大企 業であ れ

ば容易 な もの の、多 くの場合 、大 ←→中小

間で あるため 、 なか なか簡単 に進 め るこ

とがで きない。

・中小 企業 向 けパ ソ コンベ ースの業務 処

理 システム を作 りEDI情 報 を活 用す るソ フ

ト作 りを して ほ しい。

・EDIFACTを 中心 とす る国際的 なEDI動

向 に関す る情 報提 供 、現地視察 団の派遣

な ど国内、 海外 に関す る情報 の交換 がで

きる ような イベ ン トの開催 を希望 す る。

(財)家 電製品協会

機工VANセ ンター

(財)建 設業振興基金

(財)国 際ロボットFA技 術センター

(財)住 宅産業情鞭 トピス

(社)情 報十ビス産業協会

(財)情 報処理相互運用技術協会

石油化学工業協会

(社)セ メント協会

繊維工業構造改善事業協会

全国電機卸商組合連合会

全 日本電設資材卸業協同組合連合会

鉄鋼ネッ}ワーク研究会

電気事業連合会

(社)日 本アパ レル産業協会

日本化学繊維協會

(社)日 本ガス協会

日本紙商団体連合会

(社)日 本 自動車工業会

(社)日 本情報システム ・ユーザー協会

日本製紙連合会

日本チェーンストア協会

(社)日 本電機工業会

日本竜気制御機器工業会

日本電気専門大型店協会

(社)日 本電子機械工業会

(社)日 本電子工業振興協会

(社)日 本電線工業会

(社)日 本パーソナルコンピュータソフトウエア協会

日本百貨店協会

日本 フォーム印刷協議会

(社)日 本貿易会

(財)日 本貿易関係手続簡易化協会

日本紡績協会

日本優良家具販売協同組合

(社)日 本ロジスティクスシステム協会

物流EDI研 究会

(財)流 通システム開発セ ンター

(財)日 本情報処理開発協会
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[国 内]

1992年

ll月30日(月)14:00～16:00(予 定)

(財)日 本 情報 処理 開発 協 会

賛助 会 員研 究会

*EDIと 通信 手順(仮 題)

問合 せ 先:JEDIC事 務 局

Tel:03-3432-9386

(藤 本 、荒 木)

12月8日(火)13:00～17:00

EDIセ ミナ ー

*EIAJ-EDI標 準 の今後 の動 向

*CHシ ン タ ックスル ールへ の

対 応 につ いて

*ELAJバ ーコー ド・ラベル ・

システムの解 説 と海外 の動 向

*業 際EDIパ イ ロ ッ トモ デ ル

の開発 につ い て

問合 せ先:(社)日 本電 子機械 工 業 会

EDI推 進 セ ン ター

Tel:03-3593-8323

(池原 、種 部)

12月11日(金)14:00～16:00(予 定)

(財)日 本 情報処 理 開発協 会

賛 助 会員研 究会

*EDIと 電子 取引(仮 題)

問合 せ 先:JEDIC事 務 局

Tel:03-3432-9386

(藤本 、 荒木)

1993年

2月24日(水)

CI-NETシ ンポ ジ ウム東 京'93

*建 設業界 のEDIの 推 進 に関す るセミナ

ー、パネルディスカッションお よびデモンス ト

レーション

問 合 せ 先:(財)建 設 業 振 興 基 金

Tel:03-3501-1471(11月14日(土)ま で)

Te1:03-5473-4573(11月16日(月)よ り)

[海 外 】

1993年

1月10日 ～13日

HyattRegency,SanAlltonio,TX,

FinancialEDIConfelen㏄,

TreasuryManagementAssociation

andNationalAutomatedClearingh皿se

Association

Te1:+1-301-907-2862

3月14日 ～17日

SanDiegoMarriothotelandMa血a,

SanDiego,CA,AnnualConferen㏄,

NationalAutomated

ClearinghouseAssociation

Tel:+1-703-742-9190

3月24日 ～26日

Australia,

4thihternationalCongressofEDI

Users,

EDICouncilofAustralia,

P.0.Box521Hawthom,

Victoria3122,Australia

Tel:+61-3-819-6860

Fax:+61-3-818-3129

Ebi推 進=協議会]ぎ よびJEDICNewsletterに

関す る ご希 望 、お問 い合 わせ な どにつ き

ま して はEDI推 進協 議会 事務 局 まで ご連

絡 下 さい。
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JEDICNewsLetter
EDI推進協議会
(JapanElectronicDataInterchangeCouncil)

事 務 局:財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開発 協 会(JIPDEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(CII)

105東 京都港 区芝公 園3-5-8機 械振興会館 内

Tel:03-3432-9386Fax:03-3432-9389

No.2

1993.1.10

巻 頭 言 像

ζ

;

.

「EDI元 年 」

EDI推 進協議会会長 米倉 功

新年 明け ま しておめで とうご ざい ます。

日本をとりまく内外の諸情勢は激変 してお り、新年1993年 も、昨年に引 き続 き日本の政治 ・経済 ・社会 ・企

業全般につき、そのあり方が問われてい くものと考えます。今年は、これか らの日本が歩むぺ き新たな方向付 …

けを見い出 し、その一歩を踏み出す節 目の一年 となる ものと思われます。

当EDI推 進協議会は、昨年10月 に発足 したばかりの組織ではあ りますが、今後EDIの 普及促進を通 じて、情報

通信のサイ ドの面か ら企業のリス トラクチャリングおよびグローバル化 に大きく寄与するものとの期待が 日増

しに高まってきています。

当協議会では、この3ヵ月間に会長の諮問機関としての企画委員会をまず発足 させ、活動内容等を討議 してい

ただき、それを受けて具体的な活動を行 う普及 ・啓蒙委員会を設置 しました。そして、その活動の一環として

第1回 普及研修会(実 務者向き)を2月12日 に予定 し、また、第2回研修会(経 営者向き)も3月 頃の開催 を予定

しています。これらの研修会が、会員各位のEDIに 対する理解と普及 ・啓蒙の一助 となれば幸いと存 じます。

さて、EDIの 普及状況を見る と、ビジネスプロトコルのためのシンタックスルール として(財)日 本情報処

理開発協会産業情報化推進センター(JIPDECICH)が 昨年開発 したcnシ ンタックッスルールが、新年には(社)

日本電線工業会、(社)日 本電機工業会、(社)日 本電子機械工業会、電気事業連合会、(財)建 設業振興基金、

石油化学工業協会、(社)日 本貿易会、鉄鋼ネッ トワーク研究会、(財)住 宅産業情報サービス等で採用あるい

は試用 されることになってお り、業際間のEDIも 着実に広がろうとしています。また、同センターにより新 し

い通信手順 としてOSI-FTAMを ペースにしたF手順の策定等、EDI普 及のための基盤は確実に整いつつあ り、「開

かれたEDI」 に向けて、国内標準化への確かな歩みが感 じられるようにな りました。
一方、政府 にお きましても、通商産業省ではEDI関 連事業を最重要施策の一つと位置づけられ、平成5年 度

予算の中で、「業際EDIパ イロッ トモデルの調査研究開発」を取 り上げられる等、強力な推進支援をいただ くこ

とになってお ります。

以上のことから、1993年 は、まさに、産業界 におけるインフラス トラクチャとしてのEDIの 重要性の認識を

より確固たるもの とすべ く、この1993年 を 「EDI元年」と位置づけ、当協議会はそれにふさわしい活動を進め'

てい く決意であ ります。

会員の皆様のご理解とご協力 をお願い申 し上げます。

最後 になりましたが、会員各位 のご健勝 とご多幸をお祈 り申し上げます。
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㌻－JEDIC活 動報告 と今 後 の予 定

H4.10.6(火)・ 設 立 総 会

H4.10.26(月)

H4.11.24(火)

H4.11.30(月)

H4.12.10(木)

H4.12.14(月)

H5.1.18(月)

H5.2

H5.2.12(金)

H5.2

H5.3

H5.3

・企画委員会

・企画委員会

・普及/啓 蒙委員会(合 同開催)

・JIPDEC賛 助会員研究会

(新しい通信手順(F手 順)に ついて)
・JIPDEC賛 助会員研究会

(電子取引と法制度につ いて)
・普及/啓 蒙委員会

・普及/啓 蒙委員会

・企画委員会

・第1回普及研修会(実 務者対象)

EDI入 門、事例紹介、EDI導 入の現状、

通商産業省施策紹介、EDIの 融資制度紹介

(東京 ・機械振興会館)
・普及/啓 蒙委員会

・第2回 普及研修会(経 営者対象)

・内容(詳 細未定)(東 京 ・場所未定)

・企画委員会

・普及/啓 蒙委員会(合 同開催)

〈企画委員会名簿〉

田

野

井

村

保

藤

田

内

久

窪

浅

石

今

大

近

冨

堀

長良委

・、、'"khN∨ ・tV"・v"A、-Ahss"∨sx

(順不同/敬 称略)

芳 夫(東 京電力(株))

恭 右((財)流 通システム開発センター)

満 之(昭 和電工(株))

尚 夫(伊 藤忠商 事(株))

秀 典(東 芝物流(株))

尚 武(日 本 郵船(株))

宏((財)建 設業振興基金)

好 浩(日 本鋼管(株))

〈普及 ・啓蒙委員会名簿〉(順 不同 ・敬称略)

典

男

夫

明

也

一
雄

明

博

清

秀

治

厚

雅

欣

晴

光

茂

保

橋

本

藤

村

津

野

田

島

久大

三

松

佐

中

深

矢

西

戸

福

長

長

員

類

委

副

ト

き

(東芝物流㈱)i

((社)日本電 線工 業会)1

((財)住宅産業情報トピス)i

((社)情報+ピ ス産業協会)i

(石油化学工業協会)i

(e気 事業齢 会)i

((社)口縄 機工業会)i
ミ

((社)日本電子機械工業会)i

(㈲ 躰 貿易会)i

(物流EDI研究会)i

・産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(cH)だ よ り 一 ー ー ーーー 一 …一 ー一……一 一 …一 で

(財),本 情報処理開発協会 産業情報化推進セ。ター(、IPDECICII)で は、・DIを散 するための樋 調査研究i

開発 を行なってお ります。今回は、cnが 開発 したcnト ランスレータとF手 順 について紹介いたします。i

①cnト ランスレータi

中小零細企業 も含めた今後のEDIの 広範な普及のためには、標準化されたEDI規 格 とともに、それをサポー トi

する安価なツールの供給が不可欠であ ります。このような状況を鑑み、ビジネスプロトコルの標準として国内向i

けに敵 することが辮 されているc・シンタ・クスルールをサポー トするツールである 「α1トランス レータのi

開ごム㌶ 灘 驚 ㌻ 蒜
による共同プ。ジ。クトを組み、搬 作の形で開発を行な、、ました.そのi

i繰i諜1懲難響 鎌鞍鱗 翼総
の トライアルの実施に向けて準備を行なっています。

②惣 」蕊

拠したプ。ト,ル の検討のために、「新手_員 会」を設置し、その中で。SIの1つのプi

:講 認㌶ ㌫ 丁鑑7了二㌶ 鑑議≦ 、1;魏㌻ 燃 ㌍;㌶ 』‡蕊i
た。今後は、製品化および導入促進のために、利用のためのマニュアルや開発用の仕様の整備を行なう予定となi

っています。 ミ
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i-一 米 国EDI市 場 の 展 望(1992-1997)

ミ

この 解 説 はINPUT社 の 許 可 を得 て 、 同社 が 実 施 したEDIの 市 場 動 向 に 関 す る調 査 結 果 を もと に編 集 した もの で あ

る。(出 典:TheU.S.ElectronicDataInterchangeMarket1992・1997,July1992,INPUT)

こ こ で は 、米 国EDI市 場 を構 成 す る要 素 と して 、 ネ ッ トワー ク 運 用 に係 わ る サ ー ビス 、 トラ ンス レー タな らび に シ
ス テ ム 設計 、 シ ス テム イ ン テ グ レー シ ョン、 教 育 と訓 練 の ため の プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル サ ー ビス を考 え て い る。

こ の 調 査 結 果 は 、 米 国 企 業134社 に対 す る イ ン タ ビュ ー結 果 に基 づ い て い る 。 対 象 企 業 は 、小 規 模 な もの か ら

FortunesOOに 掲 載 さ れ る企 業 ま で広 範 囲 に及 ん で い る。 従 業 員 数 で み れ ば1,000人 以 上 の企 業 が 約 半 数 に 達 してい

る。

まず、EDI全 体の市場規模 をみてみる。1992年 の

約3億1,600万 ドルか ら5年後の1997年 には約3倍 の

10億 ドル市場に拡大すると予測 している。この間

の平均成長率は約27%と 見積 もっている(図表1)。

19921997

平 均 成 長 率:27X

:米 国 のEDI市 場 成 長1992-1997年

(出 典:INPUT)

図 表2:提 供 サービ ス内 容 別 のEDI市 場 成 長1992-1997年

提供製品
(単 位:100万 ド の 年間平均

成 長 率
(%)1992年 1997年

ソフトウ汀

‡ツトワ・・クサーピ ス

プ ロフェッショ加 サービ ス

{器
27

1;1
100

ll
29

合 計 316 1,050 27

(出 典:1NPUT)

これを、3つ の提供サービス内容別に市場

の成長をみてみる。年間平均成長率そのも

のは、ほほ同 じであるが、絶対額 としては

ネッ トワークサー ビスが6億 ドルに達 し、

市場全体の約6割 を占めると予測 している

(図表2)。

また、1992年 におけるEDI市 場 について、関連機器

(ハー ドウェア)お よび会議関連を含めた包括的な

市場を予測すると2倍以上の5億7200万 ドル と予測 し

てお り、ハー ドウェア市場の規模 も大 きいことが分

かる(図 表3)。

図 表3:包 括 的EDI市 場 見 積1992年

項 目 (単 位:100万 ド の

ソ フ ト ウ ェ ア

‡ットワークサーピ ス

フ'ロフェヲショナルザ ピ ス

関 連 機 器

会 議 関 連

102

187

27

250

6

合 計 572

(出 典:INPUT)
〉

§・"・新 会 員 ご紹 介 ・一 ム ー 一 ÷一 一 一'・-z燃 皿)IC会 員数40(1992.12月 現在)

蓑 財 団 法 人 国 際 情 報 化 協 力 セ ン タ ー(CICC:CenterofthelnternationalCo(rperati。nforC。mputeriZati。n)は 、1983年6月1日 に、 発

S展 途 上 国 へ の 情 報 化 協 力 事 業 を推 進 す る 目 的 で 、わが 国 コ ン ピ ュ ー タ産 業界 に指 導 的 地位 を 占 め る企 業 に よ って 設 立 され ま した。
災

なお、CICCで は主 に次 の事業 を行 なって います。① 発展 途上 国等 の研 修生 に対 する情報化 のた めの研修 ②発展 途上国等の

ξ情報化に関する啓発 ・指導 ③発展途上国等の情報化のための調査 ・研究 ④発展途上国等の情報化に関する情報 ・資料の収

§集、提供 ⑤国際情報化協力に関する国際交流の推進 ⑥その他財団の目的達成に必要な事業

寵CICC本 部事務所 〒108東 京都港区三田3丁目13番16号 三田43森ピル15階

1臨:03・3457-0941㈹FAX:03-3457-0944
蓑
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言卜 報

本協議会副会長大歳寛氏には、平成4年11月25日 ご逝去されました。ここに謹んで心か ら哀悼の意を捧げます。

大歳氏は昭和12年 に早稲田大学専門部商科 を卒業され、同年東京電気化学工業株式会社(現TDK株 式会社)に 入

社 されました。58年 には同社代表取締役社長、62年 からは同社代表取締役会長を務めておられました。その間、

(社)日 本電子機械工業会を始め、い くつかの公益団体の理事となられるなど、幅広い分野で多大な功績を残され

ました。

中でも(社)日 本電子機械工業会にお きましては、今 日までEDI推 進センター会長 となられるなど、我が国の

EDI普 及にご尽力されました。昨年6月 に行われましたEDICOM92で も、実行委員会委員長を務められ、本行事の

成功に寄与されました。

我が国のEDI発 展にとりま して、大歳氏は企業経営の トップ層でEDI推 進の第一人者であるという、非常に力強

い存在であ りました。昨年10月6日 の本協議会設立総会でご挨拶いただ きました際には、本協議会の設立を心から

喜んでおられることがそのお話やご様子か ら感 じ取られ、印象深いものがあ りました。本協議会にとりまして、こ

れからも様々な面でのご指導などをいただ きたい矢先の計報でした。

豊かな経験を持ち、かつ人格者であ りました大歳氏を失ったことは、誠に大 きな損失であ り、痛惜の念に耐えま

せん。心からご冥福をお祈 り申 し上げます。

ii菌ボ …w… … … … … 〃… … … 　 … … … 旧"'''"… … …'''"… …""'…'"

2月12日(金)13:30-16:30(機 械振興会館(東 京都港区))

JEDIC第1回 普及研修会(対 象者:実 務者)

内容;EDI入 門、事例紹介、EDI導 入の現状、通商産業省施策紹介、EDIの 融資制度紹介

問合先:EDI推 進協議会事務局Te1:03-3432・9386

CI-NET(建 設 産 業 のEDI)シ ンポ ジ ウム 東 京93

*パ ネ ルデ ィ ィス カ ッシ ョ ン 「建 設産 業 の 情 報 化 とCI・NET」

*標 準 ビジ ネス プロ トコ ルV .1.1の解 説

*CI -NET取 組 事 例 発 表(4社)

*デ ー タ伝 送 変換 等 デ モ ンス トレー シ ョ ン(10社)

[受講 料;18,㎜ 円]但 し、 デ モ展 示 は無 料 で す 。

問 合 先:(財)建 設 業振 興基 金

建 設 産 業 情 報 化 推 進 セ ンタ ーTe1:03-54734573(篠 原 、畑 田)

;ガ 』商 二;肛 筍ご革ガ … ひ ∴"… ‥"…''"
JEDIC第2回 普及研修会(対 象者:経 営者、詳細未定)

問合先:EDI推 進協議会事務局Tel:03-3432-9386

ii醐 …"日 …'''"』"…'…"層 …''"…''"…'"… … ∴… 層''"…

3月24日 ～26日4thIntemationalCongressofEDIUsers,Australia'93

EDIC皿ncilofAusロa五 己

P.O.Box521Haw口10m,Victorね3122,Australia

Te1:+61-3-819-6860Fax:+61-3・818・3129

iiiii亘Di鍵盤 饗欝 ぎ鑑 ぎ貰:ジ1欝i警欝デぎ警縫 ご欝 欝芳ぎぎぎ欝 ぎ難 ぞ這ジ

i…i灘騰 慧 鷺羅 ㌶ 鷺 ±ム:漏　,_、_繰_,,____、 埠灘。____
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劔ED工C
EDI推 進協 議会

Newsletter

(JapanElectronicDataInterchangeCouncil)

事 務 局:財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(cm

105東 京都 港 区芝公 園3-5-8機 械振興 会館 内

Tel:03-3432-9386Fax:03-3432-9389

No.3

1993.3.10

lnternationalCongressofEDIUsers,Australia!93`こ

窪 田 企 画 委 員 長 ら参 加

JEDICの 活 動 と 日 本 に お け るEDIの 状 況 を 紹 介

3月24日 一26日、 オー ス トラ リアの ク ィー ンズ ラン ド州 ゴール ドコース ト市 で開催

され るinterpationalCongressofEDIUsers,Australia`93に 窪 田芳夫企 画委員 長(東 京

電力(株)理 事 ・情報 シ ス テム部長)を 含 めてJEDICか ら4名 が参加 します。

同会議 で は、全体 会 議 で 「JEDICの 紹介」 を行 った後 、EDI上 級管理 者セ ッシ ョン
で 「日本 にお けるEDIの 現 状」 につ い て、 いずれ も窪 田委 員長 に発 表 して頂 く予定

です。 また、 この会 議 の前 に同地で 開催 され ますAPEC-WGT(ア ジ ア太平洋経 済協

力 閣僚 会議 一電気 通信 ワーキ ン ググループ)に も出席 の予定 です 。

これ ら2つ の会議 の 内容 につ きま しては、次号以 降のNewsletterで 報告 させ て頂 き

ます 。 なお 、JEDICで は、1993年10月 に韓国の ソウル で開催 予定 のEDICOM'93を 含

抄 て、EDI関 連 の国際 会議 等 に積極 的 に参加す る方 向で、平成5年 度 の事業計 画 を検討 してお ります
の で、NewsletterのEDIカ レンダー にご注 目頂 きた い と思 い ます。

第1回 普及研修会開催 約200名 の実務者が参加

?月12日(金)午 後1時 半 よ り機械振興会館(東 京都港区)に おいて 「第1回EDI推 進協議会普及研修会」 を実施
いた しました。今回の研修 は実務者 を対象に企画いた し

ましたが、当 日は連休の谷 間に もかかわらず、40会 員 の内23会 員から合計約200名 の

参加者があ り、改めて会員の皆様 の関心の高さを知 ることが出来ま した。

まず、大久保 秀典/普 及 ・啓蒙委員長か ら 「EDI入門」、そ して、三橋 博/
普理 ・畳表副委員長か ら 「事例研 究一電力業界/電 線業界 とのEDI事 例一」 につい
てこ講演 を頂いた後、情報管理協会の今井 武/常 務理事か ら 「EDI導入の現状」
通商産業省機械情報産業局電子政策課多田 好克/企 画係長か ら 「通商産業省の
EDI施 策」そ して日本開発銀行の安藤 均/調 査役から 「EDI融資制度について」そ
れぞれ ご講演いただきま した。いつれの講演 もまた講師の方々か らご提供頂 きまし
た資料(テ キス ト) も極 めて好評で した。



当日の状況を知って頂くために、参加者に対 して実施したアンケー トの中から主なものをご紹介いたします。今
回得られた貴重なご意見を、今後のEDI推 進協議会活動に反映させて行きたいと考えてお ります。

1.研 修 会 参 加 の 動 機(高 回答順 、以 下 同 じ)

51EDIの 基 本 的知 識 を得 るた め

40EDIに 関心 が あ るか ら

31上 司 か らの 指示

17EDI実 施 に向 け て準 備 中の ため

12EDIの 取 引先普 及 の ため

11EDIの 社 内普 及の た め

6新 たな ビジ ネスチ ャンス と した い の で

3.今 回 の 研 修 を も と に 、 自社 内 で

EDIの 概 要 を説 明 で き ます か

61少 し説明 で きる

59説 明 で きる

22ど ち らと もい え ない

11あ ま り説 明で きない

3説 明 で きない

5.今後の研修会に希望するテーマ
62導 入の費用対効果

56導 入事例の紹介

55国 内でのEDI推 進状況

31標 準化等の技術動向

25国 外でのEDI推 進状況

2.講 演 の 難 易 度

103わ か りやす か った

25大 変 わ か りやす か った

22ど ち ら と もい えな い

11や や難 しか った

2難 しか っ た

4.東 京 以 外 で 研 修 会 開 催 を希 望

す る地 域

20関 西(大 阪17、京都2、阪神1)

2名 古 屋

2福 岡

6.ED1を 既 に 利 用 して い ま す か

73利 用 してい ない

48会 社 に利 用 してい る部署 が あ る

34自 分 で利 用 してい る

1.事 業 の 必 要 性

(1)EDI(電 子 デ ー タ交 換)は 、現 在 、 主 と して受 発 注処 理 に適 用 され て い ますが 、 この 適用 範 囲 を納 品 ・決済

段 階 に まで拡大 し、 取 引 の全段 階(発 注 か ら決済 まで)に 利 用 で きるEDIを 構 築 す る こ とが 、今 後 の我 が国 のEDI

の発 展 に とって重 要で あ ります。

しか し、そ のた め には 、製 造、 運 輸 、流 通 、金 融等 の 異 な る業種 ・業 態 の企 業 間 を相 互 に結ぶEDI(業 際EDD

が 必要 とな ります 。

(2)業 際EDIの 普及 を促 す た め には、 多 様 な業 種 ・業 態 に属す る事 業者 の 業務 を抽 出 ・集 約 した横 断 的 な システ

ム をモデ ル と して構 築 し具体 的 に示 す と と もに、 業際EDIの 今後 解 決す べ き問題 点 及 び解決 策 を明 らか にす るこ

とが重 要 であ ります 。

2.事 業 概 要

平成5年 度 は、平 成4年 度 に引 き続 き物 流 分 野 を対象 に、製 造 、 運輸 、流 通 、金 融 等 の多様 な事業 分野 にお ける

効 率 的 な情報 ネ ッ トワー ク構 築 を促 進 す る ため 、業種 ・業 態の 違 い を越 え て相 互運 用 性の あ る業種横 断的 なEDI

のパ イ ロ ッ ト ・モ デ ル ・シ ス テム の開発 等 を行 う予 定。 具体 的 には、 以 下の 事 業 を実施 す る予 定。

(1)業 際EDIパ イ ロッ ト ・モ デ ル ・シ ス テ ムの 開発 と評価

(2)国 内 ・国際 標準 間変 換 シ ス テム 開発

(3)イ ンタ ラク ティ ブEDIに 係 る動 向 等 調査

3.事 業が及ぼす効果

系列ネットワークを越えて複数の事業分野にまたがる(業 際的な)標 準化、さらには国際的な標準との整合性
の確保をすることにより、業際EDIの 普及促進が図られ、事務処理の効率化、情報システムの重複投資の解消・

企業間の情報格差の是正、産業組織の活性化、対外的な取引の透明性の向上等が期待できる。
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EDI普 及 の 現 状 と展 望(1992-1997)

この解 説 はINPUT社 の 許 可 を得 て、 同社 が 実施 したEDIの 市 場動 向 に関 す る調査 結 果 を も とに編 集

した もので あ る。EDI普 及 の現 状把 握 と、 将 来 を展 望す るの に参 考 に な るデー タ と考 え られ ます の

で掲 載 い た します 。(出 典:intemationalEDIMarket,1992-1997,INPUT)

まず、EDIを 導入 してい る会社 数
で世界 のEDI実 施 普及状 況 をみて

み る。世界 全体 では1992年 の

38,000社 か ら、年率13%の 割合 で

拡大 し、1997年 には約70,000社 に

達す る と見 込 まれてい る。 これ を

地域別 に示 したの が図1で あ る。

図1(出 典:INPUT)

図2(出 典:INPUT)

次 に、EDI市 場 を金額 ベ ース でみてみ る。

市場 の構成 は①EDI変 換 ソ フ トウェア、②

ネ ッ トワークサ ー ビス、③ プ ロ フェッシ ョ

ナルサ ー ビス の3つ と し、給 与や社 内 シス

テム構築の ための経費 は含 めて いない。世

界全体 では1992年 の6億 米 ドル か ら、年率

33%の 急成長 を見 せ、1997年 には4倍 強 の

25億 米 ドル に達 す る と予 測 して いる。 これ

を地域別 に示 したのが 図2で あ る。 この図

か ら分 かるよ うに、現在 は世界 市場 の半分

以上 を北 アメ リカ(カ ナ ダ、 メ キシ コを含

む)が 占めて い るが、今 後 は、欧州 と環太

平洋 地域の伸 びの方が著 しい と予測 してい
る。

環太 平洋地域 につい て さ らに国別 に市場規

模 を示 したのが 図3で あ る。 もちろ ん 日本
が現在 お よび5年 後 にお いて も同地域 にお

け る最大市場 にな って い るが 、 シ ンガポー
ル、韓国、 オース トラ リア、台 湾等 の成長

も4～7倍 にな る と予 測 して いる。

図3(出 典:INPUT)
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米 国ANSI文 」2か らEDIFACTへ 移 行

汎米EDIFACTボ ー ド(PAEB)は 、米国におけるEDIの ための ビジネスプロ トコルの標準 をANSI

X.12か らEDIFACTに 今後集約 してい く方針 を明確 に しました。

ANSIX.12の 開発は、1997年 に予定 されているX.12バ ージ ョン4が最後にな り、EDIFACTがEDIの

ためのシングルスタンダー ドとな ります。

EDIFACTへ の移行 は、2つ の標準 を開発 ・維持管理するには大変 な経費、労力がかか ることが大

きな要因の一つ とな りま した。

国内

法DIカiレ ン ダ ー

3月22日(月)13:30-17:00(大 阪科 学 技術 セ ン ター(大 阪 市 西 区));東 京地 区 は3月10日(水)に 開催 済 み

住 宅 産 業 情 報 ネ ッ トワ ー ク セ ミ ナ ー:

内容:住 宅産 業 の今 後 の展 望 と課 題、住 宅 産業 にお け るEDIの 必 要性 と展 望 、

業務 効 率化 ♪省力 化 推進 の ため のHIIS-NETの 役 割 、企 業 に お けるHllS-NET導 入 の技術 的手順 につ い て、

Hns-NETへ の 参加 につ い て

問合先:(財)住 宅産 業情 報 サ ー ビスTe1.03-3502-8541(松 本 、石 井 、神 酒(ミキ))

4月15日(木)10:00-17:00(経 済倶 楽部 大 ホ ール(東 京都 中央 区))

第5回 経 営 情 報 セ ミ ナ ー:

経営 戦略 と して 導入 進 むEDI

内容:EDIの 定 義 と意義 、電 子 ビジ ネス取 引 の基礎 と してのEDI、EDIの 事例 研 究、

EDIを 経 営戦 略 に活 用 す るた めの指 針 、EDIと 情 報化 社 会 の推 進

問合先:情 報 管 理協 会Tel:03-3252-2379Fax:03-3252-2377(経 営情 報 セ ミナ ー担 当)

6月22日(火)13:00-16=00(ガ スホ ー ル(東 京都 中央 区))

EDIセ ミ ナ ー:

内容:業 際EDIパ イロ ッ トモ デル調 査研 究 開発 につい て 、納 品書 レス化 トラ イアル、EIAJの 今後 の 活動 につ いて

問合先:(社)日 本 電 子機 械工 業 会EDIセ ン ターTel:03-3593-8323(池 原 、種 部)

海 外 一1993年EDIFACT関 連 主 要 会 議 予 定 一

◎ 合 同 ラ ポ ー タ ー 会 議(JRT:JomtRapporteurs'Meeting)

4月5日(月)～4月8日(木)サ ンフ ラ ンシス コ

9月27日(月)～10月1日(金)ベ ル リン

◎ ア ジ アEDIFACTボ ー ド会 議 と 合 同 作 業 グ ル ー プ 会 議

5月19日(水)～5月21日(金)北 京

10月25日(月)～10月27日(水)ソ ウル

◎EDICOM'93(電 子 デ ー タ交 換 に関す る アジ ア太 平洋 会議一1993)

10月28日(木)～10月29日(金)ソ ウル

◎ECE/WP.4会 議(国 連 欧州経 済 委員 会 貿易 手 続簡 易化 作 業 部会 関連 会議)

3月15日(月)～3月19日(金)ジ ュネ ー ブ

9月20日(月)～9月24日(金)ジ ュネ ー ブ

平成4年度に企画 しました研修会で用いた資料は、1部1,600円(会 員割引価格 ・消費税込み)で 頒布 しており

ます。なお、この資料には今回の実務者向けと第2回研修会(経 営者向け)で 用いたすべての資料が含まれ

ています。お問合せは、EDI推 進協議会事務局まで。

EDI推 進 協 議 会 お よびJEDICNewsletterに 関す る ご希 望 、 お問 い合 わせ な どにつ きま して

はEDI推 進 協 議会 事務 局 まで ご連絡 下 さい 。
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JEDICNewsLetterN。.4

EDI推進協議会
(JapanElectronicDataInterchangeCouncil)

事 務 局:財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(cm

105東 京都港 区芝公 園3-5-8機 械振興会館 内

Tel:03-3432-9386Fax:03-3432-9389

1993.5.10

EDI関 連 の 国 際 会 議 に 出 席 し て

EDI推 進 協 議 会 企 画委 員 長 窪 田 芳 夫

(東京電力(株)理 事 ・情報システム部長)

EDIが 国際的に大 きな潮流 とな りつつあ り、EDIに 関する標準 を国際的に調整 しそれを普及 して行 くための国

際会議が世界各地で開催されてお ります。

その国際舞台に発足 したばか りの我が協議会の存在 をアピール し、その目的を理解 して頂 くため、3月 に豪州

で開催されたAPECとEDIユ ーザー会議に出席 し、日本の現状について説明 してまい りました。

私的で標準 とは言えないバ ラバラなルールで電子取引をしている日本の現状の改善に取 り組み始めた とい う

先進国の好意的な受け止め、東南アジア諸国からはこの問題 に関する日本のリーダーシップに対する大きな期

待等、大 きな反響を肌で感 じて参 りま した。

4月 にサンフランシスコで開催 された国際標準UN/EDIFACTの 合同ラポーター会議では、標準に対する修正意

見が約200に も達し、検討が滞っている現状 に対 し、会議体の中に設置された合同技術支援チームが具体的な ド=

ラフ トを作成 し、期限付で各国の意見を求め、そのまま一括承認の手続を経ることが議論されてお り、標準の

制定に弾みをつけるものと思われます。

また、今回か らアフリカにもラポ一夕ーが設置され、ガボンの大学教授が普及啓蒙委員会に出席 していたのが

目を引きました。同 じく4月 に米国サンアン トニオ市で開催 された米国EDI標 準ANSX.12の 年次大会では、昨

年11月 に決議された国際標準UN!EDIFACTへ の全面移行が改めて確認 され、現在168の 標準メッセージを開発済

みで、間 もなくバージ ョン4.0が リリースされるが、バージョン5.0は発行 されない と明言してお りました。

セ ッションに分かれての発表では、バーコー ドEDI、 インタラクティブEDI、 バイナリーEDI等 の新 しい応用

分野や法的問題に加えて、適用業務 として社内EDIの 話が提案されており、ダウンサイジングに向けて、アプ

リケーシ ョンの間のインタフェースにEDI標 準を使用 して成功 した事例の発表には正直驚 きを感 じました。

また、本大会の事務局であるDISA(DataOntrechangeStandardsAssociationInc.)の 人に日本のCII標 準の位置づけ

について話をしました ところ、実務的で良いアプローチであるという理解を示 して くれ、先輩 として援助する

から、遠慮せずに話をして くれ との暖かい言葉を頂きました。

とにか く、英語は下手でも一生懸命話をすれば、先方 もそれな りに理解 して くれることは明らかで、こうした

地道な努力の積み重ねの必要 を実感 して参 りました。出来るだけ多 くの人が、機会 を捕らえて … この秋に

はお隣のソウルでEDICOM`93が 開催 されます … 国際会議に参加 され、肌でEDIを 実感 されますことを期待

してお ります。

2回EDI'Epc=719日 に

第2回EDI推 進協議会総会 を来る7月19日(月)の 午後4時 か ら6時 迄の予定で、東京会館(東 京都千代:

田区丸の内)に て開催する予定です。詳細 につ きましては、別途ご案内致 します 「総会開催通知」をご覧頂 きた

い と思います。
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でEDI且 の 設 が'"i
…

JEDICの よ うなEDIの 難 母体 は、 既 ↓、海外 で も多 くの 国 。で 設 置 さ れ て お ります.デ ・マ ー クで は 、4月i

1日 に デ ンマ ー クEDI臓 会(th。DaniS、EDICounci1)を 設 立 しま した.ま た 、EDI及 びUN/EDIFACi

Tの 利 用 が 拡 大 して い る ドイ ツで は 、6月17日 にEDI関 連 の新 しい 繊DEDIG』 ・h・EDIi

GesellschftiGermanEDIAssociation)が ベ ル リ ンに 設 立 され る予 定 で す 。 この 組 織 は非 営利 機 関 で 、 メ ンバ 会 費 、 セi

ミ ナ ー や会 鱗 の 収 入 に よ り運 用 され る と の こ とで す.(m・B・ll・ti・ ・fth・W・・ternE・P・pea・EDMAerB…dよ り)i

i
._____i

巨
連欧州経済委員会1亘CE)第37回 貿易手続簡易イ[液薬蔀会(WP.4)会 議]

報 告 i
1.日 程

2.参 加 者

場 所:ジ ュ ネ ー ブ 国連 欧州 本 部(SalleXH)

日程=1993年3月15日(月)～19日(金)

・メ ンバ ー26ヶ 国 、 第11条 国(オ ブザ ーバ ー国)7ヶ 国

・国 際 機 関 等16機 関 、 参 加 者 総 数142人

・日本 代 表:岩 田 団 長(運 輸 省 、 運 輸 政 策局 情 報 管 理 部 長)ほ か6名

3.作 業 部 会 の 位 置 づ け と構 成

経 済 社 会 理 事 会(EconomicaridSocialCouncil)5つ の 委 員 会 で 構 成L

欧 州 経 済 委 員 会(ECE:EconomicCommiSsionforEurope)15の 委 員 会 で 構成L讐拡 大 委 員 会(CommitteeontheDevelopmentofTrade)

貿 易 手 続 簡 易 化作 業 部会(WP.4)

ヒデ一夕エ レメント及 び自動データ交換 に関する専門家会議(GEI)

手続 き及び書類 に関する専門家会議(GE.2)

4.会 議 の 内 容

① 各 地 域 ラ ポ ー タ ー の報 告

②GE.1/GE.2合 同会 議
・WP .4で は初 め て の合 同 会 議 を 開催

・法 律 ラ ポ ー ター よ り、WP.4に お け る貿 易 簡 易 化 の法 律 問題 につ い て

・今 後UNcmALと の 関係 を密 接 にす る こ との確 認

③ ア フ リカEDIFACTボ ー ド(ガ ボ ン 、南 ア、 セ ネ ガル 、 ナ イジ ェ リ ア)の 設 立
・ラポ ー ター:P .Moublet-Boubya氏(ガ ボ ン)に 決 定

・副 うポ ー ター:南 ア フ リカ 貿 易 関係 手 続 簡 易 化 機 関)が 事務 局 招 請 に よ り参 加

④UN!EDIFACTの 多 国 語 化(mUldlingtlalterminology)

フ ラ ンス代 表 が 「uN/EDIFAcrの た め の多 国語 表 記 －uNIEDIFAcr実 施 の た め の多 国語 情 報 の 共 同 管 理 」

に関 す る研 究 成 果 を報 告 した 。 同 目的 達 成 の ため の次 に示 す6つ の 勧 告 が採 用 され 、 担 当 ラポ 一 夕 ー の選 任

を了承 した。

1.地域 にお ける コンサル ティ ング機構 の設置、ZUNMDIFA(rr関 連文書 の用 語 の統 一の ための委員会 の設置、

3.言語別の代表 で構 成 され る タス クフ ォース の設置、4.ワ ークプログ ラム と実行 可能 なスケジ ュー ルの早急な作成 、

5.言語表現 問題 に関す る国際 的啓 蒙活 動の 開始 、6地 域担 当ラポ一 夕ー に よる本件の 調整努力

⑤UN/EDIFACTラ ポ一 夕 ー の任 期 満 了 に伴 う選任
・ア ジ アEDIFAcrラPt-一 タ ー伊 東 健 治 氏 が 再 任

・西 欧 ラポ ー ターR .Hill氏が 再 任

・パ ンア メ リカ 、東 欧 、 オ ース トラ リ ア/ニ ュ ー ジ ー ラ ン ドの か くラ ポ ー ター は 、 交 替

⑥ 国 際機 関 との リエ ゾ ン ラ ポ ー タ ー の 再 任 、
・ISOリ エ ゾ ン ラ ポ ー タ ー:K .Najok氏(カ ナ ダ)

・CCITr!リ エ ゾ ン ラ ポ ー ター:S .Motard氏(フ ラ ンス)1

⑦UN/EDIFACT信 託 基 金 活 性 化 問 題
・uN/EDIFACr事 務 局 の経 費 不 足 に伴 うUN!EDIFACr信 託 基 金 活 性 化 問 題 は、3月20日(土)以 降の

UN/EDIFAcr運 営 委 員 会 に て検 討 予 定 。

5.次 回 の開 催 日程

第38回 貿 易 手 続 簡 易 化 作 業 部 会(WP.4)及 び 第48回GE1/GE2

会 期:1993年9月20日(月)～24日(金)
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AP蕊 よて輌=工 ーザ=国 際i霊 一===概 要報菩=二=

7口APEC-WGTア ジ ア") 云 § 一=ヌL冨 ワ ー ン ク ク ル ー

今 回で7回 目 にな るAPEC・WGTは3月22日 か ら24日 まで の3日 間、 リゾ ー ト地 と して有 名 な オ ー ス トラ リア1ク イ

ー ンズ ラ ン ド州 の ゴ ー ル ドコー ス トで 開 催 。 これ まで の 、 開催 実績 は次 の とお り。 第1回:1990年7月(シ ンガ ポ

ール)
、第2回:1991年1月(ク ア ラル ン プ ー ル)、 第3回:1991年5月(東 京)、 第4回:1991年9月(ジ ャカ ル タ)、

第5回:1992年3月(ソ ウ ル)、 第6回:1992年7月(ハ ワ イ)。 今 回 の 会議 に はAPECに 所 属 してい る15の 国 すぺ て

か ら合 わ せ て99人 が 、 そ して 日本 か らは 、 主 催 国 オ ース トラ リア の29人 に 次 い で2番 目 に多 い11人 が 参 加 。

会 議 は4つ の分 科 会 に分 か れ て 進 め られ ま した が 、JEDICの メ ンバ は 「EDI分 科 会 」 に参 加 。 な お 、他 の3つ の 分

科会 は 「人材 育成 」、 「情 報 通信 事 情 に 関 す るデ ー タ収 集 」 そ して 「テ レポ ー ト」 で す 。

EDI分 科 会 で 日本 が 報 告 した の は 、 主 に 、1)国 際 標 準 の 導 入 を前 提 と した 、 通 関 シス テ ムの 構 築 に向 け て大 蔵 省

が検 討 を 開始 した こ と、2)EDI推 進 協 議 会 σEDIC)を 設 立 した こ と、 の2点 。 ま た 、各 国 か らは 「米 国 とニ ュー ジ ー

ラ ン ドに よ る航 空 分 野 に お け る旅 客 情 報 のEDI化 」 等 、 進 行 中 のEDIパ イ ロ ッ トプ ロ ジ ェ ク トにつ い て の 報 告 が あ

った 。 な お 、 オ ー ス トラ リ ア よ り、 中小 企 業 へ のEDIの 導 入 を促 進 す る プ ロ ジ ェ ク トの必 要性 が 指 摘 され 、香 港

及 び シ ン ガ ー ポ ー ル が検 討 した 上 で 、 次 回 会 合(9月 頃 開催 予定 、場 所 未 定)で 提 案 を行 う こ と にな っ た。

4ロ ユ 一 一 、万r§4thlnternationalCongressofEDIUsersl

第4回ED1ユ ー ザ 国 際 会 議 は3月25・26日 の2日 間 、APECの 会 議 と同 じ ゴー ル ドコー ス トで 開催 。 この会 議 は不 定

期(12～18カ 月)に 開 催 され て お り、 これ ま で は 、1989年 にバ ン クー バ 、1990年 に サ ン フ ラ ン シス コそ して1991年 に

ブ リ ュ ッセル で そ れ ぞ れ 開 催 さ れ て きて お り、 次 回 の第5回 大会(1994年)は 、 英 国 ケ ン ブ リ ッ ジ大 学 で7月 頃 の 開

催 が 予 定 され てい ます 。 な お 、 今 回 の 会 議 に は 、27カ 国 か ら合 わ せ て520人 が 参 加 。

この 会 議 で は、JEDICと して次 の2件 を発 表 い た しま した。

「EDI推 進 協 議 会 の 紹 介 」(窪 田芳 夫 氏ノ企 画 委 員長)

「日本 に 於 け るEDIの 実 状 と標 準 化 動 向 」(中 西 英 夫 氏ノJIPDEC-Cll所 長)

2つ の 発 表 に対 す る 参 加 者 の 関 心 は 高 く、 各 国 にお け るEDI協 議 会 の 関係 者 か ら も情 報 交 換 等 を行 い たい との 申

し入 れ が あ りま した の で 、 その 方 向 で 取 り組 ん でい きた い と考 え てお ります 。

次 に、 オ ー ス トラ リ ア にお け るEDI関 連 の最 新 情 報 につ い て紹 介 い た します 。

第1は 、2つ の 主 要 なEDI関 連 団体 で あ るEDICA(オ ース トラ リ アEDI協 議 会)とAPNA(オ ース トラ リ ア製 品番 号 協

会)に 所 属 す る7,000の 会 員 がICON(lndustryCommunicationsNetwork:産 業 間 通信 ネ ッ トワ ー ク)に よ り相 互 に結 ば れ

る こ とに な っ た こ とで あ る。 こ れ に よ り、EDICAで は 、 毎 月60,㎜ に も及 ぶ紙 を排 除 で き る と見 込 ん で お り、 ま

た、 こ のICONの 電 子 メ イル 機 能 に よ り世 界 との コ ミュ ニ ケ ー シ ョン を推 進 して行 く計 画 で あ る。

第2は 、EDIに よ る納 税 シ ス テ ム の導 入 で す 。 オー ス トラ リ アで は 、ATO(AustralianTaxationOffice:豪 税 務 庁)の

指 導 の も とに 、ATOと 納 税 者 の 双 方 に メ リ ッ トが 出 る よ うな 、EDIFACTの 使 用 を前 提 と したEDIに よる納 税 シ ス

テ ム の ガ イ ドラ イ ン を既 に 開発 して い る。 特 に 、NSW(ニ ュ ーサ ウス ウ ェ ー ルズ 州)で は 、 世界 初 の電 子 徴 税 シス

テ ム を7月 か ら運 用 開始 の予 定 で あ る。 これ に よれ ば 、 紙 主体 の徴 税 収 業務 がEDIとEFr(電 子 的 資 金 決 済)に よ り

処 理 され る こ とに な り、 印 紙 の 必 要 な 契 約 書 等 を電 子 的 な手 段 で 提 出 で き る こ とに な る 。OSR(NSW州 の税 務 署)

の試 算 に よれ ば、 このEDI/EFTの 導 入 に よ り、 州 税徴 収 経費 を1/2に 削 減 で き、 シ ス テ ム の 運用 開始 か ら5年 間 で 、

金 額 に して500万 豪 ドル相 当 の費 用 節 減 効 果 を期 待 して い る 。

会 はペー充=i型

今回参加 した2つ の国際会議は、EDIの テーマにふさわしく、ペーパ レスによる運用が印象的で した。APECで

は最終 日の全体会議 における議事録の確認作業を、参加者のいる会議上にパソコンから直接投影できる大型スク

リーンを設置 し、参加者の意見 に従って リアルタイムに修正を行っていました。従いまして、会議が終了した時

点で議事録は完成 しているとい うことになります。また、EDIユ ーザ会議では、いわゆるプロシーディングス(

会議予稿集)は参加者 に配付されず、資料無 しで会議が進められました。そして、会議終了後、事務局でとりまと

めたものがFD(7vッピィディスク)の媒体で参加者宛て直接送 られてきました。このように、2つ の会議 ともペーパレス

を基本理念の一つ としているEDIの 会議にふさわしい運用で した。
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6月22日(火)13:00・16:00(ガ ス ホ ー ル;東 京 都 中 央 区)

EDIセ ミナ ー:

内 容 業 際EDIパ イ ロ ッ トモ デ ル 調査 研 究 開 発 につ い て 、納 品 書 レス 化 トライ ア ル、EIAJの 今 後 の 活 動 に つ い て

問 合 先 ・(社)日本 電 子 機 械 工 業 会EDIセ ン タ ーTEL:03-3593-8323(池 原 、種 部)

7月8日(木)～9日(金)10:00・17:00(予 定)(日 本 青 年 館;東 京 都 新 宿 区)

EDIに お ける 法 的 諸 問 題 に 関 す る成 果 発 表 会

内 容 電 子 取 引 契 約 条 項 作 成 の ポ イ ン ト 参 加 費 用.一 般35,000円/会 員30.000円

問 合 先:(財)日 本 情 報 処 理 開発 協 会 調 査 部 普 及振 興 課TEL:03-3432-9384(樋 口)

、海 外_.,__.、.一..,_._.__,___.

September27・30,EiDIASIA'93,HongKongConvention&ExhibitionCenter

EDIASIA'93,isorganisedbyTradelinkElectronicDocumentServicesInmitedonbehalfoftheHongKongCouncilforSimphfied

TradeandElectronicDataInterchange(SI'EDI),

Te1(+852)5300600Fax(+852)8778586

OCtober28・29,EDICOM'93βEOUＬThgSeoulHiltonlnternationalHotgllSeoul,Korθa

CONFERENCEPROGRAM

<StrategicImportanoeofEDItoAsia-PacificReglon>

・EDIasaCompeロtlveEdge・P,omoロonofEDI・111dus垣alEDI・FinancialEDI・EDImTmnsportadon

〈T㏄hmcalDevelopmentsillED】 〉

・EDIP【ovlder・EDISハV・EDISecuritySystem

<StandardsEvolutionmEDI>・h1年maロonalTr㎝d・NationalProgress

〈Lega11ssues>

EXHIBITSPROF【LE

・EDISoftware・ValueAddedNetworks・IndustryAssociaロons・ConsuldllgandEducanonServlces

ContactrKoreaTradeNetworkRrn.1003TradeTower,KWTCl59-1,Sarnsung－ 由ng,K飢 即 抑 －Gu,T賦C㎝ 政

P.OBox177,Seou1,Korea135-651Te1+82・2-551-2140/2141!2142!2143Fax+82・2-551-2144!22681

November8-10,FitstAnnualPanAmericanEDIConference,EDICouncilofCanadaandEDIA

、-1993年EDIFACT関 連 主 要 会 議 予 定 ・

◎合 同 ラポ ー ター 会 議(JRT:JointRapp(meurs'Meeting)

9月27日(月)～10月1日(金)ベ ル リ ン

◎ アジ アEDIFAcrボ ー ド会 議 と合 同 作 業 グ ル ー プ会 議

5月19日(水)～5月21日(金)北 京

10月25日(月)～10月27日(水)ソ ウ ル

◎EDICOM'93(電 子 デ ー タ交 換 に 関 す る ア ジ ア太 平 洋 会 議 一1993)

10月28日(木)～10月29日(金)ソ ウ ル

◎ECE!WP,4会 議(国 連 欧州 経 済委 員 会 貿 易 手続 簡 易化 作 業 部 会 関 連会 議)

9月20日(月)～9月24日(金)ジ ュ ネ ー ブ
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EDI推進協議会
(JapanElectronicData][nterchangeCounci1)1993.7.20

事 務 局 財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(CII)

105東 京都港 区芝公 園3-5-8機 械振 興会館 内

Tel:03-3432-9386Fax:03-3432-9389

第2回EDI推 進協議会総会開催

一新 副 会 長 に 関 本 忠 弘 氏 が 就 任一

去る7月19日 、東京會舘(千 代 田区丸 ノ内)に て第

2回EDI推 進協議会総会が開催 されま した。

当日は、米倉会長、佐々木副会長、荒井機械情報産

業局次長、前川同情報政策企画室長、影山 日本情報処

理開発協会会長 をは じめ と して、会員、関係省庁 、オ

ブザーバを含め約90名 が出席 されま した。また、総会

に引 き続いて行 われた懇親会 には、杉山機械情報産業

局電子政策課長、関本新 副会長 もご出席になられま し

た。総会では、副会長の選任 、平成4年 度の事業報告、

平成5年 度 の事業計画の3つ の議案 について審議が行

なわれすべて満場一致で承認されま した。

以下に概要をご報告いた します。

議事 に先だって、米倉 会長の挨拶が行 われました。

同会長は、挨拶の中で、

① 国内 ・国際両面でEDIの 進展 が顕著であ り、EDIの

社会的インフラとしての役割 が今後 ますます重要にな

る、②EDIは もはやコンピュー タや通信 の専 門家、業

務 の専門家のみに任せるのではな く、経営者が自ら積

極的 に取 り組 むべ き企業課題である。③EDI推 進協議

会 は短期間で多 くの成果 を上げつつあるが、EDIの 進

展 に伴い果 たすべ き役割は更 に大 きくなる、

と強調されました。

濠 端 副会長の選任 鷲涜i簗

昨年11月 に急逝されま した大歳前副会長の後任 とし

て日本電気(株)社 長 関本 忠弘氏が選任されました。

委員会活動、広報誌の発行、普及研修会の開催、研

修テキス トの作成、国際活動及 び会員拡大活動につい
て事務局 より報告があ り、承認されま した。

委 員 会活 動

昨年度 に引 き続 き、「企画委員会」、「普及 ・啓蒙委

員会」を設置 します。また、EDI関 連機 関 との交流 に

主眼 をおいた 「国際委員会(仮 称)」 を新たに設置す

る予定です。

普及 ・啓 蒙 活動
・JEDICNewsle鵬rの 発行(年6回)

・普及研修会の開催

各企業の経営 トップ層、企画、情報処 理各部門を対

象 に計3回 の開催 を予定 しています。また、研修 の対

象者 を会員に限定せず、幅広い活動 を行 い、講師の派

遣、教材の提供等 も行 います。

・EDI関 連の教材 の開発 ならびに参考書の発行

・その他の普及啓蒙活動

産業情報化推進 センター と協同でわが国 におけ る

EDI実 態調査を行 う予定です。また、JEDIC事 務局 と会

員、会員間の迅速な情報交換 を促進するための、パ ソ

コン通信の電子掲示板 等の機 能を活用 した 「EDIフ ォ

ーラム(仮 称)」 開設の可能性 を調査 します。

国 際 活 動

「国際委員会(仮 称)」 を中心 に、各 国のEDI推 進協

議会や、関係 業界団体等のEDI関 連機関 との交流(情

報交換)を 行い、関連情報 を関係者へ配付 するととも

に、 日本の状況 を海外 に向けて発信 します。EDI関 連

の国際会議への参加 とともに支援 も行います。
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i平成5年 度 実 施 体 制

口
会 長

副会長

副会長

一
委 員 長 窪田 芳夫

委 員 浅野 恭右

石井 満之

大久保秀典

北畠 光弘

下村 純央

冨田 宏

府川 滑

堀内 好浩

米 倉 功

佐々木 喜 朗

関 本 忠 弘

(順不同/敬 称略)

東京電力(株))

(財)流 通システム開発センター

昭和電工(株)

東芝物流(株)

伊藤忠商事(株)

日本郵船(株)

(財)建 設業振興基金

日本電機工業会

日本鋼管(株)

伊藤忠商事(株)代 表取締役会長

新 日本製鐵(株)代 表取締役副社長

日本電気(株)社 長

1普及 ・啓 蒙委 員会1

委 員 長

副委員長

委 員

大久保秀典

三橋 博

松本 治男

佐藤 厚夫

中村 雅明

遠藤 典夫

平 省治

種部 信夫

戸田 清

橋本 恒

(順不同 ・敬称略)

東芝物流(株)

(社)日 本電線工業会

(財)住 宅産業情報サービス

(社)情 報トピス産業協会

石油化学工業協会

電気事業連合会

(社)日 本電機工業会

(社)日 本電子機械工業会

(社)日 本貿易会

物流EDI研究会

☆ 尚、普及 ・啓蒙委員会の下部組織 として、EDI関 連教材開発のためのWGを 設置する予定。

国際委員会

委員会構成が決まり次第お知らせ致 します。

{i繍鱗 螺 遭難 撫 ㌘ ㌘ …「
ll(財)日 本情報処理開発協会では、昭和63年 度以降法律の専門家及 び企業などの実務化による 「電子取引調査研li

i群議 議議醗 竃灘 霧羅難 き灘 ㌫ 舞蹴l

ii㌣響鷹纏難 藁籔賭 肇繍 ぽぽ 歴撒罵聯 ㌶瓢 票5;i
両日とも200名 を超える参加者があ り、2日 目の最後 に行われた質疑応答(EDIに おける法的問題点)は 時間がil

l不巖 耀 欝 糠 銚㌶ 差㌶灘 鷺 」1

新 会 員 ご紹 介JEDIC会 員 数:42(1993年7月 現在)一

(社)軽 金属協会 〒103東 京 都 中央 区 日本 橋2丁 目1番3号 日本 橋 朝 日生 命館

TelO3-3273-3041FaxO3-3213-2918

(社)日 本広告業協会 〒104東 京 都 中央 区銀 座4丁 目8番12号 コチ ワ ビ ル

TelO3-3562-0876FaxO3-3562-0889
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蒲1芸三蕪 蒸 終 講齢i

通商産業省が平成4年 度から4年 計画で開始 した、標記事項の平成4年 度における実施結果 と課題 について 「業際

EDIパ イ ロッ ト・モデルの調査研究開発報告書一1」(通商産業省 、平成5年3月)よ り紹介 します。詳細 については

同報告書 を、 また、同事業の必要性及 び事業に及ぼす効果については、NewsletterNo.3を 参照 して下さい。

=

平成4年 度は、業際EDIの なかで もっとも基本 的な、「輸送依頼」のEDI化 について運用実験 を行 った。輸送依頼

は製品購入の発注 に相 当する物流業際EDIの 入 り口である。但 し、発注の前段階に見積があるように、輸送依頼の

前段階に も照会や予約があ り、そ して最後 は決済で完了する。 したがって、輸送依頼は物流業際EDI全 体の一部で

あ り、今後物流業際EDIの 対象を拡大 していかなければならない。

①cnシ ンタックスルール物流業際EDIへ の適合性

製造業界(電 子機器業界)と 流通業界(菓 子業界)で 行われた運用実験では、cnシ ンタックスルールの適合性

について特 に大きな問題 もな く十分実用 に耐えることが実証された。一方、産業情報化推進センターで実施 した

cn-UN/EDIFAcrコ ンバージョンの検討でも、標準 メッセージの互換性があればコンバージ ョン可能であることが

確認 された。

②物流業際EDI導 入の効果

運用実験では、輸送依頼 だけをEDI化 したのにもかかわらず予想 よりは大 きな効果が確認 された。その多 くは、

処 理時間の短縮 というよ りは伝達時間の短縮 である。そして、受発注 システム と連動 していれば、輸送業者の受

取 る情報の精度が上が り、 より合理的な輸送計画の策定 も可能となり、輸送効率 を向上させることもできること

が明 らか になった。

③VAN間 接続の確立

最新 のEDIで は、VANのEDIサ ー ビスを活用するのが普通であ り、VAN間 接続 も珍 しくない。 ファイル転送を基

本 とする現在のEDIサ ービスではVAN間 接続 を活用す るとVAN通 過の時間(デ ィレイ時間)が 増加 し、EDIに よる

時間短縮効果に水 を差す可能性が ある。 しか し、今回の運用実験ではVAN間 接続 について も特 に問題 もなく物流

業際EDIに も十分使用可能なことが明確 になった。

麺

④ 「輸送依頼」以外への展開

平成4年 度 は、輸送依頼に限定 して運用実験 を行 ったが、今後 は輸送 の予約、ステータス照会、運賃支払いなど

物流業際EDIの 対象 を拡大 しなければならない。また、複数の輸送業者 をつないで輸送する際に必要 となる輸送業

者 間の継送についてもEDIの 対象 とする必要がある。

⑤ 中小業者への拡大

物流業際EDIは 、物流効率化に対 して有効であることがはっきりして きたが、今後 中小業者にも普及 させてい く

必要があ り、大 きな課題となる。

⑥物流効率化 の問題

現段階では、物流業際EDIの モデルを確立することに主眼があ り、確立 された物流業際EDIを 駆使 して物流の効

率化 を達成す るまでには至っていない。 しか し最終 目的は、物流業際EDIで はな く、物流の効率化の達成にある。

したが って、確立 された物流業際EDIを 駆使 して効率化す る方策を検討 しなければならない。

CHシ ンタ ックス ルール新バ ー ジ ョン公 開

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(cn)で は、cnシ ン タ ッ ク ス ル ー ル の新 バ ー ジ ョ ン を平 成5年3月 に公 開 しま した。

本 仕 様 は 、 実用 仕 様 と して 公 開 した 「CIIシ ン タ ック ス ル ー ル1.10(1992.8)」 の 改 訂 版 で 、 「Cllシ ン タ ッ ク ス ル
ー ル1 .11」 と 「CIIシ ン タ ッ クス ル ー ル1.51」 の2種 類 で 構 成 さ れ る。 「CHシ ン タ ッ ク ス ル ー ル1.11」 は 、 同L10にY

属 性(日 付)を 追 加 した 規 格 で あ り、 そ れ 以 外 は 同 一 で あ る 。 「CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル1.51」 は 同1.11に さ ら に設

計 画 像 デ ー タ伝 送 機 能 を追 加 した 規 格 で バ ー ジ ョ ン1.51が バ ー ジ ョ ン1.11を 包 含 して い る 。

バ ー ジ ョ ン1.11と バ ー ジ ョ ン1.10は ほ と ん ど の 場 合 互 換 性 を とる こ と が で き、 通 常 は 一 緒 に使 用 可 能 。 バ ー ジ ョ

ン1.51に つ い て も、 設 計 画 像 デ ー タ伝 送 機 能 を使 う 時 に は 、 専 用 の トラ ンス レー タが 必 要 に な る が 、 そ れ 以 外 は バ

ー ジ ョン1
.10や バ ー ジ ョ ン1.11と 一 緒 に使 用 可 能 。

詳 細 は 、cn発 行 の 「cnシ ン タ ッ クス ル ー ル1.11及 び1.51」(平 成5年3月)を 参 照 して 下 さ い 。

一73一
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難EDIカ レンダー

September27・30,EDIASIA'93,HongKongConvention&ExhibitionCenter

EDIASIA93.iSorganisedbyTrade血 止El㏄ ロionicDocumentServi㏄8LimitedonbehalfofdleHongKon8CouncilforSimp1江1ed

TradeandElectronicDataInterchange(STED1),Te1(+852)5300600Fax(+852)8778586

0ctober28・29,EDICOM'93/SEOUL,ThθSθoulH‖tonlnternationalHotgl,Sθou1.Korea

この国際会議 は、 ア ジア太 平 洋 地域 のEDI関 係 者が 集 まって国 際的 な講演 ・展 示 を行 う もので あ り、EDIに 関す る各 国

の実情 や方向 につい ての意見 交換 な どを通 じてEDIの 健 全 な発展 と普及啓 蒙 を図 る こ とを目的 と してい ます 。

また、この会議 は 、ア ジアEDIFACTボ ー ドのメ ンバ ー国が持 ち回 りで 開催す る もので 、 シンガポー ル(1991)、 日本

(1992、(財)日 本 情報処 理 開発 協 会 産 業情 報化 推進 セ ン ター が主催)に 引 き続 い て開催 され る もの で、 来年(1994)は

台湾 での 開催 が予 定 されて い ます。

会 議の 内容 は既報(案 内書 及 びNewsletterNo.4)の 通 りです が、8月 中に は案内 書の 第2報 が入手 で きる予定 です ので 、

会員 の皆様 に は改 め てご案内 致 します 。

詳細 は未 定です が、JEDIC関 係 者 に よる発 表 も予定 して い ます ので、 会員各 位 の ご参 加 も期 待 してお ります。

Contact:KoreaTradeNerworkRrn.1003TτadeTower,KWTC159-1,Samsung-dong,K且ngn㎝ －Gu.TradeCenter

P.OBox177,Seou1,Korea135-651Te1+82-2-551-2140/2141!2142!2143Fax+82-2-551-2144!2268

November8・10,FitstAnnualPanAmericanEDIUsersConference&Exhibit,EDIA!EDICC

Te1+1-703-838-8042Fax+1-703-838-8038

－EDIFACT関 連主要会 議予 定一・

◎ECE!WP.4会 議(国 連 欧 州 経 済 委 員 会 貿 易 手 続 簡 易 化 作 業 部 会 関 連 会 議)

9月20日(月)～9月24日(金)ジ ュ ネ ー ブ

◎ 合 同 ラ ポ ー ター 会 議(JRT:JointRappOrteurs'Mee血g)

9月27日(月)～10月1日(金)ベ ル リ ン

◎ ア ジ アEDIFAcrボ ー ド会 議

第7回'93年10月25日(月)～10月27日(水)ソ ウ ル

第8回'94年6月15日(水)～6月16日(木)ク ア ラル ン プ ー ル

第9回`94年10月29日(土)～10月30日(日)台 北

◎EDICOM'93(電 子 デ ー タ交 換 に関 す る ア ジ ア太 平 洋 会 議 一1993)

10月28日(木)～10月29日(金)ソ ウ ル

EDI推 進協議会事務局までご連絡下さい。
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EDI推進協議会
(JapanElectronicDataInterchangeCouncil)1993.9.10

事 務 局 財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(CII)

105東 京都港 区芝公 園3-5-8機 械振 興会館 内

Te1:03-3432-9386Fax:03-3432-9389
'亡編 勒 苦く荏

ケ

被 ♂.・..

;iせていただき蟻 図1

〈EIAJ/EDIセ ンターにつ いて 〉

:iEDIセ ンターで は、毎 月約250名 の専 門委員が

ii参加 す る委員会活 動 を通 じ、 日本 のEDI環 境 を

i創 設す る とい う共 通 の 目的の もとに活 動 を行 っ
てい る。EIAJ標 準 はそ の成果 と して構 築 された

iiものである。

EDIの 最近の動向 と今後 の課題

第2回EDI推 進協議会総 会 講演 よ り
卵 ぐ欄:涜:'苓 朔'弓《榊 治旅 弍当

高 嶋 繁 裕;
〔(社)躰 解 織 工業会EDIセ ・タ一会R,㈱ 村醜 作所 副社長〕i

…
前号で報告 しま した第2回EDI推 進協議会総会で、(社)日本電子機械工業会(略 称:EIAJ)EDIセ ンター会長 苔

の高嶋繁裕氏()村 田製作所副社長)に 、標記タイ トルでご講演をいただきましたのでその要旨をご紹介さ ‖
x

〈EIAJ・EDI標 準 の誕 生の背景 〉

まず、社 内業務 の管理 ツー ル と して電算機 シ

衰
孝
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EDI標 準 の あ り方 を図2に 示す。 各社 の従 来 シ

:1ステ ム を変 更 す る こ とな く、外 部へ の発注 、受

注 に関す る情 報 を標 準化 す るため に、EIAJ標 準1
に変 換す る トランス レー タをEDIセ ンターが開

§発 し、会員 をは じめ一般 に も公 開 して普及 を図
った。 図中のBやF企 業 の よ うにVAN経 由で標準

出力 を行 い、 関係 取 り引 き先 との接 続 も考 えた。

また社 内のEDPを 改善 し、標準 メ ッセージやデ
ー タ項 目をそ の まま 自社 シ ステ ム に も利用 で き

る ようにと考 えた。

ステムが導入 され、用途 に応 じて正確 かつ迅 速 にデータ処 理がで きる ように なった。次 に、1

{1社内の システ ム を資材取 引等 に延長 する ことによ り、EDIの 第一歩がス ター トしたわけだが 、1
ここで いわゆ る多端末 現象 が発生 した。す なわち図1に 示 す ように、A、B、Cの 各企 業が異fl

li灘i灘 羅欝螢2機 雲燐ま織 鞭灘i
l〈EDI標 準のあり方〉 図2i

ElAJば 準 に よる多 食禽聞EDl

等 ○ 標準頑 換日
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;1EDI方 式 の進化 の過程 を図3に 示 す 。第三 ステ

iiッ プの段 階 で、 デー タ項 目数 の拡大 と漢字(住
芸所 等)使 用 のニーズ に応 えるため に、EIAJ標 準

‖を もとにそ の拡 張版 と して、JIPDEC!CIIに よ り

{i上位 のCII標 準が 開発 された。 この標 準 を利用 す

liる こ とによ り、各業界 間の業際 取 引 に も活用 で
蓑きる よう目指 してい る。 第 四ステ ップで は、国

1連 のEDIFACT標 準 に基づ いた、電子 業界 に使 い

1や す いサ ブセ ッ トを、 日米 欧 の三 地域 の代 表 が
宇国際協 調 して開発 しつつ あ るが、 近 い将来 には

‖この標準 で国際取 引 を行 うようにな る。

ii〈EDIセ ンターの現況 と活動成果 〉 図4

iiEDIセ ンターで は、肌AJ取 引情 報化 対応標準 を

……璽 綴 纏 縫の濃潔 芸三駕
‖た 平成4年 度 には通商 産 業省 の事 業 の一 環 と し

i「:て、業際EDIパ イ ロッ トモデ ル調査研 究 開発 事業

1を 行 った。 この事業 には、TDK、 アルプス電気 、

il村田製作 所 の部 品企 業3社 と、第一貨 物、 アル プ

ii義鷲 量鍔 ζζξ煙麟 髭欝 欝 腸
ii㌘鍵㌶誓〉纏㌶二三二瓢岳纏蕾;

1÷ ㌃ ㍍ …=　 燗………㈱灘 …=… …⌒… 鮒… …1

した トライアル も含 まれている。 ま た、村 田製作 所 と日本 ロジテム とでは、cnト ランス レー 菱

iiタ ーを使用 したデー タ交換 も実施 した。 この結果 、輸 送依頼情 報 による配車準備 と配送業務 ‖

ilに非常 に効果があ り、業際EDIの 必要性 を実証で きた。 ‖

1燃響羅 鰭竃墨難i義講竃曇竃竃霧
る。l

EDIを 取 り巻 く現況 と して、EDIの 国内 での動 きを図4に 示す。EDIは 従来 、企業 におけるi

…i情報シス テムの一 つの構成 要素で あ ったが 、最近 で はオープンなEDI標 準 を用 いた、社会 的 竃

iiな情報 システムの インフラ として位置づ け られて きてい る。l

ii図5蓼

‖〈今後 の課題 〉 》
今後 の課題 と して、大 企業 以外 に も利 用 で き

る ような、パ ソ コン レベ ルの ソフ トとそ の運用
1ガ イ ドライン を提 供 し、利 用 拡大 を図 る必 要が

1あ る。 その ため に、 トップマ ネジ メ ン トへ の啓

　蒙 お よび担 当者 へ の実務 教 育 の積 極 的 な実施 が

1必 要である。(図5)さ らに、EDIの 活用 に よ り業芹

界 の業務 の効率化 、高 度化 を図 る ため の新 シス

1;躍蓼纂艦 纏縫嘉 詩;薪5馬
iiス テムモデ ル を提供 し、 よ り事務 作 業 の省 力化

iに 役立 つ よ うな活動 を進 め、物 流 の合理 化 に も
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活 用 し て 行 く。 ま た 、 従 来 の 企 業 単 位 の 個 別 ネ ッ ト ワ ー ク か ら 業 界 を 越 え て 多 様 化 、 複 雑 化il

、す る 取 引 に 対 応 で き る よ う 、 今 後 も 継 続 的 に 通 商 産 業 省 事 業 の 「業 際EDIパ イ ロ ッ トモ デ ル1

調 査 研 究 開 発 事 業 」 に 取 り 組 む と と も に 、 電 機4団 体 間 で の 連 携 を 強 化 し て い く 所 存 で あ る 。ii
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1国 際標準化 へ の対応 が注 目されてお り、情 報 ネ ッ トワークが経済取 引 を追 ってグ ローバ ルl

l化 している中で、海外で は国連 を中心 にEDIFACTが 成形 されつつあ り・実用化 も進んでいる。・1

鐸 難雛 竃 欝 蜘 多灘;罐;織 黍ζi
l<EDIセ ンターの平成5年 度計画>l

l最 後 に、平成5年度の主な活動計画 を示す。l

l曝欝 欝辮灘欝欝 欝欝ll鷲1讐i
lラ ベ ル(EDI対 応)、EDI取 引 にお ける適法 システム管理 ガイ ド等 につ いて検討予定。1

§ さ らに、業際EDIパ イ ロ ッ トモデ ルの調査研 究 開発(通 商産業省 事業 第2年 度)で は、物l

l流EDI新 メッセ ージの開発 と トライアル と物流 ラベルの開発 を予定。i

ll

l上 捲 饗 ㌶ 講演の概要を報告させて頂きまし"-7'{s紙面の制約上・+分 にはご報告できなかったことをお詫び申しl

StSA、 、,、e、 、、"、"、 、、".、 。"。w。.。 。、,,。 。"、、ww。e、 、e、"、 、M、w、 。、"、。"、 、。.www。 、、"。c。 。c㈱e、"、 。"、。 、"。",,,。。L)e"、"、、e"、"。 。。。、"、,e。 、 。。e、"、 、、。。..ww、e。"、"。 、"、、-e、,、,、、、"、 、、、X。"N")"eLSth

近 藤 尚武 (日本郵船(株)在 来線事業部長

EDI推 進協議会一前企画委員)

海運業界にお きま しても数年前 までは、EDI標 準化にかかわる話はあまり積極的 には対応する姿勢がありま

せんで したが、この2～3年 、徐々にではあ りますが積極推進派に変化 してきました。その背景になった事例を2

3ご 紹介 します。

〈1.米 国のEDI通 関〉

アメリカ合衆国の税関当局は、1987年 に船の積み荷目録 をEDI化 するように内外の会社 に 要求 しました。こ

れは一年余の猶予期間を経て、1989年 か ら強制的に実施されました。当社の場合、内陸都市を含め全米70数 拠点 、

で輸入貨物のEDI通 関が可能にな り、サービスの向上にもつなが りました。

〈2.シ ンガポールの荷役作業依頼のEDI化 〉

シンガポール港湾局は事務効率化のため、1990年 以来、ほとんどのコンテナ貨物の荷役作業依頼 をEDIで 申請さ

せることとし、書類による申請は、罰金の対象 となる上に、作業 も後廻 しとされることになりました。更にコン

テナ船の横付 図面(ベ イプラン)は1994年7月 以降EDIFAcr標 準のEDIで 提出するよう全船社に指示 してきま し

た。当社 としては、現在システム化への対応 を準備中です。

〈3.米 国鉄道情報〉

太平洋船路で大量のコンテナ輸送に従事する内外の船会社 は、80年 代後半か ら船と鉄道 を組合わせた複合輸送

サービスを充実 し、船会社 自身で コンテナ専用列車を定曜日に運行 して東部中西部への一貫輸送を行 っています。

さらに、受荷主のジャス トイ ンタイムの物流管理ニーズに応え、列車の発着、通過点情報は専門のVAN業 者か

ら分単位でEDIに より提供 され、船会社の物流情報に付加されてEDIで 荷主に提供されています。

〈4.日 本各地のコンテナターミナル〉

日本 に寄港する船会社 は大小合 わせて40～50社 を超え、その内の先進的な欧米船会社はコンテナターミナルに

対 し、積揚貨物情報のEDI化 を要求 しています。 日本の船社は港湾運送業者 と提携 してターミナルを経営 してお

り多数の外船社をユーザーとしているので、EDIの 標準化は今や望む所です。

この様なEDI化 の事態が100を 超える当社の寄港地で多数の関係先から提起 されつつあ り、安閑とはしていらi

れない時代 にな りました。船会社内部の将来のシステムコス トを抑えるためにも、個別のEDIが 確立 しない内に、

国際標準の方向へ向かって欲 しい訳です。

〃新 会 員 ご紹介 ・ JEDIC会 員 数43(1993年8月 現在)

写真 業界流 通情報 システ ム協議会 〒102東 京都千代 田区一番 町25番 地
TelO3-5276-3891FaxO3-5276-3893
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「情 報化の新 たなる展開」

新時代 を迎える産業の情報化 と情報産業

通商産業省 の産業構造審議会情報産業部会では、昨年12月 か ら本年6月 にかけて、ソフ トウェアの価値の確

立と取引の適正化、「新情報革命」を支える情報化人材の育成、Everywhere◎ornputingの 実現と情報化のための

新たな社会資本整備の必要性等について一連の提言を行ってきま した。

当シンポジウムでは、来 るべ き情報化社会を築 く上で極めて重要なこれらの提言が報告されたのを機に、

政府、ユーザ及びベ ンダが一堂 に会 し、それぞれの立場か ら提言でと りあげられた諸問題について討議 し、

また、今 日の産業の情報化の重要な課題であるEDIに ついて も焦点をあて、産業情報化の推進に資することと

いた します。

日時:平 成5年10月8日(金)10:00～17:00会 場:日 経ホール(東 京都千代田区)

主催:(財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推進センター、日本経済新聞社

後援:通 商産業省、(社)日 本電子工業振興協会、(社)情 報サービス産業協会、

(社)日 本情報システム・ユーザー協会、EDPユ ーザー団体連合会

内容:基 調講演 「新たな情報化社会のシナリオ」 今井賢一(ス タンフォー ド大学)

講演 「高度情報化社会における人材育成」 山本欣子(財)日 本情報処理開発協会

講演 「鉄鋼 業界 にお け る業 際ED1の 現 状 と課題」 福 島義 治(社)鋼 材 倶楽部

パ ネルデ ィス カ ッシ ョン 「新 時代 を迎 え る産 業の情 報化 と情報 産業」

コーデ ィネー タ 伊 藤正雄((社)日 本 情報 シス テム ・ユ ーザ ー協会)

パ ネ リス ト 前 川徹(通 商 産業省)、 窪 田芳夫(EDI推 進協 議 会)、 佐藤雄 二朗((株)ア ル ゴテ クノス21)

堀 内好浩((社)鋼 材倶 楽 部)、 水 野幸男(日 本 電気(株))、

栗 田健 二((財)日 本 情報処 理 開発 協会)

参 加 費 用:10,000円(消 費 税込 み)問 合 先:産 業情 報化 シ ンポジ ウム事務局Te1:03-3545-8295Fax:03-3545-9769

.海 外

October28-29,EDICOM'93/SEOUL,TheSeoulHiltonlnternationalHotel,Seoul,Korea

こ の 国 際 会 議 は 、 ア ジ ア 太 平 洋 地 域 のEDI関 係 者 が 集 ま っ て 国 際 的 な 講 演 ・展 示 を行 う もの で あ り、EDIに 関 す る各 国 のi

実 情 や方 向 に つ い て の 意 見 交 換 な ど を通 じてEDIの 健 全 な発 展 と普 及 啓 蒙 を図 る こ と を 目的 と して い ます 。

ま た 、 こ の 会 議 は 、 ア ジ アEDIFACTボ ー ドの メ ンバ ー 国 が 持 ち 回 りで 開催 す る も の で 、 シ ン ガ ポ ー ル(1991)、 日本i

(1992、(財)日 本 情 報 処 理 開発 協 会 ・産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ■・一が 主 催)に 引 き続 い て 開 催 さ れ る もの で 、 来 年(1994)は 台i

湾 で の 開催 が 予 定 さ れ て い ま す 。

JEDIC関 係 者(窪 田 企 画 委 員 長 、 中 西JIPDECにII所 長 等)に よ る発 表 を 予 定 して い ま す の で 、会 員 各 位 の ご参 加 を期 待 しi

て お りま す 。

Contact:KoreaTradeNetworkRrn.1003TradeTower,KWTC159-1,Sarnsung-dong,Kangnam-Gu,TradeCenter

P.OBox177,Seoul,Korea135-651Te1+82-2-551-21402141!2142/2143Fax+82・2・551-21"2268

－EDIFACT関 連 主 要 会 議 予 定 一__..____._._._...t,

◎ECE!WP.4会 議(国 連 欧 州 経 済 委 員 会 貿 易 手 続 簡 易 化 作 業 部 会 関 連 会 議)

9月20日(月)～9月24日(金)ジ ュ ネ ー ブ

◎ 合 同 ラポ ー タ ー 会 議(JRT:JointRapporteurs'Meedng)

9月27日(月)～10月1日(金)ベ ル リ ン

EDI推 進協 議 会 お よ びJEDICNewsletterに 関 す る ご希 望 、 お 問 い 合 わ せ な ど につ きま して はEDI推 進 協 議 会 事 務 局

ま で ご連絡 下 さ い。
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JEDI()Newsletter
EDI推進協議会

:::(JapanElectronicDatahlterchangeCounci1)

事務局 財 団法 人 日本情報処理 開発協会(JIPDEC)

産業情 報化 推進 センター(CII)
105東 京都港区芝公園3-5-8機 械振興会館内

Te1:03-3432-9386Fax:03-3432-9389
㎡:÷ンyt=w.・=ttX弼.)OCttXiA;"/Xva)Y・ 苫W:W:÷)eCt"Ye)沖Y.

菱

Nα71

199-ll

_/
UN/EDIFACT等 の 動 向 所 感 .… … 　 　 　 　 …4"… 　 　 　 =a'X"KtC"・:一:t㈱:':':':':t'=r

l(財)皇 魏 魏耀 鵠 －ll
所 長 中 西 英 夫l

ll,去 る9月下旬 に開催 された国連欧州経済委員会貿易手続簡易化作業部会(UN/ECE/TRADE!WP.4)及 びJRT;t`

i厭 ㌫P當 瓢 ㍊ 把 下旬OEDICOM'93/SE肌 に参加したので・その中の主要トピックスについて1'

蓑1.UN/EDIFACTの 審議組 織 は見 直す方向1
ノ　ガ ま

‖ 藷

菱ECE事 務 局 長GeraldHinteregger氏 は 、 今 回WP.4第38回 会 合 に際 して 、l

iii・wP.4はuN!EDIFAcrの よ うな 立 派 な成 果 を挙 げ つ つ も、 今 や処 理 す る範 囲 が 肥 大化 し、 内 容 が 複 雑 化 す る にl

il・論・蕊 慧瓢 繊 ㌶ ㌶ ㌘:驚 罐 麟 説 繊 を図ってほl
iiし い・

‖ ・ECEの メンバー国はこの数年間で34ヶ 国から53ヶ 国へと増大 し、全体の約半数が市場経済へ移行 しようとしii
ている国々である。中央統制経済下にあって、中央の特定の部局が貿易手続 きに精通 していればよかったが、;1

‖
;;今 や貿易をしようとす る多 くの企業等が知 らねばならず、WP.4は その支援をしなければならない。

1等 の・・セージを寄せ、W・.・の役割 と繊 の見直 しとリエンジニアリングを要請 した.こ れに対 し、1日 以i　ゴ ビニ

1上 に亘 り議論 を した が 結 論 は 出 ず 、 次 回 会 合 で も検 討 を重 ね る と こ ろ とな っ た 。:;i

現 在 、 雛 メ ・ セ ー ジ は168(ス テ ー タス2:42.ス テ ー タス1:13、 ス テ ー タス 。:113)で あ り、 そ の 内 容i

lを み・と・願 ・継=の 蜘 ・関す・ものばかりではなく・雇用(11)・ 医療(・)・ 年金(・)等 の・i

l灘i襟羅鑑i蕊灘 議蕪 欝欝㌘1{
llる上で必要となる情報交換(意 志伝達 も含め)す べてが対象となることを前提として政府も民間企業もEDI化8

i噸 をしていく必要があ・という・とであろう・i　 カ

12・-ACTへ の中間ステップとして国や地域の一 める動きi

lUX/…CTの 実施状況をみ ると・UN/・DMAcrの プ・セスを経ずにその国の・一・・レな利用のために開i
… 発 さ れ て い るEDIメ ッ セ ー ジ が 増 大 し て い る こ と 、 米 国 で は 、ANSIX12に 代 わ っ てUN!EDIFACTをnational苔』

_端 、㈱ ・燃 ㈱=wwam'bif'''"ma'・wwemZvs"astimmltv"be4.muswwwwmusmosmaftnmsevv鰺=…=一 轍 一 … 」
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iii迦≡ 芸撚 ㌶ 芸㍍ ㌫ ㌫ 念㌫蒜 ㌫鑓 菖㌶ 篭㌶;リジ1

…;鰭i騰羅 蕊 曇購曇:誉隠蟹灘 諜鰻i鷲慧l
l実跳腰 鴎 ㌶ 瓢)緊㌶;瓢 慾 ㍑ 蝿
ii㌶ 罐 霊 ㌫㌫ ㌶ ㌶ 凝 ξ。漂 ㌫ 欝 確 認 開策として'l
lこ のような縦 な動 きは、着実にEDI化 を進めてい く一方策であ り、我が国では先ず 躰 のビジネスを前提 とl

iiし た共通的な標準でまとめることが肝要であ り、そのためにcn騨 でオープン畑1化 を着実に進めていく必l

ii要がある。一方、引き続きUN/EDIFA(:へ の対応方策 も進めてい く必要がある。 菱

‖1

‖3.米 国 はANSIX.12か らUN/EDIFACTへ 移行 す る の か?li

il

i昨 年11月 にASC(ArriericanStandardsCornmittee)X12で 投 票 が 行 な わ れ た 。 髪

　 質 問D・y・uapP…e・h・ ・X12・d・P・a・ingl・EDIS・and・ ・d,whi・hi・m)IFACT,蓑

liaft,,th,rel,a、e。fV,rsi。 。4。f由,X12Amed、anN、ti。n。IStand、,d‖

1=㌶ ㌶ 灘 票a」。、%)のうち、賛成213(,6%)1
…ii蓼

ところで、投票率が過半数 となっていないので、この結果の有効性が問われるか と思 ったが、通常は20%以1

下だそうで、極 めて多 くの会員が賛同 した と解釈 されてい る。「一つのEDI標 準:EDIFACT」 とはUN/‖

ii・・DIFACTで はない米国型・PEDFAcrの ようで・前項の方向}・正しく合致 している・散 規則(シ ンタ・クスルl

l…一 ル)は ・本 来 ・Xl2とUN/ED・FACTは ほ ほ 同 じで あ る の で ・ 焦 点{まや は り標 準 メ ・セ ー ジで あ る・ こ こ に・‖

iii－つ のEDI標 準 とい っ て も、 国 内 標 準 と 国 際標 準 とか ら構 成 され て い る。l

i…… そ れで は・ 従 来 の 国 内標 準X121ま1997年 以 降 ど う な る の だ ろ うか?こ の よ うな 心 配 や 獺 時 の'メ ン トに献1

るた め 、EDIFACrAlignmentTaskGroup(ATG)が 今 年7月 下旬 に10項 目 に ま とめ た 見 解 を表 明 した 。 これ 等 に よI

il鳳 現行のX12に ついては・ユーザーが希望す ・限 りA・CX12の 縦 な下部繊 で維持管理する・ユーザーが1

…1現行の標準 を使 うか・或いは新規開発 されるEDIFAC「(国 内標準)を 使用す るかは・ユーザーが判断弛 ばよ ‖

,…iく・ユーザー鮒 してサブセ ・トを強いることはしないそうだ・4

……鑑 欝 藻 灘撫撚1㌶ 鷲1慧1:i
える時期が到来 したように思われる。ii‖

:.:.:.:c.:.:.:.:.:.:.:.:.:{.:.:.:.:一:.:.:.=一:・:・:':':t':':':'=c・:c・:,Zi:・t:・:・:eccや:やXtt:t"ecceg"t"):◆tectca㏄ ぽ 仁 治 絡y・Cttecく 静 怒=tcecc・tC"'xec'=Ctやyt'{CtteCtCる 儒 鮒XOOCtttetCt÷)eo":■Xtcco=

1953年 北 欧 が輸 出 ドキ ュ メ ン トの 統 一 化 作 業 開 始

1960年UN!ECEに お い て1959年 か らの 北 欧 か らの主 張 を受 け 入 れ 、 専 門 家 グ ル ー プ結 成

1961年 第1回 専 門 家 会 合

1963年"UnitedNationsLaoutKeジ 作 成(こ れ は今 日 も使 用 さ れ て い る)

1971年WP.4(Wor㎞PartontheFacilitationoflnternationalTradeProcedures)創 設

第 一段 階(通 関 等 へ の)ド キ ュ メ ン トの 簡 素 化 を標 準 化

第 二 段 階 国 際 貿 易 取 引 に お け る 当事 者 間 の デ ー タ交 換 に 関 す る簡 素化 標 準 化

第 三段 階"GuidelinesforTradeDatalnterchange"(GTDI)か らUN!EDIFACTへ の展 開

第 四段 階EDIが 貿 易 だ け で な く、 産 業 社 会 の あ らゆ る部 門 へ 普及 して い く現 段 階
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≡≡ 平成5年 度 産 業 情報 化 シ ンポ ジ ウム よ ク ≡≡ 福 島 義 治

(社)鋼 材倶楽部鉄鋼流通情報化研究会主査

10月8日(金)日 経ホールで開催 された標記シンポジウム(主 催:(財)日 本情報処理開発協会産業情報

化推進センター、日本経済新聞社)の 概要を報告致 します。今回は、通商産業省の産業構造審議会の報告と、

今 日の産業の情報化 の重要な課題であるEDIが 中心テーマでありま した。以下では、標記の講演からその概

要を紹介 いた します。なお、シンポジウムの詳細 につ きま しては、年度内に発行予定の 「産業と情報」 もし

くは 「会議録」(何 れも産業情報化推進センター編)を 参照 してください。

欄 　箋

き

《講 演 概 要 》

鉄鋼業界が本格的にEDIと 取 り組んだのは、いまから3年前です。鉄鋼業は自動車、造船、電機、産業機械、

建設等 という業種の異なるお客 さまに鉄 を届けて仕事が成 り立ってお り、情報の流れは、商社を介 していま

す。商社 に注文が行 き、その注文を商社が鉄鋼メーカーに流すという大 きな流れがあります。この注文をも

とにしてモノをつ くっているのです。

したがって、情報系 は複雑 になっています。商社 と鉄鋼メーカーの間の標準化は20年 がか りでかな りのと

こまでで きました。ところが、個々のお客さまから商社や鉄鋼 メーカーにいろいろな情報を伝送 してほ しい

とい う要望が来るようにな りました。それが業際EDIに 取 り組むきっかけで した。

平成2年 には鉄鋼 ネッ トワーク研究会 を組織 し、通産省 にご指導頂きながら商社 と鉄鋼 メーカーの間で業

際EDIに ついて議論 をしてきました。

今年 の5月 からは、造船業界 と業際EDIを 開始 しました。CII標準 を用いてニーズの大 きい物流情報、納入

関連情報から始めたわけです。cn標 準は3年 前 ぐらいに知ったわけですが、業際EDIを 推進するには絶対必

要だ と思います。

また、実際に取 り組んでみて、各社の思惑を合わせるのに苦労 しま した。各社が既に持っているフォーマ

ッ トを合わせるのにかなりの時間がかか りますから、私 どもは基本的なレイアウ トにお客さまが必要な もの

を追加 していく形を採用 しました。こうした仕掛けが これから必要だろうと思 ってお ります。

標準化 を進めて思 うことは、私 どももお客 さまも意識が少 しつつ変わ り、標準化 に対 して協調す ることと

競争することは別のことだという認識が広 まってきたことです。当初は情報 をオープンに しようというと、

自分 の会社 のノウハ ウが外 に流 れるのではないかと警戒心をもたれました。 しか し、 どこと情報をつなぎ、

どんな情報を公開するのかが きちんと整理 されて くると、問題はな くな りま した。

導入前は各社 ともソフ トウェア開発 の長期化やコス ト増などの問題がありましたが、実際にやってみると、

開発工期の短縮など、標準化 のメリットが具体的に理解できました。 こんな経験 を通 して、 どうやらシステ

ムをつ くる場合、 もう少 し視野を広 く考えることが重要になってくるのではないかと気がついた次第です。

業際EDIで 大変 なのは、 フォーマ ッ トを決める作業ではなく、むしろいかに相手 と話を し、共通認識を得

るか ということに、大変な時間がかかるとい うことです。ですから、意識構造の問題がかなり重要なキーフ

ァクターだと思います。 リーダーシップ も重要です。やは りどこかの会社が犠牲となって引張っていかなけ

れば前へ進みません。

ところで、おもしろいことに、標準化を進めてい くと、流通基地など設備の共同利用や共同開発の動 きが

出て きま した。 また、メーカーごとに異なる規格を標準化することも必要だと思います。 こうした共通化や

標準化によって不況を乗 り越 える芽が出てきているのではないかと私 は考えてお ります。

業際EDIは 、まだ一歩を踏み出 したのが実態で、21世 紀に向けてこれか らいろいろとやらなければな りま

せん。おそ らく、一企業 とか一産業だけではなかなか進むものではあ りませ ん。やはり、諸先輩なり、他産

業界の皆様 などいろいろな方の知恵を借 りながら進めてい くのが業際EDIだ と思っております。
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…EDI推進 協 議 会 で は
・ 窪 田 企 画 委 員 長 を 中 心 に 標 記 国 際 会 議 に 参 加 し、 日本 のEDIに 関 す る 現 状 を 報 告 す る ‖

よ鱗 灘 瓢 繍 購 誌 嬬 確言議㈱ は次号で報告いたし醐 会議のiを
論 議鑑 。M,,1

、週 開撒 湾 舞 罐 、鵠 錯 ・・n・・血・…ni・D・ta・nter・h・n・・'93)i

(3)開催場所
(4)主催者
(5)運営
(6)後援

(7)参加者
(9)展示

SeoulHiltonHote1(ソ ウ ル 、 韓 国)

MinistryofTtade,lnduStryandEnergy(貿 易 産 業 エ ネ ル ギ ー省)

KoreaTradeNetwork(KTNEr)

UN!EDIFACT

AsiaEDIFACTBoard(ア ジ アEDFACT委 員 会)

KoreaEDIFACTCornmittee(韓 国EDIFACr委 員 会)

約850人(18ヶ 国)、 日本 か ら約40人 が 参 加

参 加 機 関 ・企 業 数:15

苦

菜
菜

刀
蒼
ウ

駕
‖

2.窪 田委 員 長 の 基 調 講 演(要 旨)
"EDIinJapan -(㎞ ㎝tStamsandFuture-"

本 講 演 で は 、 日本 に お け るEDIの 発 展 経 緯 、EDI推 進 協 議 会 の 設 立 の 背 景 と 目的 、 活 動 概 要 、 主 要 業 界 にお

け認 認 ㌫ 籔1顯 ぱ 窪ε?lg藷驚 懸 灘 餐 臨
S米国との大きな相違は、米1

国企業の50%は 標準(ANSIX.12)を 利用 しているのに対 して、 日本では標準化が立ち後れていることである。1
日本では業界VANに よるEDIを 中心 に発展 してきたが、今 日では単一業界にとどまらず、業界間にまたがっ ‖

套認㌘讐籔鱈場鑑ら露語㌶三鷲警難鋳課遼親㌶翼賛整護篭認定l
EIAJ標 準 の拡張版 と して開発 されたCH標 準 を導入する業界 も確実に増加 し、これが実質的な国内標準 とな ‖

溺 羅 鯨跳㍊ 舗纏 辮麟 三恕も}編究理腰C黎 鷲纐 灘 芸奮曼
能としてインタラクティブEDI、 さらには中小企業へのEDIを 促 進するための検討 も行っている。li

____.___♪____________培 　 __:__㌻

「Cll-EDIサ ー ビ ス運用 ガ イ ドラ イ ン」 ま と まる

EDI(ElecrronicDataInterchange)は 、 現 代 の 取 引 に と っ て 、 必 要 不 可 欠 な ツ ー ル に な りつ つ あ りま す 。EDI

緩 巖1墨 譜璽 欝 墓 琵 ㌫ 設1こ誹 議 躍 莞饗 』莞霧 島 潔 識鷹 鷲 昏

iデ磯 鶏 鍵 悟 れて、。れをサポートするオーーープン鋤1ネ 。ト,一クが必要、、な。てきますal,.'ユ ー ザ ー業 界 な ど の 要 望 もあ り
、VAN事 業 者 な どの協 力 も得 て検 討 が 行 な わ れ 、 『α1-EDIサ ー ビス 運 用 ガ イ ド

ラ イ ン」 が ま とめ ら れ ま した 。rcn-EDIサ ー ビス 」 とはcn、 標 準 を サ ポ ー トす る オー プ ンなEDIネ ッ トワー ク

の総 称 で こ の 運用 ガ イ ドラ イ ン に基 づ くCll-EDIサ ー ビス が 、 今 後VAN事 業 者 に よ っ てサ ポ ー トされ る予 定 で

す 。

こ の た め 運 用 ガ イ ドラ イ ン の 内 容 をEDI関 係 者 に広 く知 って 頂 くた め に下 記 の 要 領 で 「α1 ・EDIサ ー ビス セ

ミナ ー」 を開 催 致 します 。 本 セ ミ ナ ー で は 、Cll-DIサ ー ビス の 仕 組 み に つ い て解 説 い た しま す
。EDIユ ー ザ ーな らび に

EDIベ ン ダ ー の皆 様 に 、 こ の機 会 に是 非 ご参 加 さ れ る よ うお 薦 め しま す 。

日 時:平 成5年11月22日(月)13:30～16:40

会 場:機 械 振 興 会 館 地 下2階 ホ ー ル(東 京 都 港 区 芝 公 園)

主 催:(財)日 本 情 報 処 理 開 発 協 会 ・産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー

〒105東 京 都 港 区 芝公 園3-5-8機 械 振 興 会 館 内TEL:03-3432・9386FAx:03・3432-9389

講 師:窪 田 芳 夫(EDIネ ットワーク研 究 委 員 会 委 員 長 、 東 京 電 力 株 式 会 社)、 藤 枝 伸 一(EDIネ ットワーク研 究

委 員 会 幹 事 、株 式 会 社 日立 製 作 所)他.

参 加 費 用:10,000円(消 費 税 込 み)

EDI推 進 協 議 会 お よ びJEDICNewsletterに 関 す る ご希 望 、 お 問 い合 わ せ な ど に つ きま して はEDI推 進 協 議 会 事 務 局

ま で ご 連絡 下 さ い 。
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EDI推進協議会
(JapanElectronicDatalnterchangeCouncil)1994.1.10

事 務 局:財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発 協 会(JIPDEC)

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー(CII)

105東 京都港 区芝公 園3-5-8機 械振 興会館 内

Te1:03-3432-9386Fax:03-3432-9389
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§
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,i;中鐡 報 告 ま と 、幾 ・るtttt:

品冨

ソ1一

竃 また、会計の計鰭 類、会計囎 な ども、ほとんどがこれらの取引フ。イル、、-Eの,ン ピュータ処理を1

§ 行 って出力データとして取 り出 されている。 しか しながら、会計 ・税務処理に係 る帳簿書類の保存に当たっ 日

曜嬢違警膓縫鶴翼懲翼翼霧竃議鞠雛欝竃籔蕊i

罵 竃欝欝議 籔曇麟撰愁 覆㌶響 綴 織 妄c露量6嚇ま魏i
lさ らに・紙ベースによる大量の帳票等の保存は、実務的には株主及び債瀦 の保護を目的とする商法に規1

§帳票 の発生量と保管 ス
ペース

4竃鰹竃i霧鱗藷曇灘懇譲慧雛遍露4灘欝欝義謀議i

取醸 嬬 麟 麟 には_が 使用されてい、のが一般的な傾向である.大部分の商取i
目 引 は 、 取 引 フ ァ イ ル に 入 力 さ れ 、 取 引 先 と の 連 絡 も コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク を利 用 したEDI(Electronlcl

l2a呈 聚 瓢 惑 ㌃ タ交換)・磁気媒体としてのテーXフ ロッピーディスクの交換などが多く行われ1

瞬 讃 醗 籠 おける特定取引の検索作業を
9こ の様な現状 を速やかに改善す るために諸外 国の

§ 動向も踏 まえて、ペーパ ー レス化に向けて関係機関

§が繁 認 翌 ㌶;震 ㌫ 合理化のため、
1行 政文書の磁気 ファイルや届出 申請書類等の フロッ

1ピ ー文書化など積極的にペーパーレス化への取 り組

1耀 ㌶ ㌫ 熟 計嶋 の法制度

業 種 年間発生帳票枚数 5年 分保管スペース

・大 手 ス ーパ ー

・大手 石 油化 学 メー カ ー

・大 手 電 子部 品 メー カ ー

・中 小 電子 部 品 メー カ ー

6,000万 枚/年

240万 枚/年

300万 枚/年

100万 枚/年

約3,000坪

約120坪

約150坪

約50坪

霊

蓑
"8

"華

洛

"‥良

"

"韓
8

奪

導

藷
"
謹

我が国では、現行の商法及び税法においては、その作成 を義務付けている会計帳簿等の保存期間について §

i㌶ ‖鑑 愁 ㌍ 足纏 麓璽ξ;蹴溺 ㌘燃1禦 ㌫;敵 琴;隠量i

縫 ㌶ξ欝ξ藷iξ纏 璽iili灘ii欝三三iテ欝ll欝

1灘議蕪 璽難 繊i霧1竃参灘ii竃;1竃1;増
熱 一 蹴 ー ー ー ー 一_________________ __怒 蒜 蕊・誌

一83一



㍉D'COM'93腰 雛 「初2L-一 ー ー ーー ー ー －r
蓑(1)名 称mlC。M93‖

　　朧襲璽竃i籠撚 ㌶E'㏄　　 一 　
§1

‖ 前 号 に 引 き続 い て"EDICOM'93"の 概 要 を報 告 しま す 。1

蘂 ‖
ミゴ

§《基調講演》 §

i基 調 演12件のうち韓国からの講演・件・ま次のとおりです・1

麗櫟 二 ㍍灘 ㌶ 鶯 漂漂 て1

欝 欝i欝1灘論 難;㌫ご 錫ツ当
紗 経済.eea圏 の出現など急激に変化す る国際社会でのDIの 競 と鯛 的利m"・ ついて(イ 判 ス)l

l⑥ ボーダーレスな国際社会 とEDIの メリッ トお よびASEBの 歴史的経緯 と近況について(日 本)§

‖⑦ 米国におけるANslx12の 現状 と、ANslx12か らEDIFAcrへ の移行に関する経緯について(米 国)‖

§⑧ シンガポールの国家的な情報インフラス トラクチャ構築 とEDIの 戦略的役割について(シ ンガポール) ‖i

⑨ グローバルEDIが 成熟するための要因(標 準化、電気通信、セキュリティ、法的問題など)の 欧州における ‖1

劇 状況について(フ ランス)1

鍵 騨 欝 欝罐=漂 スー と・1
蓼 《 一 編 演 》l

l3っ の セ 。シ 。 ン に分 か れ て行 わ れ た一 癖 灘 端 あ り、 一 部 で は あ ります が 、 そ の 中か ら1caに つ い て報l

l告 します 。 ‖

1【 韓 国 か らの発 表 】1

‖①EDI普 及 の 法 的 環 境 整 備 を 目的 に制 定 さ れ た'ActonPromotionofTradeBusinessAutomation'の 電 子 文 書 の 法 的 ‖

1効 果と、同法が取引の自動化以外 にも有効であろうとの見通 しについて

1②mIに より通関手続 きの自動化を目指 しているプ・ジ・ク トの糠 について(物 流ネ・トワーク細 行ネッ
トワークとも結合する計画が示 された)

i【 日本からの発表】

溜 灘 難 麟:認 ㌶ ご6㌫ ノ麟=ト ランザクシ・ンのセキユリ`'テ ィなどの商取引上の問題 について

§⑤ 総合商社におけるEDIシ ステムの事例について

1⑥SWIFr/EDIに 参加 している東京銀行の金融EDIシ ステムについて

iii【その他の発表】

1⑦ 予め企業間で取 り決めることを不要とす る'Open-edi'について(国 連報告)

1⑧ 国際的なEC(ElectronicCommerce)の 促進を目的とす る、通商関連実務や法律改正のあ 肪 について(米 国)

‖

§

‖

§

箋

§

§

‖

§

§

‖

§⑨ シ ンガ ポ ー ル のUPS(UnitedParcelService)社 が 活 用 して い るEDIに つ い て 【追 跡 シ ス テ ム な ど](シ ン ガ ポ ール)§

垂⑩ 米国における金融EDIに ついて(米 国)

‖

な お、 次 回 のEDICOM・94は 、1994年11月24日 ～25日 、 台湾 の 台 北 で 開催 す る こ とが 決 ま っ て お ります 。

§

‖

§

‖

_____。__,。 。。。,__。,,悟_______㎝ 附。_____,_____ユ
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滞 が 二 一 … 「Cll-EDIサービス運用 ガイ ドライン」の概要 　 一 口 一
欧米のVAN事 業者では、EDI専 用のユーザサービスサポー トが一般化 している。すなわち、業界VANの ような特1蓑

1定 の業種や業界ごとのサポー トではなく、全業界を対象 とした共通のEDIメ ッセージ交換サー ビスを提供 している。l

l欝欝薄曇i竃嶽竃1議翼翼蟹露…樽≧i遍撃籔ll墓l
I方 による打合せが完了すれば、EDI標 準規格に従ったメッセージを使 うことで、通信環境 を考慮することなしに、l

l容 易にEDIを 導入できる。l

i藁羅漢欝欝;麸薄霧霧繊麗欝慧'竃籔竃i鑑糞i欝欝l
Iセ ージが製造各業界で開発 され、各業界の標準を構成 しつつある。これらの業界標準をまとめてCII標準 と呼ぶ。l

Iそ こで、cn標 準用のEDIサ ー ビスが汎用EDIサ ービスとして開始 されれば、広範な業界への共通サービスが可能に ‖

1蟹竃盤巖遮 ㌫。算三三ll㌶ ㌶ ご熱
1を 生 じる。 そ こ でcn-EDIサ ー ビス の共 通 ル ー ル が 必 要 に な る。 これ を ま とめ た の が本 ガ イ ドラ イ ンで あ る。l

lし響 ㌫ 灘 潔1㌶ 藷粥;6認 能であるので'従来のEIA'"EDIサービスを拡張l
l2.本 ガ イ ドライ ンの ポ イ ン トl

l① 本ガイ ドラインの位置づけl

lま総覧璽i竃懸議1翼藁筆嶽多i霧鐘璽鶯竃竃曇籔ま蕊緩き馴
1の 設計には各々のVAN事 業者発行の仕様書等で詳細を確認する必要がある。 ‖

萎②EDIサ ービスとVAN間 接続 §

1を天爵鐙歴 瓢 露鶴綴㌶?蕊 ㌶ 膓薦 鴇詣、㌶1>㍗ビ嬬 嬬 さ
lVAN事 業者の側の話であって、EDIユ ーザーが満足できるサービス(必 要十分かつ安価)を 実現することが重要でl

lあ る。l

l灘豊麗▲翼翼籔i郷隷晶誌;灘 芒嶽還4鑑 柔㌫簿亮曇§
1技 術)が 使われているため、低 コス トという魅力もあり好意的に受け入れられている。l

I④Cll-EDIサ ービスにおけるVAN間 接続l

l璽麗i籍滅翼曇霞鷲器鱗蒸墾鑑馨灘籔藁履竃曇霞竃毫1㌶l
lに して い る・X,DIネ 。 トワー,entま 複数 のCII.EDIサ ー ピで構成 され、.そ れ らl

l竺 多ξ殿 上に結9"n'ユ ー"'"ら 見ると　 DIネットワ1
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ア メ リ カ 模 範 事 案 会 社 法
臼6.01条)会 社 は ・ モの 記 蝕 を書 面 字 た は相 当 な 期 間 内 に書 面 に す る こ とが で8る 他 の形 鱒 で倶 存 しな け れ ば な ら ない

.(で967年)

内 国 歳 入 庇 口 定 会 計 取 引 及 び 賄 記 飴 の 記 録 の た86にAOPシ ス テ ム に 使用 容れ る パ ン チ カ ー
71-20ド 、 田 気 テ ー プ、 デ ィ ス ク等 の欄 犠 感 知 デ ー タ担 体 は、 内 国 虚 λ 法 館6001

(197¶ 年)染 液 び 同 棚U1・6001-1で 規 定 す る ■H記 録.に 出 た る.

ドイ ツ 商 法典 商貢偵口及びモの他の必■な記録 は、証順の要領 とした保 存 とい う形 をとる
(第239集 ④)こ ともで 民9た はモの領記の形式 が正規の鶴記の凹原則`二遺合▼る もので
《19η 年 》 ある限 りデータ媒体によっτこれe行 うこともで 台る.

亭遺脱 基 本 法
(第 τ46条)商 法A館239負 と間一内容

イ ギ リス 会 社 法 装丁■領以外の方法 で、名類 せの他の記飴e保 存す品場合 には、これ壱書面(第723条①)
に† ることがで台るな らば、書面以外の方法 によることがで86.

フ ラ ン ス 商 法 典 に 閥1rる デ ク レ
83-1020庄OP書 ■ は 仕 訳 ■ 及 び 財 産 日蝕 飾 の 代 用 とす る こ とガ で 台6.

(翻F2条 ③){1983年)

租 税 一 般 法 εDPシ ス テ ムe便 っτ 記 領 を行 っ τい 邑場 合 に は 、 分析 ・プ ロ グ,ム 温 び オ
(閉54条)ペ レー シaン に 関 ▼ る書 類 の調 査 を も行 う●

第4回 普 及研 修 会 を大 阪 で 開催

EDI推 進協議会では、下記の要領で第4回 普及研修会 を開催 しますのでご案内致 します。

テーマ 泡Dr借 手データ交翻 最新事情

碍…:躍6年2/98θ ζ火ノ10:00～1630

所:㎜ プラザ 伽 丁情報文化センターノ センターホール 伏 阪市北区堂島銅 辺Nπ テ'一燈 島εη

催:ED雌 進協議会、近畿ニューメディア推進協議会

]髪:近 畿通商産業局、(財 ノβσ西情報 センター

貝 汀00名r参 加料 として資料代 を実費徴収予定ノ

問合先:近 畿ニューメディア推進協議 会7厨:α 臼46,2541臼x:06L346-2535
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会 腕 開催 期 間

一

会 頗 等 の 名 称 開催 場所 連 絡 先

1994,3.14(月)～18(金 UN!EC邑 ～VP.4 ジ ュ ネ ー ブ Tel:03-3437'6135JASTPRO

1994.3.29(月)～3¶(水 EDICA'94 メル ボル ン
Fax: εDICA

φ61-3・818・3129

†994.4.25(月)～29(金 JRT会 館(合 同 ラ ポ ー タ ー会 臓) オ タ ワ
F白虞:DISA

+1-703-548・5738

1994,5。4(水)～6(金 虚ぼ 器認 臨2認 証 踏 …i提、。。) フ ロ リ ダ
Fax:O

lSA◆1-703-548-5738

1994.6.14(火)～17(金) 第4回EDIユ ー ザ ー 大 会 ブ ライ トン
Fax:

◆44.71-824,8114UKEDIA

c・'ち ・Y・ち ・『・・'・・"=・:・工 ・潟・;《シ:÷河 亭=・:缶=・=・習'"

1}

i京"回 訓 サ鞭 ス運用ガイドライン」入繍 望の方は、麟 情報化難 センターまでお灘 答=湾 … 　 　　 当(1部1焉00円【会員]・2,000円卜 般】、消費税込)1
乳…一 州 ー ー 一 … 一 ー 〃一 々w

、.后品_..__品.._乏

EDI推 進 協 議 会 お よ びJEDICNewsletterに 関 す る ご 希 望 、 お 問 い合 わせ な ど に つ き ま して はEDI推 進 協 議 会 事務 局

ま で ご 連絡 下 さい 。

-86一

i(1ページより)… … … … … … … 一"}… … … … … … … … … … … … … … 蜥 　 … … づ

1認EO鷲 了いて・諸外国において1まEDP会 計システムの進展に鑑みて・その現行の実務を明文をも・て承l

lこ のように諸外 国では、EDP会 計システムの実務 棚 文 をもって承認 しているカ・、_方 では繊 フ。イルl

lが 直接見読不可能なものであることから、その保存 の要件 も明らかに している。l

i‡誘 醒 鞭 §れξ器欝ζζz纏灘 ㌻鑑 繧 灘 草摺 誓ミ葦甥舞詫l

i蹴 撒 曝 繊 蹴 ‡鶏蹴 擶 灘 當 塁罐 箏享鵬;・綱
1現 行のプリン トアウ トによるハー ドコピー一の要求は、む しろ非効率で非経済な作業 となってお り、多 くの保1

麟 三1:議 難 ≧ 識 ～驚計システムの進展とともに法的措置がなされた経緯を踏まえl
lSU外 国C=n`t6磁m1e"の 明文 化
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